


刊行にあたって

　三位一体改革も混迷の後にようやく目途がたち、本格的な分権時代を迎えようとする中、自治

体は自主・自律的な行政運営に転換していくことが求められています。しかし、厳しい財政状況

の中にあり、行政運営の効率化を進めることも重要になっています。

　さらに、近年では市町村合併が進展しており、また国と地方のあり方を再検討すべく、地方分

権の加速化や効率的な政府実現に向けた地方制度調査会の「道州制」に向けた肯定的答申が出さ

れました。これらにより、今後自治体を取り巻く環境は大きく変動していくことが予想され、更

なる権限付与により、自治体の自己責任が拡大し、独自の行政運営を確立することが求められま

す。

　そこで、今年度は、昨年に引き続き、人と組織の問題に焦点をあて､職員の能力と「やる気を

引き出すにはどうすればよいのか」、「活力ある組織づくりに、どう取り組めばよいのか」につ

いての連続講座を開催いたしました。地方行政を担う自治体職員の意欲向上は、行政推進の原動

力となるものであり、組織風土は、意欲向上に大きな影響を及ぼします。

　本書につきましては、この講座における講演の要旨をとりまとめたものです。本書が府内市町

村の職員の意識改革や組織風土の改革の参考になれば幸いに存じます。

　終わりになりましたが、ご多忙の中、ご講演いただきました講師の方々にあらためてお礼申し

上げますとともに、この講座の指導助言者として、各回の意見交換や論点整理などコーディネー

トをお務めいただきました田尾雅夫先生（京都大学大学院経済学研究科教授）に厚くお礼申し上

げます。

　　　平成１８年３月

 財団法人　大阪府市町村振興協会　　　

 おおさか市町村職員研修研究センター　　　

 所　長　　齊　藤　　　愼　　　　
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第１回講座

平成１７年７月１５日実施

テーマ：「自治体の組織改革のあり方」

講　師：田村　　秀（新潟大学大学院実務法学研究科助教授）
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１．はじめに

　私は、大阪府内の市町村のかたには大変評

判の悪い、モグラたたきならぬラスパイレス

たたきを仕事としていた給与課に勤務してい

たことがありますので、給与制度については

多少知識はあります。また、15年ほど前には、

収益事業係長という変わった名前の肩書きを

持っていました。これは自治省財政局地方再

開発収益事業係長ということで、宝くじ、公

営ギャンブルの担当として、いろいろなこと

を経験しました。ほかにも、全国市町村振興

協会の組織である市町村アカデミーにも勤務

していたことがあります。

　かれこれ15年ほど、いわゆる霞ヶ関の人間

としていろいろな経験をしたのですが、もう

少し広い意味で研究をしてみたいという思い

が強くなっていきました。また、最後に自治

大学校で研修の講師を務めたのです。実は

1996年に東京大学の大森彌先生が、客員助教

授として半年間、週１回授業をやる人間が旧

自治省にいないかと言われ、どういうわけか

私が一番バッターで行くことになり、そのと

きに大学という職は非常に楽しそうだという

ことは経験済みで、2001年から新潟大学にい

ます。

　肩書きの中に国際基督教大学の博士と書い

てありますが、行政学の世界には、「西の村

松、東の西尾（勝）」といわれる先生がいら

っしゃいます。現在は国際基督教大学ですが、

実はこの３月に西尾勝先生に主査になってい

ただき、また西尾隆先生のお二方に主として

論文を見ていただき、論文博士を取らせてい

ただきました。そのときのテーマは、一種の

マネジメントに関してということでした。ト

ップマネジメント、それも都市自治体という

か、今日の参加者の多くが所属している市の

助役さんをテーマにしています。ただ単に助

役をテーマにというのはあまり芸がないわけ

で、アメリカのシティマネージャー、イギリ

スのチーフエグゼクティブとの比較をした、

マネジメントの具体的なものというより、ど

ちらかというと経歴分析に終始したものです。

　また、新潟県でも行革関係やいろいろな委

員会の委員をやっています。田尾先生がコー

ディネーターというか、研究会の座長的な形

ですが、私も新潟県でテーマは全然違うので

すが、政策法務研究会という研究会を３年く

らいやっています。対象は県職員だけですが、

法務に関して年間７～８回、同じメンバーで

条例作成や条例の問題点などを研究したりし

ており、講師として大学の先生や実務家も呼

ぶことがあります。

　私にアカデミックな話を期待していただい

ても、残念ながらそういう研究の蓄えはほと

んどありません。また私自身、どちらかとい

うと実務、実例、ケーススタディといったも

「自治体の組織改革のあり方」

 新潟大学大学院実務法学研究科助教授　　　

 田　村　　　秀　　
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のをできるだけ集めたり、自分自身も経験し

てきたつもりですが、いろいろなかたの話を

ヒアリングしたり、調べたりと、どちらかと

いえば帰納法的なアプローチだと思います。

ただ、実戦を経験してきた中で、皆さんがた

が、これから組織改革等に当たっていく中で、

何かの参考になる視点、切り口を提供できれ

ばいいと思っています。

　私自身、研修の講師を引き受けている理由

の一つは、極力、双方向でやりたいと思って

いるからです。後ほど相当程度意見交換の時

間がありますが、皆さんがたから質問してい

ただく中で私も学ぶ点が多いと思っています。

また、極力、受講者に質問したり、考え方を

聞く時間を取るようにしています。そういう

中で、現在の市町村職員や県職員がどういう

考え、あるいは最近の問題等についてどの程

度の認識を持っているかということも知るよ

うにしています。

何のための組織改革か？

　私自身、いろいろな自治体、主として県が

多いのですが、最近では市や町などともおつ

きあいがあります。そういう中で非常に感じ

るのは、首長さんというのは組織改革をした

がるのだなということです。

　一つには今、行革の流れというのがありま

すので、その中で組織にも手を加えなければ

いけないのかなということがあります。私が

これまで関係があった自治体を見ても、例え

ば後ほど出てくる三重県でも北川さんが８年

いろいろやってきましたが、新しい知事さん

になるとまた違ったことをやっています。あ

るいは、全国知事会の会長を務めていた岐阜

県でも、知事さんが替わると、総点検といっ

て見直しをいろいろやっているようです。ど

うも、首長さんというのは、当選されるとい

ろいろなことに手をつけられますが、最近で

はその中で組織にもかなり早い段階で手をつ

けられている感じです。

　首長さんは改革の意識、志を持って当選さ

れていますから、当然のことながら問題点が

あるということでやられるわけです。もちろ

んいろいろな問題点はあるのでしょうが、そ

の一方で、あまりにも従来の組織について十

分な検証というか、それがどういう問題点な

のか十分なレビューがない中で組織をいろい

ろな形でいじられているところもあるようで

す。

組織改革は手段か目的か？

　では組織改革は一体何のためなのか、そし

て手段なのだろうか、目的なのだろうかとい

うあたりが、いつも私自身の頭の中でなかな

か整理ができません。あるいは、手段と目的

というのは、いろいろなところで話題として

出てくると思います。市町村合併も手段なの

か目的なのか。本来は手段なのでしょうが、

目的化している部分も多々あります。手段と

目的というものがごちゃまぜになってしまう

感じもします。ただ、組織改革に関しては、

何のための組織改革なのかです。これは、組

織を変えることを通じてよりよいサービスの

提供というところに本来は尽きるのだろうと

思います。ただ、何をもってよりよいサービ

スかと定義するのは難しいところもあります。

　政策法務の研究会をやっていますが、私自

身は法律について全く勉強していません。法

学部でもありませんし、大学時代は法律の授

業は一切取ったことがないにもかかわらず、

そういう研究会を主催しています。しかし、

だからこそ根本に立ち返って、こうかなと思
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うことがあります。

　地方自治法の２条の14項に「地方公共団体

はその事務を処理するに当たっては、住民の

福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で

最大の効果を上げるようにしなければならな

い」、15項には「地方公共団体は常にその組

織及び運営の合理化に努める」ということが

書いてあります。これは昔からあった当たり

前の規定ではあるわけですが、やはり住民の

福祉というところに行き着くのだろうと思い

ます。組織であろうと、予算であろうと、長

期計画であろうと、そういうところに意識が

なければ改革のための改革になってしまい、

改革疲れを引き起こすのではないかという感

じがします。

　もう一つ私自身の問題意識としてあるのは、

行政組織というのは、ヒューマンパワー、人

力がかなりを占めるということです。分権時

代といわれて久しいわけですが、職員の政策

形成能力を上げていくということにかなり力

点を注ぐべきではないでしょうか。そういう

思いもあって職員研修などは極力受けるよう

にしています。

　また、旧自治省にいたのは私としてはいい

経験でしたが、それを受け入れる側では、

「あんな若造を課長なんかで受け入れて」と

批判もあったと思います。そういう中で、仕

事をしやすくするというか、風通しのいい組

織はどうあるべきなのかということを自分な

りに考えました。そして、民間企業でこのよ

うなことをやっているからそれを取り入れる

と行政もうまくいくのではないかとか、でも

その一方で、安直なＮＰＭの導入はなかなか

うまくいかないのではないかという問題意識

を持っています。

２．自治体組織改革の潮流

福島県と多治見市に関する調査研究から

　なぜ福島県と多治見市なのかというと、総

務省で2002年にニューパブリックマネジメン

トの研究会が立ち上がり、私にも声がかかり

ました。４～５名がメンバーで、委員長は大

住莊四郎先生だったと記憶しています。その

際、私には組織のことを研究してくれないか

ということでした。多治見市と福島県ではい

わゆるグループ制を導入しています。グルー

プ制以外でも多治見市はいろいろ面白いこと

をやっています。また、福島県はＦ・Ｆ（フ

ラット&フレキシビル）な組織にしようとい

う取り組みを進めています。

　私は現地にヒアリング調査に行き、勉強し

ました。多治見市は最近様々なところでリー

ディングケースとして取り上げられています

ので、皆さんがたもご存じかもしれません。

今から18年前に、私は岐阜県庁に勤務してい

ましたので、多治見のこともある程度分かっ

ていましたが、ここも改革志向の首長さんに

替わりました。行革の流れの中で組織機構も

見直すプロジェクトを作ってグループ制をと

っていました。多治見市でのグループ制とい

うのは、あまりにも細かく分かれていた係を

もう少し大くくりにしたという意味でのグル

ープ制のようです。グループの人数は原則５

人以上です。すなわち、今までは２～３人の

係と非常に細分化されていたので、なかなか

柔軟な事務の執行ができていなかったのです。

それで、係の間の壁を取り、意思決定の迅速

化を図り、組織のフラット化が図られたよう

です。

　一方、福島県はグループ制もやっています

が、むしろかなりフラット化をして、部長、

次長、課長、課長補佐、係長、係員というも
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のを４段階くらいに減らしていくということ

です。ただし、私がヒアリングした段階では、

各部局にやる前の環境や、一部の部局でのフ

ラット化だったようです。

　私はこういう自治体の話を聞いてきて報告

書にまとめました。恐らく皆さんがたもそう

いうものについてはすでに導入されていると

ころもあるかもしれませんし、あるいはいろ

いろなところで研究されているかもしれませ

ん。自分なりの結論が出せたわけではありま

せんが、ヒアリングを通じてなるほどと思っ

たことをお話しさせていただきます。

　フラット化やグループ制というのは、今の

組織改革のはやりだと思います。県レベルで

は広島県がかなり早い段階でやったかと思い

ます。その意味では、福島県がそんなに目新

しい事例でないというのも事実です。また、

グループ制にしても、すでに大阪のある市な

どにヒアリングに行ったという話です。です

から、多治見市なり福島県がリーディングケ

ースではないということです。ただ、やはり

自分の自治体に新しい取り組みを定着させる

ためにプラスアルファのことをしようとして

いるということです。

　多治見市の場合、これくらいの規模の自治

体では珍しく昇任試験を導入しています。こ

れはどこまでうまくいっているか分かりませ

んが、その理念のとおりであれば、リーダー

シップを発揮できるようになっているのでは

ないでしょうか。いずれにしても、そういう

ところをセットでやっていったということが

なるほどと思ったところです。

　多治見市の例よりさらになるほどと思った

のは、福島県のケースです。フラット化やグ

ループ制をとると、一見、迅速な対応ができ

るような組織になる、あるいはそういうもの

を目指すということですが、どうも「隣は何

をする人ぞ」みたいな形になりがちです。あ

るいは中間管理職がいなくなることのデメリ

ットもあるのではないかと思います。そこで、

職員の意思疎通を図るために朝礼をやってい

ます。要は３分間スピーチをやります。この

生活環境部は防災、特に原子力防災をやって

います。そうなると、いざ何かあると、それ

ぞれのグループの枠を超えて対処しなければ

なりません。そういうことをやるためには、

ある程度常日ごろからお互いがどういう人間

かということを知っておいたほうがうまくい

きます。３分間スピーチでは、昨日やったこ

とや自分の趣味のことなど、しかも、課長ク

ラスから臨時職員まですべてやっているとい

うことです。「ださい」「格好悪い」と見ら

れがちかもしれませんが、職員相互の理解を

高め、グループ間のつながりが希薄になりが

ちな組織改革の欠点を補っているのかと思い

ます。

　この福島県のケースは、ほかのケースにも

通じるところです。いろいろな組織を変更す

るときに、他の自治体や民間企業でやってい

ることをそっくりそのまま持ってきてもうま

くいきません。組織に合った、何らかのプラ

スアルファの仕掛けを模索することが不可欠

だと、この調査をして思いました。

三重県と岐阜県の改革から

　三重県では、1995年４月に北川正恭さんが

知事になりました。それまでは６期、22～23

年、田川さんというかたが知事をやられてい

ました。私は田川県政の最後の半年間を財政

課長として、まさに長期政権の最後を見届け

るとともに、新北川政権の最初の１年間の予

算編成に携わらせていただき、ある意味では
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貴重な経験をしました。その経験が、私が今、

曲がりなりにも大学で教える機会を得ること

ができた契機になっていると思います。

　それまでの三重県は、恐らく世の中の注目

を浴びることのほとんどない県だったと思い

ます。財政的には決して問題がある県ではあ

りませんでした。それは今でもそうだと思い

ます。昔は伊勢湾台風で愛知や三重に大被害

があったということはあるにしても、行政サ

イドで脚光を浴びることはほとんどなかった

県だったと思います。

　田川さんというかたは、農政通で、農林水

産省の技官から県の部長に転じて知事になら

れたかたです。産業振興や農業のほうはいろ

いろやられていたと思いますが、私の率直な

感想を申し上げますと、やはり長期政権の弊

害はストレートにここまで目に見える形で出

るのだなということです。市役所などでそう

いうことがあるのかどうか分かりませんが、

取り巻きというのができるのです。私は財政

課長ですから、予算編成やそれなりの責任を

持ってやっているわけですが、知事には直接

会えないのです。非常に驚きました。特に秘

書課を中心にした取り巻きのブロックがあり、

ストレートには入っていけないようなところ

でした。

　そういう組織が20年以上続いて、当然のこ

とながら県庁のほぼ100％近い人たちは副知

事を推していましたが、負けてしまったわけ

です。そこで新しい知事が入ってきて、皆、

戦々恐々としました。北川さんはただの国会

議員ではなく、県議会議員を４期務めていて、

北川さんのお父さんも県議会議員という政治

家一族です。当然、県政のことはよくご存じ

で、県の組織のさまざまなことも知っていま

す。となれば、前政権を支えた人たちはみん

なクビを切られると思っていたわけです。し

かし、全く北川さんはそういうことをやりま

せんでした。むしろ、いる人たちを最大限活

用しようというスタンスでした。

　ただ、北川さんは今までの行政のやり方に

ついて相当不満を持っていたのは事実です。

今でこそ当たり前のフレーズになっています

が、あのころから「情報公開」ということを

首長から言っていた人はそんなに多くはなか

ったと思います。もちろん高知県は多少言っ

ていたでしょうし、宮城県も言っていたでし

ょうが、ある意味では新進党（元自民党）の

国会議員だった人にしては非常に面白い、変

わっていると思ったわけです。

　その際に本格的に行ったのが「行政評価」

です。行政は評価の観点が全然ないではない

かということです。予算を要求して、予算を

つけ、それをやり、翌年の予算要求です。や

はりちゃんと仕事の評価をしっかりやるべき

ではないかということです。民間企業であれ

ば、決算を通じてチェックをしている。その

観点をもう少し行政に入れるべきではないか

ということで、事務事業評価をやり出しまし

た。

　私自身、評価に対して期待があったわけで

はありませんし、今でも行政の評価というの

はそう簡単ではないと思っています。特にベ

ンチマーク、結果や成果、アウトプット、ア

ウトカムといった指標をどう設定するか、難

しさがあるというのは、自分の政策形成の本

にも書いたことがあります。

　ただ、少なくとも1995年の時点では、あま

りにもこれまでの三重県は、ほかの県と比べ

て旧態依然としていたことは事実です。やは

り意識改革をしなければいけない。そういう

ときに、今までやったことのないことに取り
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組むのも悪くないのではないか。行政評価の

評価自体に期待するというより、職員の意識

を少しでも変えるためのツールとして有効で

はないかと、当時から思っていました。普通

であれば査定もするのですが、財政課長とし

ては全く議論せず、６月の補正予算であった

こともあり、ほぼ満額予算をつけました。

　その後の三重県のいろいろな動きは、皆さ

んがたもご存じかと思います。いろいろな行

政評価をどんどんバージョンアップしていき、

評価と組織、さらに計画というものをできる

だけ合わせるようにしました。三重県でもグ

ループ制を導入したり、いろいろな組織改正

をしています。そういうものとともに、長期

計画の体系と評価の体系、部局の組織を併せ

て整え、全体のシステム化を図ろうとしまし

た。この辺は私はもう三重県を去ってからの

話ですので詳細は必ずしも分かっていません

が、かなり大々的に改革を続けていきました。

　もう一つ、三重県で象徴的な出来事は、財

政課を壊し、予算調整課にしてしまったこと

です。これは第１号だったと思います。当時

から北川さんに、「財政課は力が強すぎる。

予算をつけることではなく、実際に執行し評

価することがもっと重要である」と言われて

いました。紆余曲折を経て、予算調整課とい

うことになりました。これも今のはやりかと

思いますが、予算の分権化です。総務部の財

政が統括するというより、各部局に任せてい

くということをやったわけです。これは予算

にとどまらず、人事の枠配分をしました。部

局の中でどうするかは部局の中でやります。

そのように、予算のみならず人事の分権化も

行ったのが、北川県政の実態です。

　実は、岐阜県でも同じようなことをやられ

ています。予算や人事の分権化、あるいは、

知事公室が各部局で引き受けることができな

いような懸案事項を全部引き受けます。そし

て、各部局はある意味ではルーチンをしっか

りやります。また、財政や人事は各部局のバ

ックアップに専念する。まさに分権化という

ことですが、経営管理という部局になってい

ったりします。

　三重県や岐阜県はこのようにやってきてい

ますが、改革にはいろいろな反作用があり、

あまりにも分権化していったのはいいけれど

無責任体制になってきたという話も聞かれる

ようです。あるいは一部では、これまでは特

に財政などにはプロがいて、予算や財政制度

についてかなり細かいところまで知っている

人がいたわけです。そういう人がいなくなっ

たことによって、本来は有効に使える制度が

あったにもかかわらず、災害復旧などのとき

にそういうものをうまく使えなかったという

事態も出てきているようです。そういうこと

もあり、特に岐阜県では、財政や人事に権限

を少し戻しています。ただ、そうなると今度

は二重行政というか、部局の予算担当もチェ

ック、査定をし、全体のところでもするよう

という感じがあるようです。

　これは三重県の話ですが、知事さんが替わ

ってから早速、長期計画を変えてしまったの

です。よくある話かもしれませんが、ただ、

そこでなるほどと思ったことがあります。北

川県政はいろいろなことを導入し、いろいろ

な組織改革をやってきた中で、マイナス面で

は改革疲れ、評価疲れを起こしているとも指

摘されています。しかし、組織風土が変わっ

たといいますか、長期計画を作るのも通常で

あれば２年くらいかけますが、実質数か月で

作ってしまいました。それは過去のベースが

あるのと、それを担う職員がこなれてきてい
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たからです。行政評価などをやってきたのが

うまくいったのもあるかもしれません。少な

くとも10年前、北川さんの前の県政のやり方

とは、三重県の組織風土は変わってきた感じ

はします。

　ただ、三重県や岐阜県などいろいろやって

きていますが、これは一日にしては成りませ

ん。いろいろなことをやってきて、今の状態

があるわけです。どういうことをやってきて

今に至っているかという歴史を見ないと、今

の結果だけをそっくりそのまま持っていって

もうまくいかないと思うのですが、時として

そういうことをしようとしてしまう首長さん

もいらっしゃることは事実です。

新潟県、新潟市、上越市、佐渡市の動向から

　一昨日、新潟県の指定管理者の委員会があ

りました。私は委員長なのですが、新潟県の

公共施設の指定管理者の廃止も含めて議論を

し、指定管理者制度を入れるかどうか、そし

てそれは公募か特定かというところまでやり

ました。事務局案では特定とあったのに、公

募にすべき、とひっくり返してしまったもの

もありますが、それが県の中で受け入れられ

るかどうか分かりません。

　今、制度改正にはいろいろなものがあり、

行政の担当者も本当に大変だと思います。新

潟県はお世辞にも取り組みが早いと言える県

ではありません。都道府県レベルで、昨年10

月現在ですでに人事の評価制度を見直したと

ころが30県くらいありますが、新潟はまだで

す。あるいは、給与上の処遇への反映も、す

でに2004年時点で８県は人事評価を活用して

いるという中で、全然やっていませんでした。

　そこで、人事評価フォーラムを今年の４月

にやりました。やり方としては、民間で先導

的にやっているヤクルトの人事課長さんと、

神奈川県庁、日本能率協会、それと、組合の

かたも呼びました。ただ、組合といっても県

職労ではなかなか来てくれないということで、

県生協の労組の執行委員長さんです。県生協

では人事評価をもうやっているということで

す。このように立場はいろいろ違いますが、

人事評価について考えるフォーラムをやりま

した。

　新潟県の取り組みは、皆さんがたの自治体

より早いわけではありません。これは課長級

以上ということになっていますが、まずは職

員の意識を高めるということでフォーラムを

やったりしています。現在、部局長や部課長、

実際に人事評価の施行の対象になる関係職員

に研修をやっているようです。

　堺市さんが政令指定都市という話がありま

すが、新潟市も実は政令指定都市を目指して

います。今年の３月21日に13市町村の大合併

をし、人口は77～78万人になりました。この

10月にはもう１町と合併しますから80万人を

超えます。私は新潟市でもいろいろな審議会

をやっていますが、区割りの委員もやってい

て、八つの区に分けます。

　今、行革に向けてのいろいろな取り組みを

やっています。新潟市の場合は、組織改革以

前に組織風土として、下水道の官製談合の問

題があります。職員が罰金刑ということです

が、検察が不当ということで控訴しています

ので、今後どうなるか分かりません。これは

相当程度長い年月にわたってあったことのよ

うですし、実際に自殺者も出ています。この

辺の問題は、特に土木系の問題としては新潟

市が唯一のケースなのかというと、そこは議

論があるところですが、公正取引委員会に入

られたということもあるので、これを変えな
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ければいけないということです。 

　関西では近江八幡市がコンプライアンス条

例というものを作っています。働きかけを受

けたとき、ちゃんと報告をしろということを

義務づけ、制度的にやる条例を作り、新潟市

もこの６月議会で通しています。最近では地

域自治、地域協議会を行政区ごとに作るとい

うことで、そういう委員会を作るようです。

　新潟市の政令指定都市は、分権型指令都市

です。ちょっと言語矛盾かもしれませんが、

政令指定都市というのは権限が強くなるわけ

ですから、かなり県の権限が来ます。それを

分権型ということで、本当にできるのかとい

うことです。恐らく行政区の権限を相当強く

することだと思いますが、それに向けていろ

いろな組織改革をやろうとしています。ただ、

私も外部からいろいろ見ていますが、入札の

問題がありましたので、ちょっと問題がある

かなという感じもします。恐らくそれを変え

るために首長のリーダーシップがかなり問わ

れる感じがしています。

　新潟県内で、いちばんいろいろなことをや

ってきたのが上越市です。ここは14市町村が

合併し、人口も20万人を超えました。もとも

と上越というのは、高田と直江津が合併して

できた市でした。ここは先進的な自治体で、

ＩＳＯ14000を自治体で最初に取ったと思い

ます。そのほかにも環境政策を含めて先進的

なことをやってきたわけですが、一つには前

の首長のキャラクターもあります。

　ただそれだけではなく、直江津と高田が合

併したということもあって、市役所を見てみ

ると、どうもライバル心が今でもあるようで

す。新しい政策を提案する風土が前からある

と、市の職員も言っているようです。この辺

は感覚的なところですので、どの程度そうな

のか、効果を計るのは難しいところです。

　ただ、最近では必ずしもいい話ばかりでは

ありません。ワークシェアリング入札といっ

て、過去２年間受注したところは入札に加わ

れないという、よく分からない入札制度を導

入しています。それはいいのですが、不利益

遡及みたいなことをやってしまって、どうも

特定の建設業者外しをやったりしています。

今までいろいろいいことをやってきていたの

ですが、上越市の評価は今、少し下がってき

ています。この辺のところはトップマネジメ

ントにかなりつながるところです。

　もう一つの自治体のケースは佐渡市です。

ここは島ですから皆さんがたの自治体にどれ

だけ参考になるか分かりませんが、ここも10

市町村が合併しました。さらに、上越と新潟

との違いは、編入ではなく対等合併だという

ことです。恐らく日本で最大規模の対等合併

だと思います。ですから、庁舎をどうするな

どいろいろもめました。それはともかくとし

て、実は私は佐渡の行革委員会の委員をやっ

ています。私以外は島内の人です。人口は７

万人弱ですが、職員数が1,700人です。これ

を言うと皆さん驚きます。そのうち170人く

らいが保育士です。島ですから、集落が漁港

ごとにあるような、まさに分散型の地域です。

ですから、効率的な行政は非常に難しく、こ

れをどうするかは頭の痛い話です。

　ただ、最近、行革委員会の中で注目を浴び

たものがあります。それは職員のアンケート

調査です。恐らく皆さんがたも、行革なり何

なりで職員アンケートというのは必ずやられ

ると思います。そこで何があったか。私がま

ずとっかかりに指摘をしたのは、回収率です。

30％ちょっとでした。多治見でも福島でもや

っていますが、100％に近いところが多いわ
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けです。そこまではいかなくても８割やそこ

らはあるわけですが三十数％、管理職でも四

十数％です。「これがまさに市の今の問題点

を象徴していますね。職員の当事者意識がな

いですね」と、行革委員会でも問題になって

います。

　しかし、これはアンケートのやり方自体も

あまりよくなかったと思います。まだあそこ

は全員がインターネットを見られる環境にな

いということもあり、紙で提出する人もいま

す。そうすると、何となく出したくない、出

しにくいというのもあったのかもしれません。

いずれにしても、職員の意識をどう変えてい

くべきかということが大議論になると思いま

す。

３．組織改革における幾つかのキーワ

ードフラット化、グループ制

　従来のピラミッド型組織は意志決定が非常

に遅く、あまりにも組織が大きくなって責任

の所在が不明確になったり、中間管理職が多

すぎるのではないのかということなども指摘

されて、フラット化、グループ制が行われて

いるのではないかと思います。

人事、予算の分権化

　三重県の話をしましたが、財政・人事悪者

論です。特に首長さんが各部局と話す中で、

「財政に切られてしまいました」とか、「人

事に人をつけてもらえなくて」「本当はこれ

は重点的にやらなければいけないんですけど、

予算がついていないんですよね」「人も十分

に配置されていない」とかということになる

と、本来は知事や市長が指示すべきなのです

が、「もう少し各部局に好きなようにやらせ

よう」という流れも、例えば三重県では出て

きたわけです。

意識改革のツールとしての行政評価

　しかし、本当に部局に任せてうまくいって

いるかというと、もちろんうまくいっている

ところもあるでしょうが、三重や岐阜のケー

スを見ると、必ずしもそうでもないのかなと

思います。その辺はもう少し三重県、岐阜県

を含めてよく見ていかなければいけないと思

いますが、いずれにしても二重行政になって

いるきらいはある感じがします。

　また、行政評価は、意識改革のツールとし

ては有効ですが、どうも評価疲れを起こして

いると思います。これは何年も前から三重県

で聞かれていることで、昔一緒に仕事をした

人に聞いても、かなりそういうところにエネ

ルギーが注がれていて、本来やるべきところ

に十分力が注がれていないといいます。細か

い手法の習得に力を入れすぎるのは望ましく

ないようです。評価を通じて仕事のやり方を

変えていくとか、本来業務の改善につなげて

いくのが本筋でしょうから、評価シートの書

き方の技法に慣れることにあまり多大なエネ

ルギーを使うのはどうかという気はします。

しかし、そうなりがちなようです。

人事評価と研修のリンク

　人事評価というのは、人事異動のほうが言

葉として適切なのかもしれませんが、新潟の

場合、政策法務などに積極的に参加している

人を、例えば近々に条例改正が必要だという

ことで環境関係で産業廃棄物のところに配置

したり、政策法務そのものを担当する部局に

も異動しており、そういうところを少し考慮

している兆しは見られます。完全にリンクし

ているわけではありませんが、研修と人事を
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ある程度つなげていく、単に研修でやりっぱ

なしでは、まさにお金の無駄になりますので、

何のために研修しているか、目的を明確にし

ていかなければいけません。

トップマネジメント

　私はもともとトップのかたに関心があり、

本にもいろいろ書いていますが、そういう中

で、対照的な二人を挙げないわけにいきませ

ん。一人は先ほど来名前が出ている、現早稲

田大学教授の北川正恭さんです。北川さんは、

まさにトップダウン型のリーダーだったと思

います。もう一人は香川県で仕えた平井さん

という知事で、典型的なボトムアップ型、調

整型のかたです。私は非常にやりやすかった

ですし、部下からの信頼も厚かったのですが、

実は産業廃棄物の問題がありました。大阪方

面からの産業廃棄物を受け入れていた香川県

の豊島という島があり、残念ながら香川県政

は豊島の産廃の対応で、みそをつけたところ

があります。私がいたときには問題は表面化

しておらず、もちろん知事は現地をよく見て

判断すべきときもあったと思いますので、そ

の問題に関しては、部下のことを信じすぎた

のではないかと思います。私も十分検証はし

ていませんが、ボトムアップ型のかたですの

で、そういう話もあるようです。いずれにし

ても非常に対照的なかたを見てきたわけです。

　ボトムアップ型のかただと、比較的、職員

や三役など部下からいろいろ意見をくみ取ろ

うとする動きがあると思いますが、トップに

実務にも詳しい方がなったときに、一方通行

的に指示が下りることがけっこうあります。

それはなかなか部下としてつらいと思ったり

もします。北川さんもそういう懸念がなかっ

たわけではありませんが、私は唯一、三重県

でやったことの中でこれはよかったのではな

いかということが一つあります。それは、コ

ミュニケーションの機会を増やすということ

です。

　県庁というのはものすごい大きな組織なの

で、首長と職員の距離というのは、決して近

くはないのです。しかも、三重県の場合は副

知事を破ってきた知事さんですから、反発も

少なからずあったと思います。当然、職員組

合は副知事を推していました。どうすれば北

川さんと職員の距離が少しでも縮まるかと思

ったとき、あることに気がつきました。

　一般的には議会で質問が出ると、それにつ

いて各部局が答弁を書きます。実は、旧田川

県政では、私のときには、財政課長が予算の

観点で最終調整をしたら、その時点で終わっ

て、知事の公邸に答弁を入れるだけでした。

20年以上知事をやっているわけですから、全

部分かっているといえば分かっています。あ

る意味では、知事さんに任せておけば、ちゃ

んと答弁をしてくれるという雰囲気に慣れっ

こになっていました。私はこれはちょっとま

ずいと思いました。

　それで、知事が替わったときに、自分が経

験した香川県のことを思い出しました。香川

県は割とオーソドックスに、答弁があったら、

一応、三役の前で勉強会をします。それは、

部長や担当課長が答弁書を読み上げる場合も

あれば、黙読したりして意見交換をし、「こ

れでいいね」という勉強会です。これは市町

村でもけっこうやっているところもあると思

います。それをやろうと言いました。ただ、

そのときに、必ず答弁を実際に書いた人も連

れてくるように言いました。それは係長だっ

たり担当レベルということもありますが、そ

れにかかわりのある人も後ろで知事と部課長
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のやりとりをできるだけ聞くように各部局に

指示を出したわけです。今は必ずしも続いて

いないかもしれませんが、そういうことが何

年か続いたということです。

　それをやると、トップが何を考えているか

よく分かるのです。特に北川さんというのは

ガンガン言う人ですから、それに対してちゃ

んと言えている部課長もいれば、シュンとな

る部課長もいます。しかし、トップの考えを

知る機会を工夫するのは、組織風土を変える、

組織改革を考えるときに重要ではないかと思

います。

　これは新潟市の例ですが、新潟市の篠田市

長は、地元の新聞記者から助役を破って当選

したかたです。ですから、市役所には土台が

ないので、やはりコミュニケーションしなけ

ればということで、ありきたりですが若手と

の昼食会などをやっています。そういうコミ

ュニケーションのための仕掛けというのは必

要だと思います。それが実はいちばん強調し

たかったところです。

組織、計画、評価体系の一元化

　これは三重県の目指したものです。実際に

うまくいっているか分かりませんが、理想と

してはそうなのだろうと思います。それぞれ

の体系があまりにも違うと、計画の体系は計

画、組織は組織、評価は評価となり、これは

手間です。どこまで一元化できるかは、理想

と現実があるかもしれませんが、ある程度合

わせる方向にしないと、書類だけでもそれぞ

れ別の組織のため、計画のため、評価のため

になってしまいますので、そこは工夫の余地

があるかと思います。

ＮＰＭ、ガバナンス、市民参画

　私も正直言ってＮＰＭということに対して

は半信半疑で、諸手を挙げて賛成というわけ

ではありません。そういう流れもしっかり見

ておかなければいけないとは思いますが、民

間企業のいろいろな動きがすんなりと行政に

導入できるものだろうかという気はしていま

す。ただ、最近の国の動きは、まさにそうい

う流れになっています。

　某大臣はよくＮＰＭ、ＮＰＭとおっしゃっ

ています。私は1997年に、半年間イギリスに

いました。ブレア政権になった直後だったの

ですが、当時、悪名高きＣＣＴ（強制競争入

札）がなくなるということで、みんな万歳を

していました。今でいう市場化テストのよう

なものです。もちろんそういう危機感なりあ

る程度競争的な部分も必要なところもあるか

とは思いますが、日本はそれをいよいよやろ

うとしているのですから不思議です。アング

ロサクソン的なものが必ずしも日本になじむ

とは限りません。特に法体系のことを考える

と、大陸法系ですし、公務員制度を見ても、

イギリスは地方公務員法などない世界で、民

間企業とあまり変わりませんから、雇用の転

換も比較的簡単なわけです。導入に際しては、

文化や歴史、あるいは人事の面なども見なけ

ればいけないと思うのですが、どうも為政者

のかたは、時として、成功しているから日本

もそれでやるべきだという安直なところで決

められているような気がします。

　もちろん、ガバナンスや市民参画という言

葉もキーワードになっています。三鷹市には

例の400人の「市民プラン21会議」がありま

す。市長は、その代表になった清原さんです。

そこまで市民に任せるのは本当にいいことな

のかどうかということを指摘する向きもあり
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ます。特にイギリスの場合、行政はプロに任

せるべきところは任せます。それは見方を変

えれば、市民も忙しいわけですから、そんな

にやれるわけではありません。また、そうで

なければ、行政とは一体何のためにあるのだ

ろうということになってしまいます。もちろ

ん市民参画という言葉自体はいいのですが、

それがどこまでやるべきなのか、このあたり

は自分なりの答えが出ていないところです。

市民参画が絶対的で、すべてを頼るというの

も行政の責任放棄につながりかねないのでは

ないかと思っています。

４．振り出しに戻って

組織を手直しするのは何のためか？

　組織を手直しするのは何のため、だれのた

めなのか。トップのためなのか、職員のため

なのか、市民のためなのか。何はともあれ住

民サービスの向上、維持が眼目としてなけれ

ばいけないという感じがします。

　一方で、トップが替わるたびに組織が変わ

るというのは、幾つかの自治体で現実に見ら

れることです。確かにトップにとって使いや

すい組織を求めるという動きは分かるのです

が、現状の組織のどこに問題があるのか。か

りに組織をいじるのであれば、そういうこと

に対するトップの明確なメッセージや改革の

方向性をしっかり示さないと、なかなかうま

くいかないのではないかと思います。そのた

めには、組織改革に関して人事当局など担当

部局は首長や三役としっかり議論をしていく

必要があるのではないでしょうか。もちろん

上からの一方通行の指示はあるわけですが、

理論武装も必要ですし、問題意識を共有する

ことが大事なのではないかと思います。

改めて問われる行政の役割

　そういう中で改めて行政の役割が問われ、

地方分権、規制緩和、官から民へということ

ですが、今日も携帯のインターネットのニュ

ースを見ていたら、人口減少時代だから行政

を縮小する方向だということをある大臣が会

議で発言されていたようです。縮小というこ

とがどこまでを意味するかはよく検証しなけ

ればいけませんが、確実に言えることは、行

政に対する不信感が増しているということで

す。あまり特定の自治体がこうだと言っては

いけませんが、最近では大阪市の問題が少な

からず影響しているのではないかと思います。

給与制度に手をつけ、いかにしてインセンテ

ィブを与えつつ、モラルの低下を最小限に留

めるか

　そういう中で、給与制度はかなり変わって

いかざるをえないかと思います。実際に５％

下げるわけですから、インセンティブを与え

なければいけないということと、モラルの低

下を最小限にとどめることが必要です。ただ、

皆さんがたの地域は得でしょうが、新潟のよ

うに下がったままのところは本当につらいと

ころです。公務員制度改革大綱も言っていま

すが、現実に民間企業も普通昇級の見直しも

している中で、今までどおりの給与制度では

済まないでしょう。イギリスがいいとは言い

ませんが、日本のように自動的に５級、６級、

７級、８級と上がっていく制度ではないのは

事実です。それなりの能力を実証した人が課

長になり、部長になるという世界です。評価

をどうするかは難しいのですが、何らかの制

度改正は必要になってくると思っています。
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隣は何をする人ぞ？

　これはフラット化、グループ制の話です。

行政学で言われている、大部屋主義というも

のです。それが本当にだめなのかというと、

欧米のようにあまり個室主義だと、休暇を取

られてしまうとその仕事は２～３週間止まっ

てしまうわけですから、私はそれなりにいい

ところもあるのではないかという感じもしま

す。やはり、お互いがバックアップできるや

り方が必要です。ただ、そうすると個人の評

価や業務の評価はなかなか難しくなるのは事

実です。

メンタルヘルスの重要性

　国もそうですし、自治体でも自殺まではい

かなくても、メンタリティの問題で長期間休

まれているというかたもけっこういらっしゃ

います。ストレスを減らす、気分転換を図る

のは、なかなか難しいです。最近では大学生

でもいます。頑張らないことが大事だといわ

れますが、この辺も配慮しなければいけない

ことです。あれもこれもと、なかなか大変で

す。

リダンダンシーとしての中間管理職

　本当に中間管理職というのは無駄なのでし

ょうか。課長補佐というのはある意味では課

長見習いですから、課長補佐で終わってはい

けないのです。課長補佐で退職というのはど

うかと思いますが、課長になるための準備が

本当に無駄なのでしょうか。団塊の世代対策

でいろいろあるわけですが、フラット化等で

そういう職をなくしていくというのは、どう

なのかというところがあります。

仕事のやり方そのものも見直す

　グループ、マネージャー、リーダー、チー

ムなど、いろいろなカタカナ言葉が出てきま

す。内部的にはともかく、市民向け、県民向

けということを考えると、あまり横文字を使

うのはどうかと思います。課の名前も含めて、

「・」で結んだりすることが最近けっこうあ

りますが、この辺も考える必要がある気がし

ます。

　組織改革で大事なのは、仕事のやり方その

ものを見直すことです。それがなければ、結

局、その後につながっていくのは改革疲れ、

評価疲れだと思います。例えば、国や県も含

めて自治体にフィードバックがない調査がい

ろいろあると思います。あの回答だけでもけ

っこう大変だと思いますが、結果等のフィー

ドバックがないものは、回答は拒否してもい

いのではないかと私は言ってます。市役所や

町や村で、組織の内部でのいろいろなやりと

りの書類はあるわけです。そういうものも減

らしていかないと、人数がこれだけ少なくな

っている中で仕事をしなければいけないわけ

です。その辺の工夫も必要かと思います。で

すから、内部的なやりとりに必要以上に時間

やお金をかけないことが大事です。本当はそ

のためのＩＴだと思います。

議論なき組織、風通しの悪い組織はだめになる？

　私がいたときの香川県は、比較的そういう

ところはありませんでした。自画自賛になっ

てしまいますが、私が香川県の企画調整課長

をやっていて、唯一香川県に貢献できたので

はないかと思っているのは、関西空港に香川

県から船を出させないということを実現した

ことです。どういうことかというと、前任者

までは、香川県から高速艇で関西空港にアク
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セスしようという調査をやっていて、そうい

う方向になったようです。ただ、課の若い人

の中でも、「うまくいくのかな」と言う人も

いました。では、もう一度再検討してみよう

ということで、そもそも関西空港を使うのは

海外に行くときですから、海外に行くのに船

に乗るというのはなかなかしんどい話です。

しかも、高松から船だと１時間では行けませ

ん。そんなに長い時間をかけて行くでしょう

か。しかも、そのためには県は相当お金を使

わなければいけません。

　では、県がお金を使わないでやれることは

何か。飛行機だろうというわけです。そのと

きには関西空港への直行便の飛行機は最初か

らあきらめましたが、でも、飛行機だったら、

旧運輸省や航空会社に話をするのに多少の経

費はかかるかもしれませんが、ハードを造る

よりははるかに安いのです。そういう議論を

して、結局、航空会社に話をしたら、一応実

現はしました。ただ、２～３年前に廃止にな

ってしまいました。実際に船を出した徳島、

神戸も今はなく、残っているのは淡路島から

の１本だけだと思います。

　そのときに部下や上司が意見を言える組織

はいいと思ったのですが、時として仕事ので

きる上司が必ずしもリーダーとしていいわけ

ではありません。部下にも完ぺきなものを求

め、時として部下をつぶしてしまうからです。

部下が出社拒否になってしまうということも

けっこうありますので、そういうところも考

えなければいけないと思います。

ポスト団塊の世代対策、匠の継承？

　これは、行政組織でもあるのではないかと

いう気がしています。最近、実はＪＲ東日本

で痛感しています。匠ということではありま

せんが、切符などだめですね。私は割とＪＲ

に乗るので、ある程度切符の割引についても

知っているのですが、よく間違えられます。

先日も、新幹線と特急だと、同時に乗れば特

急は割引になります。それをこちらが言った

にもかかわらず割引になっていなくて、再発

行してもらいました。さらに、在来線の寝台

は、上と下では料金が違う場合があるのです

が、担当者はどうして料金が違うのだろうと

分かっていませんでした。国鉄時代だけでは

ありませんが、ある程度前ならたいていの職

員は、知っていたはずです。今はシステム化

は進んでいるのですが、切符の計算をするに

も逆に時間がものすごくかかることがありま

す。これはある意味では技術的な匠の継承な

のではないかという気もします。ＪＲは特殊

な分野かもしれませんが、行政にもそういう

ところが必要なのではないでしょうか。恐ら

く団塊の世代がいなくなったときに、そうい

うものが抜け落ちてしまうかもしれません。

その辺の対策もとる必要があると思います。

成果主義ＶＳ年功序列主義？

　民間企業はうまくいっているのでしょうか。

実は、ある資料で、「当社が民間企業を対象

に最近行ったアンケートによれば84％の企業

が成果主義を導入している」と書いてありま

す。確かに、回答した人の中の84％はそうで

すが、回収率は十数％と低いのです。人事関

係で17％です。それでは回答しなかった83％

は本当にそうなのかというと、かなり疑問符

がつきますから、回収率を見たうえで言わな

ければいけないと思っています。民間企業で

も必ずしも成果主義のところばかりではあり

ません。この辺も、公務員制度改革の中で考

えなければいけないところです。
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自己研鑽が報われる組織に

　あるとき、私が研修に伺ったある市の人事

課長に、「研修なんか役に立たないんだよ。

ＯＪＴがすべてだよ」と言われました。確か

にＯＪＴも大事ですが、研修の中で学ぶこと

もあるのではないかという気はしています。

もちろん組織のことや組織の業務は、組織の

中にいる人間にしか分からないことも多いで

しょうが、武者修行でほかのものを見る中で、

自分の姿がある程度相対的に見えてきます。

その中で課題なども見えてくるのではないで

しょうか。やはり人は鏡を見て自分の格好を

見ることも大事ですから、ＯＪＴだけではな

いのではないかという気はします。

　先週の金曜日にも、道州制の話をするよう

頼まれて、香川県に行きました。道州制にな

るかどうか分かりませんが、少なくとも市町

村は必ず残るわけで、ますます市町村の役割

は重要性を増していくわけですが、それは同

時にいろいろな意味で批判にさらされる部分

もあるということです。それを見据えて組織

の在り方などを考えるときに、もちろん三重

県がどうか、多治見市がどうか、岐阜県がど

うかということも参考になると思いますが、

やはり最後は自分の組織の中でそれをどう当

てはめていくのか、自分の組織の風土を考え

たうえで、どうやっていったほうがいいのか

を考えていくしかないのです。要は、その組

織、組織にしか処方せんはなく、そっくりそ

のままの猿まねだけでは、成功しないと思い

ます。時としてそういうことをやって、それ

であつれきを起こしている自治体を見るにつ

け、どこどこでこうだからと単純にやること

だけはしてほしくないと感じています。

　もちろん皆さんがたは、いろいろなことを

考慮したうえで組織改革に取り組まれていく

と思います。また、世間で評価されているも

のの中には、時には違った見方、違った評価

があるのも事実です。そういうことも聞いて

いただきながら、それぞれの自治体にふさわ

しい組織の在り方を考えていただければと思

います。

　話があちこち飛びましたが、話題提供をさ

せていただいたということでご容赦ください。
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第２回講座

平成１７年８月５日実施

テーマ：「京都市の市政改革」

講　師：林　　建志（京都市総務局総務部行政改革課長）
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京都市の市政改革

 京都市総務局総務部行政改革課長　　　

 林　　　建　志　　

あ ら ま し

　ただいまご紹介にあずかりました、京都市

役所の行政改革課長をしております、林でご

ざいます。よろしくお願いします。今日は光

栄にも「京都市の市政改革」についてお話を

させていただくのですが、京都市が先進自治

体と言われると、果たしてそうなのかなとい

う気がしています。各都市でそれぞれいろい

ろな工夫をして特色のある改革をされていま

すので、逆に失礼なようにも思います。京都

市では平成８年２月に今の桝本市長が就任し

て以来、間断なく市政改革を行っております。

　市政改革というと、市長交替などを契機に、

斬新な取組が行われて，急に改革先進地とし

て喧伝されることが多いような気がします。

しかし、今求められるの改革は急にやって急

に変わるものではなく、人や組織というもの

は、できるだけ時間をかけながら、徐々にう

まく適合させて変えていくほうが本当はいい

のではないかと思っています。そういう意味

では、桝本市長就任以来、別に市長だけが偉

かったわけではなく、もちろん私が偉かった

わけではなく、職員みんなが継続してこの10

年間改革してきた結果として、いろいろなこ

とができてきたと思っています。

　京都市では平成９年度に行政改革課ができ

まして、私はそこに行政改革係長として就任

し、今年で９年めになります。その中で課長

補佐になり、行政改革課長に昇任して、３年

めを迎えています。それが非常に珍しいのか

どうか分かりませんが、最近よく話をさせて

いただく機会を頂いております。今日は田尾

先生からぜひということでお話を頂きました

ので、二つ返事でオーケーさせていただきま

した。

　ただ、あとから困ったのが、本連続講座の

基本テーマは「人と組織の問題に焦点をあて、

職員の能力とやる気を引き出すにはどうすれ

ばよいのか、活力ある組織づくりにどう取り

組めばよいのか」ということです。お話があ

ったときに、私はあまりちゃんと見ていなか

ったのでよく知らなかったのですが、このテ

ーマについて私の感想を言いますと、最も重

要なテーマではありますが、人と組織を活性

化させるということは永遠のテーマで、これ

といった決め手や処方せんはないのではない

かと言うことです。とりとめのない話になっ

て、皆さんのためになるようなことなど言え

るのだろうかと、少し不安になっています。

　そこで、とにかく、たくさんの資料を作ら

せていただきました。できるだけ材料は用意

させていただき、あとから田尾先生にそれを

料理していただこうと考えていますが（笑）、

これまでの京都市の市政改革を縦糸に、その

時々に私なりに思っている、人と組織の活性

化という視点を横糸にしながら、皆さんと一
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緒に考えさせていただきたいと思います。

Ⅰ　京都市と私の自己紹介

問題１

　少人数での講座なので、クイズを５問用意

させていただきました。

　初めはウォーミングアップという意味で、

京都市の紹介です。今回、静岡市が政令市に

なられて、堺市が来年15市めになられるとい

うことですが、政令市の中で、京都市の面積

は真ん中より下、つまり狭いと思われるかた

は手を挙げてください。

数字でみる京都市の現状

　答え、京都市は827平方キロメートルで、

静岡、札幌に次いで３番めに大きい都市です。

なぜかというと、この４月に京北町と合併し

たからです。京北町は人口は少ないのですが、

大阪市と同じくらいの面積があります。その

おかげで、なんと３位の面積になりました。

93％が森林になったということで、都市政策

としてもまたいろいろとやり方を考えていか

なければならないという状況です。人口は約

147万人です。

　京都市の現状を、右肩上がりのころの昭和

45（1970）年と比べてみましょう。我が国の

実質経済成長率は昭和45年で10.3％だったの

が、平成14年度で0.1％と、低成長時代に入

っています。合計特殊出生率は昭和45年の

1.89から1.14（全国は1.29）、逆に、65歳以

上の人口の割合は7.5％から19.2％（全国は

19.0％）ということで、京都市は全国よりも

さらに少子高齢化が進んでいる都市です。で

すから、ある意味で先進的な改革をしなけれ

ばならないという、背中を押されている状況

にあるといえるのではないかと思います。

数字でみる京都市役所の現状

　では、京都市役所はどういう状況でしょう

か。市民1,000人当たりの職員数と、ラスパ

イレス指数を他の政令指定都市と比較してみ

ると、平成14年のラスパイレス指数は100を

切りかけていて、政令市では最下位です。

　ただ、職員数はけっこう多い方です。大阪

市や川崎市も多く、横浜市は逆にちょっと少

ないのですが、これは技能労務職員の割合が

高いのが一因です。大都市の形成過程で、古

い時代からどんどん労働力を行政に取り込ん

できたという経緯があり、こうしたことも念

頭において改革を考えていく必要があるとい

うのも京都市の状況の一つと言えます。

　では、インカムのほうはどうでしょうか。

京都市役所の市税収入はどんどん上がり、平

成９年度にピークの2,700億円となりました。

16年度は予算ベースで2,300億円と、ほぼ平

成元年と同じ水準まで下がり、ピーク時から

は410億円もの減収となっています。

　予算額は平成17年度で一般会計が6,900億

円ほどで、財政力指数が0.667、起債制限比

率が13.4％、16年度は先日決算が公表されま

したけれども、４年連続赤字と初めての連続

記録となり、大変な状況になっています。要

するに、客観的に見ますと京都市財政は火の

車であり、まだまだ大変な状況が続いていま

す。

　これまでの10年間よりもこれからの10年間

が大変な時代ではないかと思います。なぜか

といいますと、皆さんご存じのとおり、中位

推計で来年18年から人口減少時代に突入しま

す。京都市はすでに減少していますけれども、

さらに急激な減少時代を迎えることになりま

す。さらに19年度ごろから団塊の世代の大量

退職があり、いろいろな意味で大きく変化し
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ます。全体のパイが縮む中で、都市間競争、

人口の取り合いということもあるでしょうし、

サービスの競い合いをしなければならない。

そのための原動力になるのが改革であり、あ

るいは今日のテーマで言うと人なり組織なり

という話なのではないかと思っています。

Ⅱ　京都市の市政改革の沿革

市政改革の経過

　次に、京都市はこれまでどういう改革をし

てきたのか、経過をまとめてみました。

　昭和30年、戦後間もないころですけれども、

国の主な動きとして、地方財政再建特別措置

法が置かれています。各自治体とも非常に火

の車の状態で、京都市も昭和31年から６年間、

財政再建団体に陥っていました。その後、オ

イルショックなど、いろいろな時代背景の下

で行政改革が行われてきています。

　京都市では、戦後の第１次改革が昭和40年

に行われています。第２次は49年、第３次は

57年と、このころは飛び飛びで改革が行われ

ています。なぜかといいますと、いわゆる普

通の経済循環の中で、経済状況が悪くなった

ら少し肥大化してついてきたぜい肉を落とし

ていくというような、どちらかというと組織

や人を減らしたり、シーリングで予算を減ら

したりという、従来型の改革が行われていた

のだと思います。

　ただ、そのあとバブル期を挟みまして、平

成６年の第５次行革からは、ずっと間断なく

改革を進めてきています。これが実は、先ほ

ど来申しています、昔とは違った形の構造改

革、いわゆるシステム改革の時代に入ってき

たということです。だからこそ、その時々で

インパクトのあるやり方よりも、むしろ仕組

み、システムを変えていって、うまくそれを

定着させていくような改革が必要なのだろう

と思っているわけです。

　ちなみに田尾先生とのかかわりは、第５次

行革の際の平成６年10年に設置された京都市

市政改革懇談会から始まっています。このと

きは村松岐夫先生が座長で、その後２代目の

座長に田尾先生になっていただきました。現

在は、３代目の同志社大学の新川先生にバト

ンタッチをしていただきましたが、そのころ

から大変お世話になっています。

　平成９年から10年にかけて、田尾先生を部

会長として何人かの学識者に入っていただき、

我々係長級と勉強会的なものをしながら、こ

れからの行革の進め方、特に市民と行政の役

割分担と協働のあり方について徹底的に議論

をしました。その成果を提言としてまとめて

いただいたのが、平成10年７月の市政改革懇

談会・第１次提言と、平成11年９月の市政改

革懇談会・第２次提言です。

　現在は、第８次行革に入っています。昨年

の４月には新京都市経営戦略や区政改革に向

けた今後の取組、７月には京都市市政改革実

行プラン、財政健全化プランなどを策定して、

新しい改革に挑戦しているところです。

問題２

　先ほど申しましたように、平成９年４月に

行政改革課が新設されまして、私が行政改革

係長として配属されたのですが、そのとき私

は次のうちどれを思ったでしょうか。① 財

政を立て直すために、まず人員削減をやらな

ければならない。② 当分、景気回復はしな

いでほしい。③ 辞表を出そう。

　実は、正解は②です。幾らなんでも辞表を

出そうとは私も思わなかったのですが、けっ

こうそのころは純粋に時間が要ると思ったの
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です。

なぜ、市政改革が必要か？

　なぜ今、市政改革が必要なのかということ

をもう一度考えてみたいと思います。今後経

済の右肩上がりは期待できない。他方で少子

高齢化が進み、公共サービスへのニーズがど

んどん高まっていきます。これは、どこの自

治体の改革大綱なり計画を読んでも必ず出て

くる文句で、当たり前ですが、非常に大きな

話です。

　それをどう解消したらいいかというと、二

者択一の答えなのかもしれません。一つは増

税など負担の上昇。つまり高福祉で高負担と

いうやり方にする。もしくは、低負担でサー

ビスを削減（低福祉）するしかない。金が入

ってこなければ、その分サービスも低下せざ

るをえない。けれども、第三の道を選ぼうと

するのが今の改革で、経営革新による生産性

の向上によってサービスの質を落とさずに歳

出削減を実現することを目指そうと言うこと

です。吉野家のように、おいしい牛丼を作る

にも、徹底的に経費を削減して、しかも内部

管理費を効率化させてやっていくということ

で、最近で言うとＮＰＭ的な改革ということ

になるのでしょうけれども、これを本気でよ

うやくやらざるをえなくなったというのが現

在の状況だと言えると思います。

　したがって、さっきの問題で言いますと、

僕は直感的にそう思っただけなのですが、そ

のときに景気が３年程度で戻ってしまうと、

恐らく仕組みを替える時間が足りないだろう

という気がしたのです。先ほど平成９年度に

行政改革課ができたと言いましたが、実はそ

の平成９年が市税収入のピークでした。だか

ら、庁内的にも、あまりまだ危機感があるよ

うでなかったような気がします。民間よりも

不況の影響は行政には遅れて来ますので、行

政改革課は何するものぞということで、少し

冷ややかな目で見られていました。そういう

意味からも、構造改革には時間がかかるだろ

うと。当然、ニワトリか卵か、どちらが先な

のか分からないけれども、職員の意識改革も

相当時間をかけながらうまくやっていかない

と変わらないだろうと直感的に思いまして、

それだったらもう少し景気が回復しないで、

改革の時間が欲しいと思いました。ただし、

今は心底から早く回復してほしいと思ってい

ます。

市政改革の取組概要

　これまで、平成７年度から４つの改革の計

画なり大綱を策定して進めてきています。パ

フォーマンスがどう上がったとか人の意識が

どう変わったかというようなことはなかなか

表しにくく、マスコミにも取り上げていただ

きにくいので、どうしても財政効果や人員削

減の数字のような形で表さざるをえませんが、

もちろん目的ではありませんが、これも一つ

の結果であるととらえていただければいいと

思います。

　京都市では、この４回の計画の中で、事務

事業の見直し等で約1,170億円の財政効果額

を上げてきています。また、職員数は平成７

～12年度で1,246人、市政改革大綱による13

～15年度では1,100人、それから現在の市政

改革実行プラン（５か年計画）は目標1,000

人としていますが、既にこの２年間で386人

削減し、合計2,732人（約14.1％）の減員とな

っています。かなりの削減が進んでいます。

　ここでちょっと注目していただきたいのが、

後ほど少し説明しますけれども、事務事業の
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見直し等による経費節減です。最近２年間で

160億円の削減と、それ以前と比べて削減額

が非常に大きくなっています。ちょっと覚え

ておいていただければと思います。この他、

早くに財政非常事態宣言を出しまして、全職

員の給与カットなどの緊急対策も行ってきま

した。

　総論的な話が続いたので、少しその中身を

お話ししますと、平成10～12年度の市政改革

行動計画では理念を「行財政改革全般にわた

る改革」とし、分権型社会に対応できる市政

運営と、京都市の基本計画の実施計画にあた

る「もっと元気に・京都アクションプラン」

の確実な実施を目的としました。基本方針は、

ちょっと面白いのですが、市民と行政の役割

分担と協働のあり方の理論化・具体化をやっ

て改革を進めようということです。まず徹底

的に行政は何をしなければいけないのか、市

民とどういうふうに協働できるのかをきちん

と考え直そうということが、この改革のポイ

ントです。ここで先ほど言いました田尾部会

が設けられて、係長みんなが大学のスクーリ

ングのような感じで議論しながら検討を行い

ました。改革の進め方は、行財政の効率化

（シェイプアップ）、庁内活性化（パワーア

ップ）、市民参加の推進（パートナーシッ

プ）の３本柱としています。

　この行動計画を策定するときに、ほかの政

令指定都市を調べてみたところ、当時として

は、行政改革と市民参加を同じ土俵でとらえ

ているものはあまりありませんでした。そう

いう意味でも、これを作るときに内部でもか

なり議論がありました。行財政の効率化以外

は，庁内活性化について「うーん、そうだな、

まあ必要だな」という感じで、市民参加の推

進（パートナーシップ）となると、あまり応

援者がいない状況でした。しかし、最後は市

長が「これは三つ巴でやる必要がある」と判

断され、この３本柱で改革を進めるのが京都

市の特徴として生まれてきました。

　その次の市政改革大綱は、12年度から始ま

りました。理念として、「補完性の原理に基

づく市民と行政の役割分担の改革」と、「Ｎ

ＰＭ理論に基づく行政経営システムの改革」

を掲げることになります。この補完性の原理

が、田尾部会で「これからの行政の守備範囲

を考えるうえでの理念としてください」と懇

談会の提言で明確にされたものです。最近、

分権改革など、国でも補完性の原理という言

葉が使われるようになってきましたが、私の

知る限りでは、このころほかではあまり聞か

れない、使われていなかった言葉を田尾部会

から頂いて、使うようになりました。

　ＮＰＭ理論だけを理念にするのは問題があ

るように思いました。なぜかというと、行政

のコアコンピタンス、要は行政がきちっと何

をしなければいけないのかをはっきりさせな

いうちに、ＮＰＭ的に民間にアウトソーシン

グしていくというようなことは、やはり理屈

ではありえないのです。ですから、社会構造

改革と内部改革はセットにすべきだというこ

とで、理念が２つ置かれました。

　目的は、当たり前のことなのですが、「高

品質で満足度の高い市民サービスを安定的に

提供すること」としました。毒舌的に言いま

すと、例えば行政評価システムなどの導入目

的に「職員の意識改革」といった言葉がいち

ばん初めによく書かれていますが、職員の意

識改革を目的にするなんてことはありえない

と思います。もちろん意識改革は絶対に大事

です。しかし意識改革をした結果、何をした

いということが目的であって、意識改革はそ
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の手段であるということをきちんと押さえな

がらやらなかったら、市民のかたに「職員の

意識改革に税金を使うな」と言われるのが落

ちではないかと思います。

　基本テーマとしては、「21世紀にふさわし

い自治体運営」と「財政健全化」を両建てに

しました。健全な財政と、それに裏打ちされ

た、21世紀にふさわしい新たな行政スタイル

を作るということです。目標は、５つの市役

所づくりとし、その４番めには今回のテーマ

である「職員の意欲と能力が最大限市民のた

めに発揮される市役所づくり」ということも

掲げました。意欲と能力は市民のために発揮

されていなければならないということが含意

されています。

　この大綱は平成12年度からの５か年計画と

していたのですが、職員削減等も予定以上に

進み（目標1,000人 に対し，４年で1,100人

減）、事務事業の見直し等の142項目の具体

的な取組項目もそのほとんどできてしまった

ので、１年前倒しで終了させて、新たに市政

改革実行プランに作り直しました。

　この大綱の期間中に行政評価システムなど、

構造改革的な手段、仕組みがほぼでき上がり

つつあったので、今回は市政改革と財政健全

化を分けて２つの計画が同時に策定されまし

た。総務局を中心とする行革サイドは市政改

革実行プラン、理財局を中心とする財政サイ

ドは財政健全化プランということで、お互い

に連携をとりながら別のものとして作るよう

にしました。

　市政改革実行プランは、理念はそのまま引

き継がれまして、目的もほぼ同じですが、目

標を「時代の変化に適合した制度、仕組みや

方針、方策等を構築するため、改革が常に追

求、実践、継続され、京都市役所の隅々まで

改革の気風がみなぎるようにすること（「改

革の追求！　実践！　継続！」）」としました。

財政の健全化という金の部分を切り離し、組

織・人の活性化にかなりターゲットを絞った

目標を掲げて、今、改革が進められています。

ちなみに財政健全化のほうは、17年度から20

年度までの財源不足への確実な対応を目標と

しています。1,645億円の財源不足が見込ま

れていますが、平成21年度予算を特別の財源

に依存することなく編成するべく計画的に取

組を進めています。

Ⅲ　具体的な取組

経営（改革）者は誰か？

　ここでちょっと聞いてみたいのですが、そ

れぞれの自治体で、改革や改善運動への意識

（モチベーション）、もっと言えば仕事を進

めるうえでやる気がいちばん強そうな層はど

こだと思われますか。１番めをトップ（市長

や町長）、２番めを部局長、３番めをミドル

マネジャー（課長）、４番めを係長、５番め

を係員と５層に分けたときに、いちばんやる

気を持って仕事をしている層はどこだと思い

ますか。ここだと思うところで手を挙げてく

ださい。やはり鮮やかに分かれますね。そう

いうことなのです。それぞれの自治体でかな

り違うのです。たしか行政学ではいちばんモ

チベーションが高いのはミドルの課長級だと

教えられたように思うのですが、それぞれの

自治体で違うので、その強み・弱みの部分を

踏まえたうえで、どこにターゲットを当てる

のか、その層に応じた改革のツールなりモチ

ベーションを上げる仕組みなりをうまくぶつ

けていかなければならないのではないかと思

っています。

　上山信一さんの図に、京都市の改革はどう
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いう層にターゲットを置いて、この10年間、

制度なり仕組みが作られてきたのかというこ

とを当てはめてみました。シェイプアップ

（行財政の効率化）、パワーアップ（庁内の

活性化）、パートナーシップ（市民参加、Ｐ

ＰＰなど）で、各層に対応する形で何を作っ

てきたのかということです。これを一つずつ

全部お話しすると非常に時間がかかりますの

で、後で幾つか具体例をお示ししながらお話

ししますが、要するに何が言いたいかという

と、各責任に応じて、処方せんの描き方はだ

いぶ違うだろうということです。恐らくどの

層にもいろいろな仕組みを取り入れていかな

いと組織も人も活性化しないと思いますけれ

ども、今いちばんモチベーションが高いと思

っている以外のところ、いちばん弱いと思っ

ているところをターゲットにしていくと、い

ちばん即効性があるように思います。

　京都市はいろいろなことをやってきました

が、いちばん上に新京都市都市経営戦略を作

って、その下に３つのプラン（基本計画第２

次推進プラン，市政改革実行プラン，財政健

全化プラン）を作ったり、行政評価システム

という仕組み、あるいは情報公開や市民参加

推進条例、市民参加推進計画が作られたりし

ました。首長のためにはこういった戦略や全

体的なプラン、それから内部マネジメントを

するための人材活性化基本方針や、これはあ

まり他都市にはないと思いますが組織改革基

本方針などが作られました。局部長、課長ま

でのミドルについては、局区運営方針の策定

を17年度から行っています。また、最先端の

現場のかたにはやる気を持って仕事をやって

いただくきっかけづくりとして、ご覧のよう

にいろいろな仕組みを取り入れています。

　我々改革スタッフはそれぞれの層に応じた

処方せんを考えて提案していくことがいちば

ん重要なことであると思っています。

新京都市都市経営戦略

　幾つかのアイテムについて話をさせていた

だきます。今、京都市のいちばん大きな基本

方針となっていますのは新京都市都市経営戦

略です。16年４月に策定されました。これは

今の桝本市長が16年２月に再選され３期めの

スタートを機に、企画部門、財政部門、総務

部門の３局が一層連携してやろうとシェイク

ハンドした、一つの歴史的な事柄とも言えま

す。それだけみんなが危機感なり改革の必要

性をこれまで以上に感じ始めた結果と言えな

くもないと思っています。

　この都市経営戦略は、経営感覚とスピード

感のある市政運営の実現を目指して、一つに、

都市経営の視点に立った政策推進、市政改革、

財政健全化の一体的かつ戦略的な推進、もう

一つがトップマネジメントの強化と組織内分

権の推進ということで、これが本日のテーマ

に近いと思うのですけれども、トップのマネ

ジメント機能を強化しながら、他方では庁内

の分権をしようということが明確に打ち出さ

れています。

　それを達成するための３つの取組として、

都市経営戦略会議を設置し、例えば政策のた

めには政策のための会議、市政改革には市政

改革の推進本部というようにそれぞればらば

らであったものが一本化されました。また、

市政改革なり財政健全化と、政策の推進のた

めの計画の策定を同時にやったということが

あります。それから３つめとして、局区のマ

ネジメント機能を強化するために、組織内分

権と「局区運営方針」を策定し、公表しよう

ということを新都市経営戦略でまとめました。
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○エピソード１　～シェイプアップ～

問題３

　ここから、行財政の効率化について幾つか

話をしていこうと思います。まず、問題です。

京都市では、改革の取組の一つとして、10年

間にわたって事務事業の見直しに取り組んで

きました。その見直しが、平成16年度以降は

それ以前に比べて飛躍的に進むようになって

います。先ほどちょっと見ていただきました

ように、飛躍的に事務事業の見直しが増加し

ました。それはなぜでしょう。① 都市経営

戦略会議で、市長から個別、具体的な見直し

の指示が行われるようになった。② 各局で

主体的に見直す仕組みができた。③ 職員の

意識改革が進んだ結果、現場から見直しの提

案が多く出されるようになった。さて、どれ

でしょう。

　今回はほとんどのかたが正解で、②です。

行政評価システムを活用した戦略的予算編成

システム

　皆さんのところで、常時首長が個々具体的

にこれを見直してこいと指示されるような都

市はありますか。どこも大体はどこかミドル

が案を作って上げていると思いますが、京都

市も大体そうでした。国もそうですが、集中

改革ヒアリングなどといって、原局と行革サ

イドがテーブルを挟んで「これは見直せませ

んか」とか「見直しの調書を出しなさい」と

いったやり方で、要は責める側と受ける側に

分かれて、受ける側は大変なので、何かでき

そうなものをちょこちょこと出してくるのが

大体世の常です。

　私はそれを何とか見直せないかとずっと思

っていました。財務や人事サイドが個々の事

務事業についてかなり精通しているのかとい

うと、実はそうではなく、やはり原課がいち

ばんいろいろな意味でよく知っています。そ

れを隠されてしまうと、ほんとうに必要な事

務事業の見直しなどできないのです。データ

すら手に入ってこない。それを何とかしよう

と、平成12年度ぐらいから地道にやってきた

のが、行政評価システムの１つである事務事

業評価という制度です。かなり試行しながら

やってきましたが、平成16年度予算から、つ

まり平成15年度の予算編成作業から完全に予

算と連動させる形で使えるようにして、行政

評価システムを活用した戦略的予算編成シス

テムが導入されました。これによって飛躍的

に見直しが進んだのです。シーリングによる

薄減らしではなく、結果としてびっくりする

ぐらいにあるべき見直し、スクラップ・アン

ド・ビルドが進みました。

　戦略的予算編成システムの概略は、市長と

ミドルの各局長と各現場、それぞれの役割分

担をはっきりさせるということです。市長は

資源配分に関する責任を負い、配分の効率性

を追求するために政策評価制度を使って重点

化政策を決め、それ以外については予算を枠

で配分します。枠配分されている都市は幾つ

かあると思いますけれども、京都市はその中

でもかなり大胆に大きな額をほとんど例外な

く枠で配分してしまい、のりしろをあまり残

さないやり方をしています。他方で、配分さ

れた額については、各局長が配分された資源

の効率的な執行に関する責任を持ち、各部課

で生産の効率性を追求するという意味で、約

1,300の事務事業があるのですが、すべてを

事務事業評価して、その結果を必ず予算と連

動させ、枠の中で絵を描いてもらうという仕

組みです。

　１年めは混乱もありましたが、現場を信じ
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て正解だったと思います。ある意味で局長の

パーソナリティにもよるのでしょうが、それ

以上に所管分野の関係だと思うのですが、局

によっていろいろな特色が出ました。かなり

大胆にスクラップ・アンド・ビルドをすると

ころもあれば、どちらかというとやはり薄減

らし的に絵を描いてくるところもありました

が、結果としてどこもきちっと、かなり厳し

い減額の枠の中で予算案が作成されました。

　私たちが目指してきたことは、誰かが得を

したり損をしたりするのではなく、主体的に

見直す仕組みを整備するということです。今

日は行革セクションのかたが何人もおられる

と思いますが、行革部門がなぜ嫌われたり嫌

がられたりするのかというと、やはり「自分

たちは何もしないくせに、やれ、やれと言う

ばかりじゃないか」ということです。私も本

当に心が痛んで、一時は鬼扱いをされていた

のですけれども、最近はどの部門とも仲がよ

くなってきました。こういう仕組みになって

いますので、彼らがやれと言われてやったの

ではなく、主体的にやった結果で、見直しも

各現場の責任者の責任でやるということで、

一人一人のモチベーションが高まってきてい

るように思っています。

行政評価システム

　行政評価システムをもう少し詳しく説明し

ておきたいと思います。昨年５月に関西社会

経済研究所がガバナンス評価ということで10

万以上の240～250都市のランクづけをされま

して、京都市は総合では18位だったのですが、

人事や財政など幾つかの部門の中で、行政評

価については１番の評価を頂きました。それ

はそれでうれしかったのですが、なぜかとよ

く分析してみると、２つの要因があったと思

います。まず一つは、今言いましたように、

やっただけであまり使われていない行政評価

システムではなく、きちっとマネジメントシ

ステムとして使っている、予算に活用してい

るということです。もう一つは徹底して透明

性を高めているということです。政令市でも

いちばん初めに第三者評価機関を設置してい

ますし、事務事業評価の結果は当然のことな

がら1,300すべてインターネット等で公開し

ています。予算編成作業の一部、全部と言っ

ても過言ではないかもしれませんが、誰もが

これはなぜこんなふうに決められたのかとい

う意思形成過程を皆さんに示している、アカ

ウンタビリティを果たしているシステムにな

っているという部分が大きかったのではない

かと思っています。

　京都市の場合、行政評価システムは政策や

施策を評価する政策評価と、個々の事務事業

の評価という２つに分けております。政策、

施策は抽象的で、例えば政策ですと、「美し

いまちを作る」ということです。それに対し

て施策はもう少しブレークダウンして、「個

性的で美しい景観の形成をする」というよう

に少し具体的になってきます。京都市では、

基本計画に沿って、政策が26、施策が106あ

ります。それぞれ客観的な指標を設けて、そ

の変化を見ます。それから、市民生活実感調

査ということで、市民のかた3,000人にアン

ケート調査をしています。例えば「最近空気

がおいしく感じられますか」というように、

ここでは実感がどんなふうに変化しているか

を見ます。そして、両方を複合的に見て、こ

の政策はどういう位置にあるのかというよう

な評価をします。その結果を受けて、来年度

はどういう分野にもう少し政策を重点化して

いこうと考える仕組みです。他方、事務事業
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につきましては、目標達成度や効率性などを

一つ一つ見ていきます。先ほどの「個性的で

美しい景観の形成」という施策に対しては、

例えば美観地区の規制誘導事務について、目

標が達成されているのか、効率的なのかとい

うことで、客観的に数値で表すことができる

仕組みにしています。

戦略的予算編成システム

　そして、その評価結果を受けまして、予算

総額を決めていきます。政策重点化枠は、財

政健全化プランで毎年40億円と決めています。

その分、毎年局配分枠は40億円ずつ減らして

いくこととしています。ちなみに今年度予算

では、政策重点化枠が40億円、局配分枠は

4,084億円です。局配分枠の中で義務費等分

とは例えば生活保護などの法定義務経費など

なかなか変えられない部分です。これが

3,444億円ですから、残り、局で自由に絵が

描ける局裁量分は640億円です。トータルで

4,124億円の内のたった640億円、この中でみ

んなが勝負していかなければいけないという

状況になっています。

事務事業の見直し結果

　そうやって徹底して事務事業の見直しをし

てきた結果が、15、16年度の財政効果額の大

幅な増加につながったのです。特に15年度は、

1,308件あった事務事業の中で、なんと三十

数％にあたる430件が何らかの見直しをされ

ました。一般に見直し計画で個々の事務事業

の見直しを掲げて取り組む場合，その年度と

次の年度で見直せる見通しがある程度たって

いるものが中心となって、何年もかかるよう

なことはあまり記載されにくい傾向にあるよ

うに思います。そういう意味では、こういう

仕組み、システムで、しかも毎年度事務事業

評価をするのですから、毎年度きちっとアカ

ウンタビリティを果たしている。そういうこ

とをしながら最終結実させるという仕組みが、

これからの新しいやり方ではないかと思って

います。

　今年度予算も、結果として352件の見直し

が行われました。効果額は56億円です。つま

り、前年度に比べて40億円が減額されている

中で56億円の財政効果ですから、少なくとも

16億円分はさらにスクラップして、新しいも

のにビルドされたという結果になります。

　見直し内容の例としては、市営葬儀事務所

の廃止があります。反対もありましたが、使

用頻度や運営に幾らかかっているというデー

タをきちっと事務事業評価で示したところ、

物件費は小さな数字なのですが、人件費を含

めたトータルコストで１件当たり幾らかかっ

ているかが明確にされる中で納得が得られま

した。この９月からは、どこの都市でも問題

になりがちな高齢者パスにつきましても、あ

る程度スムーズに所得に応じて一部お金を負

担していただくという見直しが行われる予定

です。

事務事業評価サポーター制度

　事務事業評価についてもう一つ話をさせて

いただきます。事務事業評価はみんな大変な

のです。各都市、ほぼどちらも入れておられ

ると思いますが、それこそやらされている意

識が現場に行けば行くほどあります。それを

何とかしたいと思って、今年度から事務事業

評価サポーター制度を導入しました。

　京都市には37の大学があります。その大学

のゼミのかたがたにそれぞれの得意分野を生

かしていただきながら、公募をした職員と一
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つのユニットを組んでいただき、ゼミの先生

をチームリーダーにして、それぞれ106の施

策のうちの１施策について、目標設定はこれ

でいいのかといった制度の運用面や事務事業

の見直しをこんなふうにしたらどうかという

提案などを検討していただくというチームを、

今年度から新たに発足させました。

　今年度は試行ですので２チームだけ、立命

館大学の乾先生のところで防災・防犯分野、

京都橘大学の増渕先生のところで文化財保護

分野についてやっていただくということで、

活動が行われています。来年度からは、定着

すれば５チームぐらいに広げていきたいと思

っています。第三者評価機関である事務事業

評価委員会にチームの活動成果を報告してい

ただき、その結果を第三者評価に反映してい

ただく、そして、その第三者評価を受けて京

都市も必要な見直しをしていくという仕組み

です。

　私はこれに大きなアンビシャスを持ってい

ます。１年単位で毎年度やっていきますが、

ゼミとしてはできれば任意でずっとかかわっ

ていただくようにしたいと思っています。そ

うすると、最終的に10年、20年たてば、京都

市のすべての施策に各大学のゼミが何らかの

形でかかわっていただいているという、いわ

ば究極の市民参加ができるのではないかと思

っています。これは現段階では大ぼらなので

すが、９年も行政改革をやっていると、５年

ぐらい前に言っていたことが５年後には難な

くできているということが多々ありますので、

ぜひご注目いただければと思っています。

　ちなみに今、庁内公募職員は各チーム６名

ずつ12名ですが、当然事務職だけではなく、

消防士や歴史研究員、あるいは建築技術職の

人たちも応募してきて活躍してくれています。

○エピソード２　～パワーアップ～

問題４

　京都市では、庁内活性化の取組として平成

８年度から５年間にわたり、「もっと元気に

京都市職員チャレンジ・プロジェクト」を推

進し、若手職員による延べ180のチームが業

務改善に取り組んできました。しかしながら、

平成13年度からは職員の任意のチームではな

く、職場単位での業務改善「プラス・アクシ

ョン21」という取組に発展解消しています。

その主な理由は何でしょう。

　職員チャレンジ・プロジェクトとは、桝本

市長が市長になって肝いりで始まった、若手

職員でいろいろな改革・改善にチャレンジし

てもらおうという取組です。実際に180のチ

ームが形成されて、例えば手作り応対研修ビ

デオを作るなど、いろいろな成果を出してく

れましたが、それを13年度からはあえて職場

単位に変えました。その理由は、①自発的な

取組になりきれなかった。②チーム活動に対

する支援や理解が不足していた。③人事異動

によってメンバーが入れ替わったり、１チー

ム１テーマのため、継続した取組になりにく

かった。

　正解は、①②③すべてです。平成８年度の

１年間は、各職場代表という形で職員のかた

40人に集まっていただいて、例えばクレーム

ゼロ運動などいろいろなことを検討していた

だき、チャレンジブックという形で様々な改

善提案をしていただきました。それをさらに

平成９年度からは全庁に広げようということ

で、最低１局で１チームを作って、若手によ

って改善してくださいという取組を４年間進

めました。その結果、180のチームができて

改善・改革運動をしていただいたのですが、

もともと60ぐらい毎年できていたのが、最後
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の12年度になると19チームにまでチーム結成

数が落ち込んでしまいました。その原因をい

ろいろ分析してみると、①②③のどれも出て

きたのです。

　つまり、自発でやってくださいと言いなが

ら、１局に必ず１チーム作るということは、

どうしてもトップダウン的になってしまい、

やらされている感が出てきていました。また、

若手職員は非常に柔軟でいい発想をしてくれ

て、いい活動をしてくれる場合が多いのです

が、ともすればそれを所属長などが理解して

おらず、せっかくの芽をつんでしまうという

ことが見られました。さらに、１チーム一つ

のテーマですから目標が達成されたり、人事

異動があったらそこで活動が終わってしまう

ということで、要は１年単位でしか物事がで

きず、よく言うＰＤＣＡが回らない状況でし

た。そういうことを分析して、プラス・アク

ション21という取組に発展解消したというこ

とです。

パワーアップの取組の類型

　私は庁内活性化というパワーアップは非常

に重要だと思って、私なりに表を作って考え

てみました。縦軸に職務なのか職務外なのか、

横軸に個人なのか集団なのかと４つの象限に

区分して、どういう施策や仕組みがあるのだ

ろうと考えたのです。

　ＯＪＴも含めた職員研修は、個人で仕事の

一貫としてやっていることです。職員提案は、

個人ですが職務を離れていろいろなアイデア

を出すことです。京都市では、昭和30年から

職員提案制度がありまして、本年度50周年を

迎えるのですが、これも行政改革課が所管し

ています。次に、集団になりますと、職務外

に市政研究会ということで、職務を離れて市

政全般に関するいろいろなテーマで研究する

活動グループが京都市には今12あります。こ

の研究会に京都市は一定の助成金を出してい

まして、これも行政改革課が所管しています。

しかし、職務で集団というところがどうもな

いということで、それに力を入れる必要があ

るだろうと考えました。

　そのいちばん初めの出だしがチャレンジ・

プロジェクトだったのですが、今申しました

ように幾つかの問題点が出てきましたので、

プラス・アクション21という取組で、まず全

職場での業務改善運動を行いました。最近よ

く知られているのでは福岡市のＤＮＡで、昨

日、515でしたか、職場でいろいろな改善活

動を始められると発表されていましたが、京

都市でも同じことをやっています。この他、

市民のかたにいちばん成果を実感していただ

きやすい重点取組として、「市民応対窓口サ

ービス向上・大運動」をやってみたり、後ほ

ど申しますが、本年度から「もったいないプ

ロジェクトチーム」を結成して活動するとい

ったことを仕掛けています。

プラス・アクション21

　プラス・アクション21についてもう少し説

明しますと、これもＮＰＭ改革の一つなのか

もしれませんが、民間企業の改革手法である

ＴＱＭ（トータル・クオリティ・マネジメン

ト）の手法を応用して、全職員が一丸となっ

て京都市役所の制度・仕組みや仕事のしかた

を改革・改善する取組の総称です。こういう

と分かったような分からないような話ですが、

要するに職場改善運動を職場ぐるみでやりま

しょうという話です。

　これは、職場の実情に応じて、所属長を中

心に職員全員が話し合いながら、できること
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から改善を行う取組で、ネーミングはプラス

思考で改革・改善の活動（アクション）を行

い、21世紀型自治体・京都市の創造を目指す

という思いが込められています。ここでミソ

なのは、「所属長を中心に」、もう一つは

「職員全員が話し合いながら」ということで

す。先ほどのチャレンジ・プロジェクトでは、

所属長がある意味無責任になってしまって、

何でも若い人にやらせてしまう可能性があり

ます。やはり責任ある人には責任あることを

やってもらうことが重要です。ただ、その人

が独断専行するのではなく、オフサイトミー

ティングのようなことをしながら、必ずきち

っとみんなが情報共有して腑に落ちるまで話

し合ってから、活動を進めることとしていま

す。

　また、平成13年度からは、まず実感を持っ

ていただくということと、市民にもすぐに成

果が還元できるようにということで、「市民

応対窓口サービス向上・大運動」というテー

マで、お仕着せではなく、パイロット職場を

３職場募集しました。なぜ３職場なのかとい

うと、３職場ぐらいならみんなでちゃんとウ

オッチングしてフォローできるだろうという

ことだったのですが、そうしたらちゃんと３

職場応募してくれました。面白いですね。本

当に絵を描いたわけでも何でもなくて、３職

場来ました。

　一つは、中京区役所です。これは区長の意

識はもちろんですが、当時の庶務係長（今は

人事の課長補佐）が私と一緒にスコラ・コン

サルタントの『なぜ会社は変われないのか』

を読みながら、こんなことをやってみたいな

という話をしていると、「おれが変えたるね

ん」と言い始めまして、応募してくれました。

　もう一つは、スポーツ振興室というところ

です。そこは運動場などの管理をするセクシ

ョンなのですが、現場の対応が良くないと議

会から指摘されていました。ですから、マイ

ナスからのスタートなのですけれども、その

改善をこれを契機にやるのだということで応

募されました。

　もう一つは、こどもみらい館という子育て

を支援する施設でした。ここはできて間もな

いのですが、非常に利用者から評判のいい施

設なのです。それがわざわざなぜ申し込んで

こられたのかといいますと、館長が満足程度

では満足しない、感動を与えるサービスまで

高めるのだというすごく熱い思いで、モデル

職場に応募してきました。

　３職場で自由に議論しながらいろいろなこ

とをやっていただいたのですが、共通して行

われたことは、顧客満足度のアンケートと職

場できちっと話し合うということでした。そ

の結果、自分たちが主体的にやるということ

でモチベーションが高まるということがだん

だんはっきりしてきました。そして、年度後

半にはモデル職場の取組をうまく庁内に知ら

せたところ、次の第２次募集では125の職場

が応募してくれまして、以後は全職場でやっ

ていこうという展開になっています。

全職場での業務改善運動

　その当時から使っている取組シートがあり

ます。これはまだ公開していません。なぜか

といいますと、いろいろな専門家のかたがた

と議論していると、こういうものを作らせる

と公務員は非常に上手だと言われるのです。

作文はうまい。けれども、本当にやっている

かどうかは分からない、特に外に出るとなる

とものすごくきれいなことを書くけれど、そ

れが本当かどうかは分からないということが
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あるので、当分は非公開でいきましょうとい

うことでした。ただ、これで４～５年回して

きましたので、そろそろ外に出してもいい時

期に来ているような気がします。加えまして、

本年度から局区運営方針もホームページで全

部公開するようになり、ボトムアップとトッ

プダウン、それぞれのミッションマネジメン

ト的なものが合致するようになってきました

ので、そろそろ次のステップを考える時期に

あると思っています。

　この取組を、今、約600職場でやっていま

す。確かに濃淡はあります。やっているのか

やっていないのか分からない職場もたくさん

あります。ただ、先だっても各局の庶務課長

に集まっていただき、自分の局の一押し事例

を発表していただいたのですが、特にクリー

ンセンターなどの現場ですごく面白い取組を

されているということがけっこう出てきてい

ます。そこでは所長の意気込みと職員とがう

まくコラボレーションしているのだろうと思

います。私はブラウン運動だと思っているの

ですが、一つの分子が動きだすと、周りがド

ーッと動きだして全体に伝わっていく、その

一つのきっかけになるのかなと思っています。

　私も当然、人にやれと言っておきながらで

きないといけませんので、一生懸命この取組

をしています。例えば、月１回は必ず１時間

ほど職場を空っぽにしてオフサイトミーティ

ングをしています。今では僕は書記に徹しま

して、あみだくじでテーマを設定する人と司

会者を決めています。この間も、「残業を減

らすにはどうしたらいいでしょう」とか「来

たばかりでなかなか仕事の段取りがよくなら

ないのですが、皆さんはどうしていますか」

という素朴なテーマでオフサイトミーティン

グをして、非常に楽しみながら改善策がたく

さん出てきました。

　昨年度は、いろいろな仕事を進める目標の

ほかに、超過勤務を減らす取組を徹底してや

りました。皆さんのところでも残業は非常に

多いと思いますが、私が課長に就任する前に

比べてトータルの残業時間を大幅に減らせた

ことを誇りに思っています。持ち帰り残業は

絶対だめ、隠れ残業も絶対だめということで、

たまに破るような人は徹底的に怒りながら、

こういう厳しいやり方をやっていってもいい

のかということもオフサイトミーティングで

議論しながらやってきて、ようやくみんなの

意識が変わってきました。やはりプロは時間

内にやるのが当たり前だ、今までは５時半以

降の時間も段取りの中に入っていたけれど、

それがないと考えたらこんなやり方になるだ

ろうといったことも議論でき、今のところう

まくいっていると思います。

市民応対窓口サービス評価制度

　そういう各課の業務改善運動をベースに、

それ以外にも市民応対窓口のサービス向上の

ために、平成14年度から隔年で来庁者アンケ

ートをしています。点数で一喜一憂する必要

はないのですが、質的なものも可視化する、

数値化して、その成果を自分たちで分析し、

ではどのように変えていけばいいのかという

材料にするためには有効だろうということで、

区役所など不特定多数の人が月100人以上来

られる職場において、応対のしかたや身だし

なみなどを５段階で来庁者のかたに評価して

いただいています。

　初回はある程度抵抗があったように聞いて

いますが、やってみればけっこうみんな励み

になったということで、これもよかったのか

なと思っています。ちなみに３が普通なので
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すが、普通ではだめだと言われまして、3.5

未満の職場についてはさらに業務改善案を出

してもらうこととしています。それだけでな

く、全職場がこの数字をもとに、さらに満点

を目指してどんなことができるのだろうとい

う取組をしていただいています。その中で、

小さな名札を大きな名札に変えるといった取

組も実施されました。

もったいないプロジェクト

　もう一つ、今年度は「もったいないプロジ

ェクトチーム」ということで、先ほどの事務

事業評価サポーター制度と同じように、職員

を今募集しています。マータイさんが言い始

めた「もったいない」という言葉を庁内的に

きちっと広げて、時間と資産、経費等の有効

活用を一層促進することを目的に、それぞれ

「もったいない」という観点から、もっと時

間を効率的にできないのか、もっと資産を有

効活用できないのか、あるいはもっと内部管

理経費を少なくできないのかといったことで

職員にたくさん知恵を出していただこうとい

うプロジェクトチームです。来週ぐらいに結

成する段取りになっています。

　20名ほど公募をして、今、31名応募があり

まして、せっかくですから全員にやってもら

おうと思っています。昨日、応募動機を読ん

でいたのですけれども、涙が出そうなぐらい

に熱意に溢れていて、やっぱり公務員も捨て

たものではないと思いました。こういうきっ

かけを与えられるのが我々の仕事です。彼ら

によって、またいろいろな取組が恐らくドラ

マチックに進められるのではないかと思って

います。

職員提案制度

　職員提案制度は、年間200件ぐらい応募が

あります。特に最近、アイデアだけではなく、

職場改善部門としてプラス・アクション21に

よる各所属の業務改善運動を顕彰しようとい

うことで、表彰しています。実は先ほどのチ

ャレンジ・プロジェクトのときに、チャレン

ジ・オリンピックをやろうと行革サイドから

提案したところ、私たちはそんな優劣をつけ

られたくないということで怒られて、やめた

経緯があります。そのときは、３分の１が反

対、３分の１はやはりちょっと褒められたい、

つまり賛成。残りの３分の１はどうでもいい

ということで、最終的にはそういう場も作り

たいと思っているのですが、今は自発的に応

募される職場のために職場改善部門を設けま

した。

○エピソード３　～パートナーシップ～

問題５

　最後の問題です。京都市では、市民参加の

推進を市政改革の重要な柱の一つとして位置

づけています。平成９年度には、４つの市民

参加モデル事業に取り組む「市民参加推進プ

ロジェクトチーム」のメンバーを、京都市と

しては初めて職員公募（40名程度）しました。

その公募の結果は？

　いろいろなプロジェクトをやっていますが、

初めて職員公募でやったのが、平成９年度の

「市民参加推進プロジェクトチーム」です。

このときに結果はどうだったかということで、

① 予想以上に応募があってビックリした。

② 予定人数とほぼ同じくらいの応募があっ

た。③ 応募者がほとんどなかったため、各

局に割り当てて何とかチームを編成した。

　皆さんの答えは①と③で両極端で分かれま
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したが、答えは①です。70人もの応募があり

ました。

市民参加関係施策の経緯

　市民参加推進プロジェクトチームは、

「夢・ロマン・京都シティ」などの４つの具

体的な市民参加推進事業を、お助けマンとい

うよりも主体的にやってくださいということ

で募集しました。それぞれ所管する所属があ

りますので、係長にリーダーになってもらっ

て、それ以外の人は募集しようということで

やったのです。恐らくそんなに来ないだろう

ということで、募集人員も１チーム５名～15

名程度とかなり幅を持たせて、５人ずつぐら

い来たらそこそこいいだろうと思っていたら、

70人来ました。

　市民参加については、やはりみんな怖いけ

れどちょっとやってみたいという気持ちをも

たれているのでしょうか。また、けっこう多

かったのが、交通や水道などの他任命権者の

かたです。あまり異動がないので、若い人な

どは市長部局の人たちと交流したいという思

いが強いのですね。なかなかやりたくてもや

れない人たち、フィールドを与えられにくい

人たちがたくさん応募してきてくださいまし

た。このあとは言わずもがなで、いまだに同

窓会が行われているぐらい、彼らのモチベー

ションも非常に上がり、大きな成果を挙げま

した。

　行革課から職員を初めて公募でやりたいと

提案したときは、人事サイドから反対される

だろうと思ったのですが、人事課長が「面白

い、やろう」ということで、その一言で決ま

りました。今、その人事課長は都市計画局長

をされていますが、先見の明をお持ちだった

と感謝してます。

　この市民参加事業も、京都市の行革の取組

とともに歩んできました。田尾先生にはここ

でも市民参加の懇談会の委員等にもなってい

ただきながら、いろいろ教えていただいてい

ます。そして、最終的に条例も作ることがで

きました。

京都市における民間活力導入の取組

　市政改革の中でパートナーシップを３つめ

の柱にしたのは、市民参加というものの、普

通の参加だけではなく、本当にもっと重要な

のは、これからの社会の中で新しい公共とい

いますか、行政が独占してきた公共サービス

を協働しながら作っていくという新しい形態

に変えなければならない。今はやりの言葉で

言えばＰＰＰ的な思想が本来のパートナーシ

ップではないかと考えています。

　平成10年７月に田尾先生のご尽力によって

頂戴した市政改革懇談会の「補完性の原理」

という考え方、あるいは「政策自治体化」と

いうことをキーワードにされた「市民と行政

の役割分担と協働のあり方」という提言を受

けて、平成12年度に事務事業評価の一つとし

て、目標達成度や効率性ではなくて、公民役

割分担を評価するシステムを作りました。け

っこうユニークと評されているのですが、こ

の中で実施主体の妥当性も評価するようにな

っています。できるだけ客観的にするために、

幾つかの設問にイエス・ノーで答えていくと、

自動的に４つのどこかの象限にプロットされ

て、その業務についての実施主体の妥当性を

検討する方向性も自動的に表示される仕組み

になっています。

　強調して言いたいのは、アウトソーシング

しようとするのは、コストを減らすためとい

うことも重要ですが、それだけではないとい
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うことです。地方自治体は、地方分権時代を

迎えて政策自治体化を図っていく必要がある

と思います。したがって、行政でしかできな

い専門的な部分、要は行政の得意技の部分、

政策形成、意思決定の一定範囲についてはコ

アコンピタンスとして考える。他方で、その

対極にある民間のほうがよりノウハウを持っ

ている経常的な業務については、どんどんア

ウトソーシングする。これは昔からやってき

ましたが、さらにこれからもっと力を入れて

進んでいかなければいけないのは、例えば行

政の専門性がありながらルーチンなもの、例

えば総務事務などのアウトソーシングだと思

っています。あるいは、一般にもノウハウが

あるシステム開発についてはアウトソーシン

グがだいぶ進んでいますが、予算・人事につ

いても一部専門家とコラボしながらやってい

かないといけないのではないかとも思ってい

ます。

　このほか、最近では指定管理者制度や

ＰＦＩといった手法が出てきていますので、

集大成として京都市としての「公民協働

（ＰＰＰ）の考え方」なども示しながら、各

局がＰＦＩや指定管理者制度の導入を進めて

も迷われないようにサポートしていくという

仕事をさせていただいています。

京都市外郭団体改革計画

　パートナーシップという意味では外郭団体

も一つの大きなパートナーですが、非常に厳

しい状況にあります。昨年７月に新しく外郭

団体改革計画を策定し、３つの数値目標を掲

げて統廃合や補助金の削減、派遣職員の削減

などを進めています。

　外郭団体も本当は必要なものが大半ですが、

取り巻く状況は大変厳しい。このため、経営

評価を平成12年度から着々と行い、業務や財

務、組織、人員、施設、その他の計画につい

て各団体できちっと数値目標を掲げた経営計

画を策定し、今年５月からはそれを一斉に公

開しています。これについても田尾先生に経

営改革の支援チームとしてご参加いただいて

います。こういう取組を進めながら、公の部

分が狭まり、指定管理者制度も入ってきた中

でどう外郭団体を見ていくのか、あるいは改

めていくのか。外郭団体についても今一つの

節目に来ているのではないかと思っています。

Ⅳ　まとめ

　とりとめのない話を90分以上にわたってさ

せていただきましたが、最後に私なりにまと

めをさせていただきます。本当に口幅ったい

ことばかりで恐縮だったのですが、９年間そ

れなりにやってきた中で思うことは、組織を

人の体に例えれば、財政（お金）が静脈流で、

人が動脈流だということです。ともすればす

ぐに財政のほう、お金を何とかしようという

ふうに注目が行きがちですが、もっと大事な

のは組織や人だと思っています。それをおざ

なりにして、お金の話ばかり考えてしまうと

動脈硬化を起こして、どうしようもないこと

になってしまいます。組織や人を動かすため

には、いろいろなことを漢方薬的にうまくや

っていかなければいけません。そうではなく、

薬を一気に飲んで動脈を活性化させようとし

たら、恐らく拒否反応を起こすのだろうと思

います。ですから、どうしても財政が非常に

逼迫しているのでそちらのほうに目がいきが

ちですが、その対応もきちっとやりながら、

長期的な目で、人・組織の活性化に向けた取

組をできるものから少しずつ、ターゲットも

見極めながらやっていくことが大事なのでは
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ないでしょうか。ただ、職員の意識改革を目

的化するのではなく、意識改革の結果、市民

のために何ができるのか、できたのかという

成果を測る必要があるということは、必ず押

さえるべきだと思います。

　目標の明確化は経営者層がきちっとやるべ

きことでありましょうし、あるいは目標管理

という意味で、それによって金銭などで差を

つけるのも一つの方法だとは思いますが、そ

れだけでは恐らく人間のモチベーションは上

がりません。それよりも、やはり現場レベル

で一人一人の気持ちを大切にし、やりがいを

感じていただくために、行革要員として我々

はどんな環境、仕組みづくりを整えていく必

要があるのか。どうしても今、某市の例など

を出されて税金泥棒とさえ言われ、みんな萎

縮して自分は公務員だとすら言えないような

状況になっています。けれども、本当はみん

な誇りを持って仕事をしたいと思っているの

です。この誇りを持つということ、認められ

るということ、我々からすると認めてあげる

ということが大切です。

　もっと大切なことは、職員研修なんかで

「あなたは仕事でうれし泣きしたことがあり

ますか」という話をするのですが、それが一

回できたら、恐らくその人はずっと一生改

革・改善をしながら仕事ができるようになる

のではないかと思います。私は以前一度だけ、

嵐山の公衆トイレづくりをまだワークショッ

プということがあまり知られていないときに

ゲリラ的に市民参加で進めて、自治会の会長

に「おまえには負けた」と握手してもらった

ときにぼろぼろ泣いたのですが、その経験が

一つの転機になったように思います。何が言

いたいかというと、そういう動機づけをして

あげるために私たちはいったい何ができるの

かということが、結局は我々が考えるべきこ

とだということです。もちろん、自治体ごと

で実情も違うでしょうし、ターゲットも違う

かもしれませんが、それを考えるうえでのヒ

ントにしていただければ幸いです。長時間に

わたってご清聴いただきまして、どうもあり

がとうございました。
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１．はじめに

　大阪市立大学が３年前に、創造都市研究科

を社会人のための大学院という形で作りまし

た。社会人も入れる大学院はあると思うので

すが、社会人しか入れない大学院は多分日本

で初めてです。どうして、社会人しか入れな

いかというと、学部から持ち上がりで大学院

という形が一般的に多いと思うのですが、社

会に一度出て問題意識を持った人たちが大学

院で勉強をするということ、大学院の使命は

社会にある問題を解決する、特に都市をテー

マに解決するということが目的だからです。

都市の問題に対して、うちの大学院は、アン

トレプレナーシップ、私がおります都市政策、

もう一つは情報という、三つの切り口で研究

する大学院です。

　ですから、都市公共政策のコースの学生さ

んは、皆さんと同じように地方自治体の職員

の方、ＮＰＯや、まちづくりや都市計画のコ

ンサルタントの方等で、最近増えたのは議員

さんです。下は27歳から上は65歳ぐらいまで

の年齢の学生さんで、修士論文に当たるもの

も書きます。また、課題研究といってプロジ

ェクト形式で半年間、指導教員のもと、リサ

ーチをしたりということも日々やっておりま

す。

　そのような大学院のコンセプトが面白くて

移ってきたのですが、私自身は、その前は、

今テレビの視聴率もけっこう高い「海猿」の

テーマになっている海上保安大学校で教えて

いました。もともとは海上保安庁の職員で、

海上保安大学校という幹部候補生学校に初の

女子学生として入学しました。海上保安庁の

場合は、幹部職員は巡視船艇での勤務と、霞

ヶ関での役人を交互にしながら全国転勤を繰

り返します。ですから、私も当初、大学の教

員になるつもりはなく、最初は海上保安庁の

幹部職員として船に乗り、「海猿」の世界を

指揮し、陸上に上がれば法令改正や予算要求、

政策立案をするという日々でした。

　今日私がお話しする内容と関連するかもし

れませんが、巡視船の船長や霞ヶ関勤務をし

ているときに、多分皆さんもそういう悩みに

直面したことがあると思いますが、その当時

は、見よう見まねで過去の人が作っている文

章や仕事を修正したり、予算要求ではある程

度額に合わせて積算するなどの仕事のやり方

をしていました。そして、そのような仕事の

やり方で本当にいいのだろうか、役所の自己

満足ではないか、というような疑問に突き当

たったのが30少し前です。

　ちょうど初の船長が終わったときでしたの

で、大学院に行こうと思い、政策研究大学院

大学に行き、２年間政策分析を勉強しました。

政策科学といわれている領域です。修士論文

も書いたのですが、そのときに、役所には分

自治体経営改革

～各地の動きをもとに～

 大阪市立大学大学院創造都市研究科助教授　　　

 永　田　潤　子　　
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析できるたくさんのデータや資料はあるけれ

ども、分析の視点、企業でいう戦略が、実は

あまりはっきりしていないのではないかと思

ったのです。つまり、分析した結果は出るの

ですが、その結果を良しとするのか悪しとす

るのか、どちらの方向にどの程度ベクトルを

動かすべきなのかというところの解がないと

いうことに気がついて、もう少し勉強しない

といけないと思い、ドクターは大阪大学の経

営学部に入りました。

　そのときに、今年所長になられた齋藤先生

も隣の国際公共政策におられましたので、先

生の政府間関係論を取ったりしながら、経営、

特に意思決定がもともと専門だったものです

から、ＯＲ（オペレーションズ・リサーチ）

の手法をやったり、いろいろな心理学的なア

プローチの意思決定法をやったり、政策分析

をやったりしているうちに、経営的な要素が

入ってきました。ちょうどそのころ、ＮＰＭ

やアメリカの行政改革が取り上げられたり、

その前のサッチャーの改革やニュージーラン

ドの改革が取り上げられたりしておりますの

で、だんだん公共組織の意思決定という観点

からＮＰＭのほうに入っていき、あれこれや

っているうちに今の専門や大学という場に移

ってきたわけです。

　ですから、ずっと純然たる研究者をやって

きたわけではありません。むしろ、実務をや

りながら自分なりの問題意識を膨らませて研

究しているうちに、母校である海上保安大学

校に帰り、行政管理学講座で、行政の在り方、

新しい形などを教えていました。そのような

背景ですから、今日のお話も、実務家として

の経験と研究者の両方をミックスしたような

ものが提供できれば、皆さんに役に立つので

はないかと思っています。

２．本日の内容

　まず、新聞報道などでも取り上げられてお

りますが、大阪市の改革の取り組みです。大

阪市は従来の自治体の経営改革のアプローチ

と少し違ったユニークなアプローチがあり、

まだ改革の成果が出ている段階ではありませ

んが、プロセスとしては非常に面白いと思い

ます。私自身も調査員としてかかわっており

ますので、大阪市の改革の取り組み状況につ

いて私の理解を、少しご紹介したいと思いま

す。

　２番めは、福岡市の改革の現状です。三重

県や福岡市といいますと、行政改革の最初の

時代にスターだったといいますか、非常によ

く取り上げられた自治体です。もしかしたら

自治体にも流行があるのかもしれませんが、

今は横浜市の改革でけっこう取り上げられた

りしております。まさに、行政改革をスター

トした先行組だった福岡市の改革が今どのよ

うな状況なのかについて、ちょうど２日ほど

前に大阪市の方と福岡市にヒアリング調査に

行ってまいりました。福岡市の改革について

は、私自身、定点的に関係者とコミュニケー

ションがありました。改革は、今５年めに入

っているのですが、どのような状況にあるの

かをお話ししたいと思います。

　三つめは、行政評価をめぐる課題というこ

とです。行政評価を導入している自治体は多

く、私もこの数年間、幾つかの自治体の外部

評価委員を引き受けたのですが、機能してい

ないケースが非常に多いのです。外部評価委

員としてかかわって、行政評価をめぐる問題

として何を感じたのか、それから大阪市は行

政評価を凍結して、全面的に作り直すという

計画ですが、その辺もお話ししたいと思いま

す。
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　最後はリーダーシップとマネジメントです。

「海猿」の世界にいた私には、自治体のかた

と一緒に仕事をするようになって、リーダー

シップの領域が意識されていないような気が

すごくしています。ですから、改革における

リーダーシップのお話を最後にできたらと思

っています。

３．大阪市での改革の取り組み

�１ 　なぜ市政改革が必要なのか

　新聞報道でもよく取り上げられましたが、

いちばん大きいのは、テレビ報道から始まっ

た一連の厚遇問題です。それによって、信

用・信頼が大きく失墜しました。それに加え

て財政危機です。大阪市の財政はかなり厳し

い状況にあります。厚遇問題をめぐる報道等

を通じた職員の士気の低下です。まだ、給料

には手をつけておりませんが、調整手当など

のいろいろな手当について、今、見直しをし

ています。今は、係長の管理職手当を切られ

たなどのことがあり、職員の士気の低下も一

部では見受けられます。そのような三つの危

機があります。

　それについて、三つの切り口から抜本的な

改革を行うということです。多分、改革のプ

ランの書き方は、自治体によっていろいろあ

ると思います。例えば福岡市さんは、行政改

革をするというよりも、これからの市全体を

どうするのかというところで、何の政策を重

点的にやっていくかという政策推進プランが

１つあります。それから、財政健全化プラン

という財政に関するプランが１つ、もう一つ

は市役所改革のプランです。このように、三

つの切り口のアプローチという形で、改革の

テーマを書かれる場合もあると思います。大

阪市の場合は、市政改革ですので、マネジメ

ント改革、コンプライアンス改革、ガバナン

ス改革という三つの切り口から今回の改革を

整理しようとしています。

本部の作業体制

　改革のアプローチとして、本部長が市長で、

本部長代行が民間から来られた大平助役なの

ですが、面白いと思っているのは、推進連絡

会議の在り方です。普通ですと、行政改革を

やるというと、有識者会議だとか何とか委員

会だとかを作って、事務局が、財政はこうで

すとか、役所なりの今後の仕事のやり方はこ

のように考えていますというのをテーブルの

上に出して、討議して頂く形がよくあります。

私もそのような形で幾つか委員をお受けした

ことがあります。

　しかし、今回は違うのです。改革本部は、

本部員の職員が課内にいるのですが、ここは

作業場なのです。ですから、改革本部の中に

たくさんプロジェクトがあります。私もいろ

いろなプロジェクトに入っています。委員は

本部員と調査員がいますが、上山（信一）さ

んや大阪ガスの黒田さん、プロップ・ステー

ションの竹中ナミさんなどが本部員としてい

らっしゃいます。改革本部の中のプロジェク

ト・メンバーは、改革本部の職員と各局、各

担当の職員であり、作業をひたすらやってい

るというのが、従来の行政改革のアプローチ

とはちょっと違うのです。ですから、プロジ

ェクトの中身によっては、コンサルタントが

現状分析の間だけという形で入っている場合

もあります。このメンバーも固定ではなく、

プロジェクトにある程度めどがつけば入れ替

わっていきます。

　それから、例えば財務の持続可能な内部シ

ミュレーションチームというのがあります。
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これは財政局からも入っていますが、財政局

職員の立場から離れてものを考えろという形

でやっていますので、職員は大変苦労してい

るようです。

　たこ部屋形式というのがよくあります。こ

れは、選抜チームで、期間限定で検討させる

という手法で、法令改正などで霞ヶ関がやる

手ですが、それとも少し違います。通常の仕

事もやりながら、プロジェクトの仕事にもか

かわり、来週までの宿題などが出ると、帰っ

て自分の仕事もやりながらそれもやるという、

ちょっと変わった場が、行政改革本部なので

す。

　もちろん改革本部の職員のかたは、個別プ

ロジェクトチームで責任割り振りをしていま

すから、改革本部の職員にも宿題が出て、非

常にフレキシブルな感じで進んでいきます。

�２ 　改革の基本戦略

　改革の基本戦略は部局横断型、集権的アプ

ローチということで、この改革本部が作業場

になっているわけです。

　それから、徹底した情報公開です。今はそ

れほどの頻度ではありませんが、改革に着手

した４～６月ぐらいは、週一で必ず記者レク

を、市長、助役、上山さんも入ってやってお

り、調査結果は順次公開ということでした。

さらに、頻繁な対記者ブリーフィングです。

単なる記者会見ではなく、記者のかたのため

の勉強会もやっていました。大阪市がこうや

っていますということではなく、記事にする

以上、基礎的な知識がないと記者のかたも理

解できませんから、研修会のような、記者レ

クではなくて勉強会だと思われるものも何回

かありました。

　やはり改革にはスピードが大事です。７月

末に課題整理、９月末に市長が改革マニフェ

ストという形で大阪市の改革を出しますが、

今ちょうどその作業に追われて、少しへとへ

とになっています。そして、年度内に具体な

施策に緒としたプログラムができます。でき

るものから来年度の予算・機構改革に反映し

ます。

　また、「出るくぎを伸ばす」ということで、

中堅・若手職員プロジェクトチーム、それか

ら現場改善運動を予定しております。現場改

善運動とは何なのかというのは、後程皆さん

と考えたいと思いますが、大阪市の場合は

「改善甲子園」という名前をつけて、２月に

発表大会をするべく、今準備を進めています。

事業ごとに課題を抽出

　プロジェクトチームで何をやっているかと

いうと、全15局73事業について課題を抽出し

ています。バスや環境事業（ごみ）、区役所、

食肉市場、地下鉄などの大きな事業は、まさ

にプロジェクト形式でコンサルも入って分析

をしています。

　また、その他の事業で、コンサルを入れて

詳細調査をする必要がないものについては、

資料やデータの収集をかなりやっています。

　それから、横断的な課題設定による調査も

あります。外郭団体の在り方、委託費の使わ

れ方、施設の在り方、人材の流動化、これは

一つの局だけの個別事業ではありませんので、

このような全体にまたがるものについても、

プロジェクト形式で行います。例えば、施設

の流動化では、大阪市が持っているいろいろ

な施設の利用率を全部各施設で出していき、

委託費や床面積当たりのコストなどを詳細に

分析しながら、今は福祉が目的なら福祉にし

か使えませんが、本当にそのやり方でいいの
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か、また、貸し教室しかやっていないものに

ついては、本当に大阪市が税金でやる必要が

あるのか、いい場所にあるものは民間に売っ

てもいいではないかというようなところも含

めて調査しています。

事業分析の事例（市バス）

　例えば具体的に、どのようなことをやって

いるかを、バス事業で説明します。市バスの

収支構造を見ると、収入では半分しか賄えて

いません。自治体でもやっていらっしゃると

思いますが、このような収支構造分析をして

います。

　バスの収支上、どこに問題があるのかとい

うと、幹線系は運賃収入が97／163ぐらいあ

ります。ところが、赤バスですと、19億円か

かっているのに運賃収入が１億しかない。１

億だったら、もう無料にしてもいいのではな

いか、料金を取る手間や作業が浮くほうが効

率的ではないかというように、いろいろな切

り口からの議論をしています。

　では、なぜそれほど費用がかかって、運賃

収入との赤字が多いのかです。新聞でも取り

上げられましたが、市バス運転手の年収につ

いては名古屋、横浜、大阪を見ますと、やは

り高いのは高いのです。神戸市さんの資料が

なく、もしかしたら神戸はもう少し高いのだ

ろうかと言っていたのですが、民間の年収と

比べても確かに高いのです。やはり、人件費

が高いという問題はありそうだということも、

市バスの分析をやっている中で分かってきま

した。

　市バスの累積赤字ですが、一体いつから赤

字なのかを個別に分析していくと、昭和53年

ぐらいに落ち込み、58年から何とか立て直し

をやって、それ以降はそれほど赤字が増えて

いるわけではありません。つまり、too late 

too littleと書いていますが、多くのバスがワ

ンマン運転化しながら赤字を減らしていった

ときに、大阪市は出遅れたため累積赤字が増

えてしまい、そのあとは皆さん頑張りながら

何とかやっているということも分かりました。

神戸もひどいですが、京都市は半循環のバス

とかをやりながら戻しているところですね。

�３ 　これまでの作業から分かったこと

①　マネジメント改革

　マネジメント改革については、マネジメン

トの定義が難しいのですが、経常赤字に加え

て、３セクや特別会計等の累損が重なり、破

綻に近い状況です。今後さらに補助費を含め

た社会保障費等が増大し、人口減少に伴う都

市活動の低迷、歳入に占める市税割合の低下

が起こります。

　持続可能性を回復するには、経常支出レベ

ルで20％以上の歳出カットが必要です。よく

財政のシミュレーションで、このままいくと

赤字額がこれぐらいになるという資料は出る

と思いますが、さらに一歩踏み込んで、もし

仮に大阪市で、何年間に設定するかは別にし

て、借金をゼロにするとするならば、一体幾

ら歳出をカットすればいいのかという粗い数

字が、大体５分の１です。それだけカットし

ないと赤字はなくなりません。５分の１カッ

トというのは、かなりきつい数字です。生活

保護関連の扶助費が高いわけで、そちらは５

分の１カットできないとなると、かなり大幅

に財政に手をつけないと、持続可能性は確保

できません。そこで、事業投資の抑制や新規

採用の停止、各種給付の抜本的見直しの必要

性が出てくるわけです。

　今、大阪市で議論され始めているのが、新
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規採用の５年間凍結、それから各種給付の抜

本的見直しは、専門家のコンサルを入れて、

一体どのような手当があり、他都市と比べて

どうなのか、民間と同種のものはあるかなど

の徹底的な洗い出しをしています。

　それから、事業会計区分の見直しです。特

別会計と一般会計がありますが、特別会計と

いう形になっているがゆえに、赤字の体質が

分かりづらいような計上のしかたをしている

事業もありますから、会計区分の見直しもし

なければいけない。経営形態の変更もありえ

ます。

　また、過剰人員、過剰給与の是正には局の

枠を超えて取り組むということです。大量退

職期のシミュレーションに合わせた職員のリ

ストラはよく自治体で書かれますが、それプ

ラス現業です。大阪市の場合は、バスも地下

鉄も環境事業も全部現業職員を抱えておりま

すから、その現業職員の多能工化に取り組み

ます。多能工化というのは最近よく民間で使

われますが、例えばごみ収集のかたが、午前

中はごみの収集をするのだけれども、午後か

らは公園の緑化作業を手伝うというようなイ

メージです。そのように必要な作業をやって

いただくことです。

　ごみの問題は、マスコミでは、ごみを集め

終わったら、それに従事しているかたが勤務

時間内にたばこを吸って休んでいるとか、雑

誌を見ているとか、一部そういう面だけが取

り上げられます。しかし、今の勤務形態が本

当にいいのかどうか。ごみは午前中の早いう

ちに集めてしまって、午後からは収集をしな

いほうが、かえって人材の有効活用になるの

ではないかの検討です。もちろんごみ収集を

するためのメンテナンスの作業はあると思い

ますが。

　それから、インナーシティ問題への対応で

す。

　これは６月時点までで改めて分かったこと

ですが、経常収支比率の推移では、経常収支

の比率は、大阪市は1990年代は71.5でそんな

に悪くはありませんでした。ところが、2000

年を越えるにしたがってだんだん悪くなって、

今は102.5です。

　財政の硬直化では、義務的経費が増えてい

るので、新しい投資的な経費がほとんどでき

ないことが分かります。事業投資に関して見

直さないと、義務的経費だけで76.1％を占め

ているわけですから、このような状況で、施

設を造ったり、投資できるような経済状態な

のかということです。

　歳入に占める地方税の割合比較では、90年

は比較的大阪市もよかったのですが、今は

37％ぐらいにぐっと落ち込んでいます。

　納税義務者１人当たりの個人市民税額比較

（2003年度）ということで１人当たりの納税

額を見てみますと、仮に横浜市の市民税が15

万円だとすると、大阪は10万円です。15万円

納めてくれている自治体と10万円しか納めて

もらっていない自治体ということで考えると、

サービスの質・量が他都市と同じでいいのか、

見直しをする必要があるのではないか、身の

丈にあったサービスがあるのではないかとい

う議論が出てきました。

　市債発行残高もすごい勢いで増えています。

　そこで、マネジメント改革の３段階アプロ

ーチとして、即時できるものと２～３年以内

にやるものと数年かけてやるものという形で

整理をしながらやろうと考えています。市長

の任期があと２年ですので、市長が出される

改革マニフェストは２年で何をやるのか、そ

れから、今の段階で見えている、取り組むべ
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き課題が出ると思います。どれをどの程度や

るのか、２年の間に何をやるのかということ

もかなり書き込まれる予定です。

　また、新規採用をストップした場合のシミ

ュレーション（全部局）も実際にやり始めて

います。仮に来年度から５年間、新規採用を

凍結した場合、１号職員、２号職員、３号職

員の比率がどうなるか、何がどう困るのかと

いうところも実際に出しているところです。

②　ガバナンス改革

　ガバナンスの定義が違うというご意見もあ

ると思いますが、大阪市ではガバナンスの問

題ということで、部門横断的な集権管理体制、

多様な経営形態、組織のシンプル化・統合化、

業務委託の在り方、労使関係の見直しを行い

ます。これは６月の時点で挙がっていた議題

です。後ほど、１か月後の７月にはどのよう

に細かくなっているかまたお見せします。

③　コンプライアンス改革

　コンプライアンスといいますと普通は倫理

的な法令遵守のことですが、ここではさらに

拡大して考えて、安全や信頼の回復というと

ころをいっています。ですから、現場改善な

どもコンプライアンスに入れています。つま

り、市民に対する信頼や信用の回復、安全と

いったものを考えると、現場改善もコンプラ

イアンスの領域に入るのではないかというこ

とで、コンプライアンスの中に位置付けて考

えています。

　分析対象としている事業のくくりで見ると、

非常にたくさんの事業を今一つずつ分析して

います。

改革マニフェストの考え方

　４月から改革がスタートして６月末の時点、

３か月の間にある程度分かったことを基に、

７月末の段階で第２回有識者会議がありまし

た。有識者会議というのは、先ほどの行革本

部とは別に、外部のかたたち、大阪経済界の

トップのかたたちから、アドバイスをもらう

場です。それを受けて、改革マニフェストを

９月末にきちんと整理しようと考えています。

マニュフェストの中身は、改革の基本方針と

課題別戦略からなっており、マネジメント改

革、コンプライアンス改革、ガバナンス改革

のうち、コンプライアンスとガバナンスにつ

いては先ほどざっと項目だけご紹介しました。

今、私はガバナンスのお手伝いを少ししてい

ます。

　このようなものを、多分、９月に関市長が

出します。そして秋以降、市長が示した方向

性に向かって、各部・各局長が自分の局で何

をやるのか、各部・各局のマニフェストとい

う形で作成してもらい取り組むという流れで

す。

市政改革の五つの着眼点

　改革というと、どうしてもコストを削減す

る、リストラをする、財務を見直すというこ

とが主眼になりますが、それだけではなく、

大阪市は何を目指すのかというところについ

て、４月から、一方では分析をやりながら、

一方ではそちらも考えながら、７月末で考え

ているのは総合都市戦略です。総合都市とい

うのは、後で出てくる大阪問題の直視や人

材・企業の誘引、便利さ＋暮らしやすさ・働

きやすさという地域経営課題と、負の遺産の

処理（経常収支、公債残高、地域の信用回復

をどうするか）、この二つからいこうではな
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いかということが７月の時点では見えてきま

した。

　それで、ニューパブリックマネジメントで

見られるアプローチと、経営形態の再構築、

市民・外部機関との新たな協力と連携という

ことで、地域経営課題と市役所経営課題を分

けて大阪市の改革を考えていこうではないか

ということです。

①　創造都市戦略

　創造都市戦略とは一体何かというと、大阪

市の場合、地下鉄営業キロや下水道普及率、

年間ごみ処理量、市民１人当たりの公園面積、

市営住宅管理戸数などを総合的に見ますと、

インフラの整備は他都市に比べて比較的充実

しているということが分かりました。

②　負の遺産の処理

　ところが一方において、失業や犯罪、ホー

ムレス、路上駐車などの負のイメージもかな

りあります。先ほどの公園面積は狭く、大阪

市は便利ですが緑が少ないです。それから、

違法駐車、路上自転車等は最悪というのがイ

メージとしてあります。

　創造都市論では佐々木（雅幸）先生がいら

っしゃいますが、大阪市の創造都市は、文化

を軸とした都市の再生ではなく、タレントな

人材が住みたくなるような都市、企業が出社

したくなるような都市、そのようなイメージ

をどう作り上げていくのかというところに、

創造都市戦略があるのではないかと考えてい

ます。

　ですから、先ほどの職員の多能工化との関

連でお話ししますと、清掃のかたたちが朝は

ごみ収集をしているけれども、昼からは違法

駐車・違法駐輪をきれいにするとか、まさに

そのような形で人材の投資をしていくことが、

先ほど言った、暮らしやすさや住みやすさを

作っていくことになるのではないか、そのよ

うな関連性で整理をしていきます。そういう

こととケースと大量退職期のシミュレーショ

ンとを併せながら人材の管理をし、創造都市

戦略で必要なところには人材を回していく。

そのようなセットで議論を今やっています。

③　ニューパブリックマネジメント

　そして、いろいろな検討をニューパブリッ

クマネジメントの手法を用いてやっています。

④　経営形態の再構築

　大阪市の場合、どうしても組織が大きいが

ゆえに、各局の権限が非常に強くて、縦割り

なのです。ですから、これをどうやって再構

築するかということは大きな課題です。集権

と分権とよくいわれますが、集権するものと

分権するものの姿を書く必要があります。そ

れから、各局のくくりもこれでいいのかどう

なのか、各局がやっている業務を分析して、

組織再編、局の再編もやっていかざるをえま

せん。

⑤　市民・外部機関との新たな協力と連携

　あとは、区役所への権限移譲です。創造都

市戦略からも導き出されるのですが、すべて

が中之島で決められ、区役所は出先の単なる

執行機関というだけではなく、もう少し地域

密着型のことをやっていくとなりますと、区

役所への権限の移譲が必要です。

　また、民間企業・ＮＰＯの活用、監理団体

の整理です。大阪府と大阪市で一緒になって

やったほうがいいものもあるのではないか、

その辺の議論をしています。例えば、議論の
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ステージに上がっているのが研究機関です。

研究所の独法化に合わせて、大阪府さんと一

緒にしたほうがいいのではないかという議論

も始めています。実現するかどうかは別とし

ても、いろいろなアプローチ、方法を、とに

かくテーブルの上に出して検討していくとい

う作業です。

＜マネジメント改革＞

　本質課題として、財務リストラクチャリン

グということで、現状に比べて20％の削減、

ある程度枠を打ち出す必要があるのではない

かということです。それから職員の流動化と

いうことで、先ほど言いましたが、職員総数

を５年間で10％減、多能工化です。また、人

事異動も大阪市の場合は問題が多いのです。

例えば身上調書もないのです。ガバナンスの

ほうでかかわって見ていますと、課長職のか

たが、異動の時期に当たる職員には、次はど

こに行きたいか面談をして、その結果を人事

課に上げるらしいのですが、身上調書という

形のペーパーがないのです。非常にその辺も

あいまいです。

　それから、当面の集中課題として、資産の

流動化（施設・土地の見直し）、外郭団体の

在り方などもマネジメント改革のテーマとし

て挙がっています。

　外郭団体についても、かなり細かく、孫会

社まで含めて、大阪市の外郭団体の洗い出し

とお金の流れ、人の流れをやっているようで

す。外郭団体から人をこれだけ引き上げると

幾らコスト削減できるというのも、全部の部

署でやっています。それから市民利用施設の

流動化というのは、先ほどのお話です。

＜コンプライアンス改革＞

　コンプライアンス改革では、推進エンジン

として、現場改善運動の展開です。また、内

部統制システムがありません。大阪市には独

立した監察をする機能がなく、人事課の中で

やっているので、独立した内部監察機能の構

築も今検討されています。それから、情報公

開です。また、リスクマネジメントとしては、

災害・事故防止、市民からの信用回復です。

＜ガバナンス改革＞

　ガバナンス改革の中身としては、集権化と

分権化ということで、次の福岡市でご説明し

ますが、経営ボードの機能強化が必要ではな

いかという指摘です。福岡市の場合は、助役

の業務分担を外しています。そのようにして、

大阪市全体の課題を議論するという経営ボー

ドの形にしたほうが集権化でいいのではない

かという議論があります。

　官民の役割の見直しというのは、大阪市か

らの分離や大阪府と一緒になるなどです。

　人材・スキルについては、先ほど言いまし

たように人事評価制度がきちんとありません。

勤務選評や勤務評定はあるのですが、人事異

動に関しての身上調書などです。それから、

いろいろな自治体でも部長職以上の評価をど

うするか、難しくて手をつけられていないと

ころもあるのですが、部長職以上の人事評価、

その辺も議題として挙がっています。

　政策形成では、予算編成過程の公開、区役

所の区政改革も、先ほどの権限の移譲も含め

てバックオフィスの統合などが挙がっていま

す。それから、審議会の見直しです。

　ステークホルダーとしては、大阪市の場合

は労働組合との関係が非常にありますので、

労働組合とどうするのか。それから議員との

関係です。例えば今の広島市長が４年ぐらい

前に、議員からの不当な圧力を職員が受けて

いるということで、中に委員会を作って、職

務執行規定をお作りになりました。大阪市で
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も、そのようなことも含めて、労働組合との

関係、議員との関係、地域団体との関係、プ

レスとの関係という切り口で見直しをすると

いう形でやっています。

　以上が大阪市の改革です。

４．福岡市での改革の取り組み

　次に福岡市です。福岡市のＤＮＡ2002計画

を、勝手に第１期、第２期と分けましたが、

第１期はＪＲ九州の石井（幸孝）元会長を委

員長にして経営管理委員会を設置し、外部の

有識者を入れて立てたのが、1999年です。

2000年に、2002年までにこのようなことを目

指すということで、ＤＮＡ2002計画を策定し、

改革が始まりました。取り組みとしては、現

場レベルの実践活動、局経営戦略や区役所経

営改革プランの策定・実施、経営会議の設置

などを行いました。

　2004年からは、実質2000年から始まってか

ら４年間の取り組みを振り返るＤＮＡセカン

ドステージの展開ということで、今なさって

います。

「新行政システム」の全体像

　福岡市の改革の特徴は、2000年にこのよう

なマトリックスが作られましたが、当初、ど

こから手をつけてもよく、最終的に目指すの

はコミュニティの自律経営ということだった

ようで、市長の強い意向もあったようです。

それに向かって、どこから手をつけたかとい

うと、実践活動のＤＮＡ運動からです。です

から、現場改善運動「ＤＮＡどんたく」とい

うのが今でも開かれていますが、これがほか

の自治体に大きな影響を与えました。現場改

善運動はここからスタートしました。

　よくあるパターンの、まず、行政評価を入

れるとか、企業会計システムを入れるとかと

いうのは、当初は行われていないのです。福

岡市の場合は、今も評価という観点では少し

取り組みが弱いと、福岡市のかたも認識され

ています。ですから、行政評価といわれるよ

うな、一般的に自治体がやっているような評

価シートなどはありません。むしろ、戦略計

画などのマネジメントの部分、そちらのほう

をおやりになっていらっしゃるわけです。

　それから、現場自律管理システムというも

のも非常に大事にしております。ＤＮＡ運動

から手をつけたように、つまり改革の担い手

は職員である、だから職員のスキルをアップ

し、やる気にさせ、職員が自発的に改革意識

を持つといいますか、主体となって改革を進

めていくというところを強く意識されていま

す。外から見るとよく批判されるのはスピー

ドが遅いということですが、福岡市の関係者

にインタビューしますと、むしろ職員にいか

に主体的に動いてもらうかというところを非

常に大事にしたいということで、非常に時間

をかけ、きめ細かいことをしながら積み重ね

てきているという特徴があります。

　一方、大阪市の改革は、もちろん関市長が

改革マニフェストにどの程度お書きになるの

か分かりませんが、かなりのスピードと外部

からの刺激で改革を推進していくということ

です。今立ち上がって５か月ですが、そのよ

うな外科手術的なアプローチ、まさに集中治

療室に入れて、どこがどの程度病気なのかを

全部あぶり出していくようなアプローチです。

　福岡市は2004年までに、コーポレートガバ

ナンスの確立ということで、経営会議を作り

ました。それから、経営補佐部という新しい

部を作っておりますし、ガバナンスでは、先

ほど言いました助役の業務分担を外していま
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す。つまり、助役が業務分担をしていますと、

局長の上にもう一人局長がいるのと同じ現象

だと福岡市さんは考えているわけです。それ

よりもむしろ、市長と一緒に経営ボードとし

て福岡市全体を考えるような役割が、実は助

役には期待されるということで、助役の業務

分担を外したのです。

福岡市の経営システム改革

　助役の分担制の廃止を行い、今は○○局担

当という業務分担のやり方ではなく、何々政

策に関してはこの助役という政策担当制にな

っています。それから、役割を明確にするた

めに、助役という名前から副市長に呼称を変

更しています。横断的課題、重要課題につい

ては、副市長がリーダーとなって議論する副

市長プロジェクトというのがあります。この

横断的課題と重要課題はどのように分けるの

かというと、そのときどきの経営補佐部と企

画調整の判断といっていますが、そのような

形で横断的課題や重要課題について副市長プ

ロジェクトを設置して行っています。

　役割分担を明確にして、業務分担制をやめ

たら、やはり最初すごく混乱があったようで

す。今までは局長さんはどの助役さんに行け

ばいいかが分かったし、相談相手があったわ

けです。ところが、なくなっていきなり経営

会議となりますと、局長さん側も戸惑いがあ

り、助役さん側も担当を外れると情報の量が

著しく落ちたのです。今までは局の担当でし

たから、局長がいろいろな案件についてずっ

と説明をしていたので、情報がそれなりに蓄

積されていたわけです。ところが、それがな

くなりますから、経営ボードになって議論し

ろと言われてテーブルに座っても、非常に情

報の格差があるのです。それで経営ボードの

判断をしろと言われてもなかなか難しいもの

があったそうです。

　それで、副市長プロジェクトという形で、

ある程度横断的な課題や重要課題は副市長を

担当にしたり、相談先として、業務の分担で

はないけれども、この業務についてはこの副

市長に相談にいきなさいというように、少し

前に戻すようなこともやりながら、今はやっ

ているそうです。

　最初はそのような混乱があったそうですが、

ここ数年で、何とか経営ボードという意識で

の意思決定という形に変わってきているよう

に見受けられました。自分は副市長プロジェ

クトのリーダーとして経営ボード側からの一

人の責任者としてやっているという、市長側

の位置に立つのか、局側の位置に立つのかと

いう立ち位置が、役割分担を明確化して業務

分担を廃止したことによって、はっきりと見

えてきている感じはしました。

　そして、局運営方針により、局・区長の権

限で推進するということです。局・区の自律

経営の推進ということで、福岡市さんは局の

運営方針を、春、スプリング・レビューとし

て行います。経営会議に局長や区長が出て、

今年度どのような形でやるかというのを説明、

プレゼンをするわけです。そこでまた質疑応

答があって、経営会議と経営ボードからの指

示があって修正をしながらやっていくという

ような取り組みをしています。

　先ほど大阪市で、部局長以上の評価を今検

討しているというお話をしました。福岡市は

どのように評価しているかというと、局長は

一般的に上がりポストですから、特に評価を

して昇格することはありません。しかし、市

長さんや経営ボードが見ていてこの局長を次

はこちらの局長にしようというようなことは
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あるそうです。

　普通、評価というと、達成できているか達

成できていないかを評価して、それを給料な

どに跳ね返して連動させるという仕組みがよ

く議論に出てくると思います。福岡市さんの

関係者なり福岡市の考え方は、そのようにす

るよりも、むしろ先ほどのＤＮＡ運動からス

タートしている主体的な観点を大事にしてい

らっしゃるせいもあって、目的は改革をうま

く進めてくれればいいのであって、給与と連

動してインセンティブを働かせるというとこ

ろは考えていないとのことです。

　では、評価はどうするのかというと、スプ

リング・レビューのときに、昨年どこまでで

きたかをプレゼンすることになるので、みん

なの前で明らかになるから、それが一つの評

価だということはおっしゃっていました。考

え方としては分かりますが、いい意味での緊

張感をどのように働かせるのかという質問を

したのですが、その辺についてはなかなか難

しいという話でした。

　福岡市もそうなのですが、職員のかたたち

の不満として人事評価はけっこう出ています。

どういう基準で昇格するのか、昇任するのか

が分からないという、まさにブラックボック

スです。福岡市さんも今、人事・人材育成の

分野に手をつけ始めたところのようです。

福岡市の現場改善運動

　福岡市は現場改善から始めました。新行政

経営システム全体像の設計者の一人でもあり、

経営管理委員会のメンバーでもあった上山さ

んに、なぜＤＮＡ運動からスタートしたのか

と聞いたことがあります。市の職員に、行政

評価を入れるのはまだ早いといって止めて、

実際にＤＮＡ運動から始めたのです。随分以

前に聞いたときに返ってきた答えは、もし改

革がざるで水をすくうことであるならば、ま

ず、ざるの目を詰めないと水はすくえないで

しょうという応えでした。それにはムーブメ

ントとしての運動論が必要になってくるし、

そこからスタートしていったということです。

それから、職員の数が１万2000人ですので、

その数の問題もあったと思います。

　成果としては何が見えてきているか。今５

年めなのですが、現場レベルでの仕事のやり

方や組織風土の変化が確実に起きているよう

です。ＤＮＡどんたくに毎年出てくる中身を

見ても、確実にスキルアップしています。私

は初年度発表会に行ったのですが、初年度は、

例えば地下鉄の車両保護をやっている工場が、

現場改善で年何回かやっている開放日にいか

に市民のかたに来ていただいて理解していた

だくかということを発表していました。私は

それを見ながら、分からないでもないけれど

も、車両保護なのだから、もっと本質業務に

近い現場改善があるのではないかと思いまし

た。だけど、初年度は、何でもありからやら

ないと難しかったのでしょうか、その開放デ

ーにいかに来ていただくかということと、い

かにやっている仕事を理解していただくかと

いうプレゼンを、舞台に上がってなさってい

ました。

　それが年を重ねるごとにだんだん本質的な

業務に直結するような現場改善のテーマにな

っていき、内容も素晴らしいものに進化して

いくようになり、財政的な厳しい状況は福岡

もありますから、そのようなところも踏まえ

たものになっていきました。例えば、税務署

がいかに徴集率を上げるかという取り組みも

現場改善であるようです。また保健所では、

最初は食中毒の情報提供から入ったのですが、



55

第１部　連続講座演習録

� ���������������������� ���������������������

情報提供をすることが目的ではなくて、食中

毒を起こさないことが問題なのだから、どの

ような原因で起きているのか、飲食店が多い

のか一般家庭が多いのかという原因分析をし

て、そこを断つことのほうが大事だから、そ

れが現場改善の取り組みになりました。その

ようにいろいろな成果が上がっているようで

す。

　ガバナンス改革の始動とも関係して、今の

裏返しの課題にもなるのですが、福岡市は現

場改善で最初の３年ぐらい、すごく盛り上が

ったようです。職員が全部ではありませんが、

ボトムアップ的に改革をやり始めると、課題

として浮き彫りになってきた横断的な課題の

解決であるとか、自分たちがこんなに頑張っ

ているのに幹部たちがそれほど頑張っている

ように見えない、というところが見えてきま

した。

　下から火がついて、３年ぐらいですごく熱

くなったのですが、上がそれに合わせてでき

ない。システムや制度を変えていくには少し

時間がかかりますし、これは改善と改革の違

いともリンクすると思います。改革は制度や

仕組みを大きく変えることですから、すぐ手

をつけられる問題でもないし、課題も大きい

です。ですから、下から火がついてきたのだ

けれども、それが改革としてできていないと

いう課題を、今も福岡市は抱えていると思い

ます。

　現場改善は、運動論としても、組織として

やり続けることが必要ですが、やはり３年ぐ

らいたちますと、見直しをしなければなりま

せん。今、５年めなのですが、現場改善の職

員のかたや担当者のかたにお話をお伺いしま

すと、やはり少し飽きてしまっているという

か、マンネリ化してしまっているところがあ

ります。その辺をどう整理しようかと担当者

はおっしゃっていました。

　それから、この近くですと尼崎が、期間限

定３年ということで最初からスタートされて

います。尼崎も行政評価委員をやっている関

係上、審査委員で見ているのですが、火がつ

くとバーッと盛り上がっています。そのあと

どうするのか。例えば、今年の現場改善は市

民との共同でやるとか、テーマを決めて応募、

チャレンジしてもらうなど、いろいろな工夫

のしかたはあると思います。現場改善は改革

では必要なことだと思います。改革の担い手

が自分たちであるということや、一歩踏み出

すだけで変えられるのだと知ること、それか

ら、現場改善の現場というのは市民の反応が

見やすいですから、市民のかたに喜んでもら

ったということも見えやすい。それから、自

分たちで達成できたという成功の小さな体験

にもなります。だから、運動論としてはそれ

はそれで大切なのですが、それをどう結びつ

けていくかが課題として出てきます。

ガバナンスの構造

　これもガバナンスという言葉の使い方が適

当かどうか分からないのですが、まず、現場

改善運動というものが必要です。課題解決能

力、スキルアップすることにもなりますし、

できることを始めようということになります。

その上に戦略経営ということで、ミッション

の明確化、目標達成をし、目標が明確になっ

たものを業績評価します。現場改善運動、戦

略経営、業績評価まではその組織の中でやっ

て、最後に初めて第三者評価が来るという整

理になるのではないかと思います。



56

～分権時代における組織経営を考える～

� ���������������������� ���������������������

５．行政評価をめぐる課題

この原因をどう考えますか？

　『市役所Ａは比較的研修に熱心で、幹部ク

ラスも含め職員はＮＰＭ理論については講義

を受けています。また、改革のために行政評

価制度を導入し、施行を経て２年め（外部評

価制度もスタート）になりました。しかし、

一所懸命なのは行政評価を取りまとめる部局

だけ、職員は指定された調書に記入するもの

の、主体的ではありません。そこで、「今後

の改革を進めるうえでのポイント、改革のリ

ーダーシップをどのように発揮していけばよ

いのか」などを中心に、講義をしてほしいと

依頼が来ました。もし皆さんが講師だったら、

この原因はどこにあると思われますか。』

（参加者）やはり行政評価をなぜやっていか

ないといけないかということが、庁内的に

理解されていないというところが原因だと

思います。

（参加者）評価と実務作業などの流れとが別

になっていて、その評価は別物という意識

があるので、言葉は悪いですが、片手間に

なっているところがあると思います。

（参加者）ミッションとして全庁的にそれが

共有されていないのと、最後のプロセスが

見えないため評価できないことだと思いま

す。

　そうですね。ありがとうございました。

行政評価担当者の悩み

　三菱総研が毎年、行政評価の定点観測のア

ンケートをやってくださっています。2003の

行政評価者の悩みというアンケートから私な

りにまとめてみました。四つあります。

　意識ということでは、職員の意識改革、意

識づけ、制度に関する理解。何のためにする

のか分かっていないのではないか。能力とし

ては、指標・目標値などの設定、評価能力・

レベルがばらばらで、結局、指標も使えない

ものがあったりすることがある。システムで

は、評価基準や評価対象、評価手法などの評

価体系があまり確立していなくて、例えば官

房系のフォームの、評価しなくてもいいよう

なものまで行政評価の対象の事業になってい

たりする。それから、運用では、他のシステ

ムとの連動、評価結果の活用方法、作業負荷、

実施体制です。まさに皆さんが言ってくれた

とおりです。

　大阪市でも、私は最初行政評価も手伝って

くれと言われて入ったのです。見たら、機能

しているのですが、していないのです。大阪

市はそのときは事務事業評価はやっていまし

た。それもパソコン上で入力できるＩＴを使

ったものです。次に、施策評価は去年から試

行を初めて２年めでした。ところが施策評価

といいながら、施策の評価ではないのです。

　毎年意見を取っている職員のアンケートを

見ると、今皆さんが言ってくださったように、

「こんなのやっても無駄だ」とか「評価単位

と予算の単位が合っていない」、「評価対象

事例が多く、めりはりがない」「何のために

やるのかよく分からない」「予算編成の時期

と全くずれている」というようなものがかな

り出ていました。

　結局、活用されるような評価システムの設

計になっていないのです。つまり、皆さんが

言ってくれたところに収れんされているので

すが、評価シートを書いても資源配分が変わ

るわけでもないし、どう使われるのかよく分

からない、その割には作業負荷が大きいとい
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うことです。これは多分、幾つか評価システ

ムの関係で整理できると思います。事務事業

評価は、あくまでも執行の評価ですから、そ

れを幾らやっても資源配分は変わりません。

事業の執行段階での効率的な執行のプロセス

の、ある意味自己評価なわけですから、政策

の立案や、この部のこれを切る・やめるとい

うのとはつながりません。

　私が自治体の外部評価委員を２年やって最

近は受けていない理由はまさにそこにありま

す。多くの自治体の場合、事務事業評価を外

部評価委員会にかけているのです。ですから、

まず、すごい数を見ないといけません。例え

ば、私は芦屋市民ですし、大学でこういうこ

とを研究している関係上、市に貢献しなけれ

ばいけないと思って受けたのですが、事務事

業評価をそのまま外部評価委員会にかけてい

るのです。席上で何回か言ったのですが、こ

れは本来は組織の中で部局長のレベルが全部

やる話ではないかということです。

　事務事業をそのまま外部評価委員会にかけ

ている。評価シートの中に今後の方向性で

「改廃」「廃止」「改善を試み継続」などが

あるのですが、参考にはなると思いますが、

それを外の人に評価させるべきものなのか。

外部に評価させるのであれば、施策や政策に

ついてなら評価の観点が違って参画できると

思うのですが、市役所の中での執行サービス

の評価を外部評価委員にかけたからといって、

一体何がどう活用されるのかというところに

疑問を感じました。１年めにもそう言ったの

ですが、２年めも全く同じ方法で外部評価で

した。行政評価の評価システムを設計すると

きに、事務事業評価の目的は何なのかという

ことだと思います。

　三菱総研の昨年末に出たアンケートを見ま

すと、やはり行政評価をやったことによって

職員の自己点検とスキルアップにつながった

ということはちゃんと出ています。ですから、

事務事業評価が無駄だとは全く思っていませ

ん。むしろ事務事業評価でよくできている評

価シートは、職員はものを考えざるをえなく

なりますから、アンケートにも出ているよう

に自己点検や自分たちのスキルアップにつな

がります。ところが、先ほどの意見のように

何のためにやっているか、これがどう生かさ

れるか分からない。もう少し上の施策や政策

の評価でないと、資源配分の変更や活用には

なかなかインパクトが出ません。

　ところが、では施策評価をすればそうなる

のかというと、今度は政策・施策のくくりが

政策別になっていないのです。各局別の、今

の組織がやっている事業別にしか、くくりを

するのが難しい、予算の単位と施策の単位の

連動がないという問題点も出てきます。その

辺の問題をクリアしていかないと、行政評価

を使って資源配分を変えていくというような

話にはつながりづらいと思います。

　大阪市では、どうするかを今議論している

最中ですが、まずは局・部の当面の戦略計画

のようなものを作ってもらい、その後にそれ

を評価するというこをしていこうとしていま

す。事務事業評価については、もちろん自己

点検ですから、やっていただいてかまいませ

んが、再度、施策評価と政策評価を局や部の

戦略計画とリンクさせながら、評価体系をも

う一度整備しようということが必要だと考え

ています。

６．リーダーシップとマネジメント

　冒頭の自己紹介でお話ししたように、私は

「海猿」のような、人はマネジメントだけで
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は動かないというのをつくづく感じる世界に

いました。例えば、海難救助など、かなりき

つい仕事があります。大学に戻る直前は、福

岡のヘリ搭載型の巡視船に乗っていたのです

が、北朝鮮がまだけっこう問題がある時期で、

年に１～２回、ＮＫ（ノース・コリア）作業

というものがありました。その情報が来ると、

ヘリ搭載型で巡視船の中でも機動性がありま

すから、日本海に極秘で張り付くのです。そ

の当時は、かなり上のポジションで、航海士

からでしたから、何かあったら切り込み隊長

で行かなければいけないようなポジションで

した。ですから、拳銃を携行して行くという

指揮官で、けっこうハードでした。

　そういう場面ですと、リーダーシップの領

域がすごく多いのです。モチベーションをい

かに高めておくか、コミュニケーションをい

かに図っておくか、エンパワメントをいかに

しておくか、これがないと、どんなに、こう

いう報告をしなさいというようなシステムが

作られていても、成果は達成できないのです。

　厳しい世界にいまして、最初に船長になっ

たのが26でした。45～46の職員から若い人ま

で全部使ってやらなければいけなかったので、

リーダーシップでは相当悩みました。まして

や女性初の幹部候補生で、女性が一人しかい

ない。相談する相手もいないし、男性ばかり

でした。かなり悩んだ経験があったものです

から、自治体の改革に携わるようになったと

きに、マネジメントに関してはすごくあるの

ですが、リーダーシップの領域があまり見受

けられないように感じました。そういうこと

は審議会にもかかりません。うちの学生にも

自治体職員さんが多いので話すのですが、今

の改革はマネジメントはすごくあるのですが、

リーダーシップに火をつけるような取り組み

や、リーダーシップを持っていらっしゃるリ

ーダーがどうも少ないような気がしています。

　リーダーシップというのは別に心の問題だ

けではなくて、針路の設定やビジョン、戦略

の策定もそうです。行政評価システムは入れ

るのだけれども、どこを目指して行政評価を

するのかという戦略がない、そういうのもよ

くあるパターンです。

　改革という流行の電車に飛び乗ったのはい

いのだけれども、一体終着地がどこで、何年

かけてその終着点までいくのかというのが明

示されていません。そのようなパターンをよ

く見受けました。行政は執行機関であるがゆ

えの一つのアプローチだと思うのですが、マ

ネジメント過多のような気もしないでもあり

ません。しかし、いいマネジメント・システ

ムがないと人は変わらないのも事実です。

　例えば、顧客満足、これからは市民の視点

に立ってものを考えろと、幾ら首長さんが熱

く語っても、いい制度や仕組みがないと、や

はり顧客主義の実行というところに行きませ

ん。これからはコスト削減に努めなさいと幾

ら熱く語っても、コスト削減のためのシステ

ムや、例えば評価システムで数字として書く

ことがないと、人の意識は変わっていかない

のです。ですから、両方必要だと思います。

リーダーシップの問題点

　最近特に気になるのは、コミュニケーショ

ンといいますか、リーダーシップです。改革

というのは、かなりストレスがかかります。

大阪市の改革を見ていても、秋以降、市長が

マニフェストを出して、局でやり始めると、

かなり改革のストレスが職員にかかってくる

と思っています。ストレスやそのきつさの中

で、どうやってモチベーションを上げていく
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のかは、やはりこれから考えていかないとい

けなと思います。

　４月末からかかわっているのですが、最初

は、反発というのでもないのですが、抵抗が

あります。きついのです。外部の人が入ると

いうことは、あれしろ、これしろとすごく言

われるわけです。そして、職員には毎週のよ

うに宿題が出るわけです。「来週までです

か」と言われたら、「寝なければいいんだ

よ」と言います。それは半分ジョークなので

すが、それぐらい頑張れよということです。

そういう状況にずっとさらされて、職員はあ

る時期すごくストレスがあったと思います。

　ですから、このあと改革を進めていくとき

に、リーダーシップの部分ですが、職員のや

る気を引き出す部分をどう作っていくのかと

いうところは、私個人としても非常に気にな

るところです。

　なおかつ、行政でリーダーシップのトレー

ニングや研修はあまりありません。これも自

治体にかかわるようになって驚いたことの一

つです。ですから、リーダーシップとは何か

と理解していない幹部職員、部下を思い通り

に使うことがリーダーシップだと思っていら

っしゃるかたもいます。もちろん、リーダー

である以上、組織を動かしますから、人をど

う使うかはリーダーシップの領域なのですが、

部下を自分の思い通りに動かすことがリーダ

ーシップではありません。その十分な認識が

ないまま、見よう見まねで部下を動かすこと

をやっているような感じがしないでもありま

せん。

　コミュニケーションやエンパワメント、モ

チベーション理論というのが経営学の中にあ

りますから、そういうことを少し知るだけで

も違ってきます。もう一つ言いますと、大阪

市でも福岡市でも挙がっているのですが、人

事評価なり、自分の行きたい部署に行ける、

キャリアをデザインできるシステム設計をや

ってほしいという要望が、かなり出てきてい

ます。そういうものを作っていくと職員のモ

チベーションが上がっていくのだと思います。

やはり人材をどうマネジメントしていくのか

という課題は、このあとの改革では非常に大

きいのではないかという気はしています。

　リーダーシップに関して、さらに少し感じ

る部分は、例えば経営品質や行政評価のシス

テムを入れますが、それを何のために入れる

かということです。あれはコミュニケーショ

ンのシステムを入れることだと思います。つ

まり、経営品質や行政評価に書いてある項目

なりで、コミュニケーションが始まるわけで

す。コストが高い・低い、必要性はどうなの

か、ミッションは何なのかというように、い

いシステムはそこにコミュニケーションすべ

き要件が書かれているという理解です。です

から、システムを入れる目的は、そのシステ

ムが定義しているいろいろな要素で職員がコ

ミュニケーションをするということだと思い

ます。システムを入れておしまいというので

はなく、システムはコミュニケーションのプ

ロセスですから、そこでいかにコミュニケー

ションを図りながら組織の中で議論をし、意

思決定していくかが勘所のような気がしてい

ます。

　仕組みや制度や組織、計画を作るというの

はマネジメントの領域ですから、それをどう

動かしていくのかというリーダーシップの領

域についても少し考えていく必要があります。

それから、上に行けば行くほど、リーダーシ

ップの要求は高くなります。リーダーは、マ

ネジメントもできないといけないし、リーダ
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ーシップもないといけない。例えば市長は、

仕組みやシステムは考えません。むしろリー

ダーシップの針路の設定やビジョンや戦略を

考えるわけで、職員に今の市が何を目指そう

としているかを熱く語って動機付けをし、心

を統合するという、まさに日産のカルロス・

ゴーンです。しかし、彼は、一方においてコ

スト・カッターといわれるぐらいにマネジメ

ントの関係をびしびしとやり、一方では現場

の工場を回り、日産は何を目指そうとしてい

るのかを熱く語って職員の心を統合していっ

たという見方を私はしています。だから、そ

の両方が上に行けば行くほど必要となってく

るわけです。係員はマネジメントをやってい

るわけです。どんどん上に上がっていくと部

下の数が増えてきて、うちの課は何を目指そ

うとしているのか、うちの係は何をしようと

しているのかというところを下に伝え、心を

一つにして同じ方向にベクトルを向けて一緒

にやっていくということです。

　ということで、私のお話はいったんここで

おしまいにさせていただきたいと思います。

どうもありがとうございました（拍手）。
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１．はじめに

　私はこれまでの研究成果を踏まえて、ここ

におられる方々のご意見を引き出す役割を担

うつもりでお話しさせていただきます。これ

まで講師の方がお話しになったことを思い出

しながら、この「分権時代における組織経営

を考える」というシリーズの話についてまと

めてみようということです。

　とりあえず私のほうで問題提起をさせてい

ただくために、私がこれまでの発表に若干感

想を加えて議論したいと思います。

　講師の方々がそれぞれの立場から議論され

て、私のスタンスもそれらとは若干違います。

最初のかたが、いわゆる実務家教員という立

場に立った方です。深い実務の経験に加えて、

最近、公共政策大学院ができまして、実務家

教員なるかたがたくさん必要になってきたと

いうこともありますが、実務の世界を知って

いながら、なおかつ教員として学生に教える

という立場のかたです。お二人めが、全く実

務そのもので、現場の第一線で行政改革を推

進しているかたです。３番めの方が、教員で

はありますけれども、どちらかというとコン

サルタント的なことをされているかたです。

お三方とも、行政組織の改革に関して熱心に

仕事をされているので、私は研究者の立場か

ら議論してみようと思います。

２．何のための行財政改革か

　地方自治体における行政改革は必要である、

分権時代に合った組織経営と考えてもかまわ

ない、それは最近のニューパブリックマネジ

メント（ＮＰＭ）といわれているものです。

三重県をはじめ、さまざまの自治体でＮＰＭ

を実行しておられます。成果が出ているよう

な、もしかして出ていないようなこともない

とはいえませんが、とにかく期待だけはした

い。

　しかし、問題点も指摘しておきたい。まず

第一に言いたいことは、何のために行政改革

をやるのかということが問題認識としてない

と、よくない言い方かもしれませんが、改革

のためにしか改革をやっていない、というこ

とになりかねない。首長さんが熱心で、「さ

て、やれや」と言われてやるというのがいち

ばん良くないケースで、何のためにやるのか

ということを問いかけないで実行しようとす

ることがある。現状認識を正確にしないと、

多分意味がないのではないか。

　外部からやかましく「行政改革をやれ」と

言われて、それはそういう立場からそう言う

のだと思うのだが、中から言えば、「何のた

めにやらなければいけないか」ということを

正面から受け止めて、中で問題をそしゃくし

ていかないとだめなのではないかと思うので

す。それが抜けてしまうと、むしろ行政改革

　　　　　　◆　指導助言者より

「地方自治体の組織革新のために」

 京都大学大学院経済学科研究科教授　　　

 田　尾　雅　夫　　
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のために払った分だけのコストを損してしま

うことになります。あるいは、有能な職員の

方をこき使ってしまうだけになってしまうこ

ともあるのではないかと思います。その点に

ついてここでも議論していただきたい。また、

このことを持ち帰って職場で再検討していた

だきたいと思います。

　「木を見て森を見ない、もしかして森を見

すぎて木が見えないこともある」、これは少

しおかしい言い方ですが、世界的にＮＰＭが

大流行しているし、あるいは日本でもそれを

試みて、一応成功したように見えるから、や

らなければならないということではないと思

います。幾つかの行政改革の事例を読んでい

ても、「何となくやっているんだな」と思わ

れるものが時々あります。コンサルタント的

に外から見れば、確かに森を見すぎているよ

うです。行政の職員は確かに木を見ていて、

外から見れば森しか見えないということがよ

くあるわけで、逆に言うと外から見れば森し

か見えないのだけれども、中に入ると個々の

木が見えます。そういうことで言えば、個々

の木のほうが大事なことがよくあるのです。

木を見ている現場の諸君から見れば、もしか

したら森だけしか見ていない外からの人は間

違った見方をしている可能性はなくはないと

いう気がします。

３．ＮＰＭとは

　もう一つは、これも関連しますが、ＮＰＭ

というのは、単に方法論、あるいは方法です。

行政は企業とは違うのです。企業と違って、

行政や公的セクターでやる仕事というのは、

公平、公正、そして社会的正義の実現です。

これこそ公的セクターが果たす基本的な役割

のはずなのであって、行財政改革しようとい

うことは、単に方法論の問題でしかありませ

ん。行財政改革を目的とするようなことでは

本末転倒な話になってくるわけであって、本

来は公平、公正、社会的正義を実現するため

の組織をいかに構築するかということです。

その一部としてＮＰＭというのがあるのだろ

うと思います。どうやら日本の中のある人た

ちというのは、むしろ行財政改革そのものを

目的として、組織を変えたがっています。パ

ブリックセクターを民間企業で経営できるは

ずはない、それほど簡単なことではないと私

は思います。

　古い話なのですが、私は30代後半に、『行

政サービスの組織と管理』という本を書きま

した。その中で、行政組織とは民間企業とど

こが違うのかを議論いたしました。その本の

中で言いたかったことは、企業と行政、公的

組織は違う組織なのだということです。

　たとえば、民間企業の場合であれば目的は

一つで、要するに企業の業績を上げればそれ

でいい、それに失敗すれば経営者は交代せざ

るをえません。ところが、行政の場合はそう

ではありません。単一目的に絞ればそれも可

能なのでしょうが、行政というのはいろいろ

な人たちがいろいろなことを言っています。

それをそれぞれ納得できるように行政はしな

ければならない。ＡにはＡを言い、ＢにはＢ

を言いという形で、表現はよくないかもしれ

ませんが、二枚舌、三枚舌を使いながら、い

ろいろな利害関係をさばきながら、とりあえ

ずは大多数の人たちが納得できるようである

のが行政であって、単一目的に絞るのが決し

て行政ではありません。

　京都市という行政体がある。ここには昔か

ら景観保全という行政と、京都市は産業開発

が後れていることがありますが、これは本来
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折り合わないことです。絶対折り合うはずが

ありません。それを何とか折り合うように行

政は対応してきました。単一目的は行政では

ありえないのです。いろいろな目的がたくさ

んあります。それを調整しながら進めていく

のが行政であるし、首長が大きな役割を果た

すことは事実です。そのようなことが行政に

とってはつきまといます。要は、地方自治体

も含めた公的セクターはいろいろな利害関係

が錯綜していて、それを解きほぐしながら、

何かをしていかなければならないわけです。

民間企業とは全然違うのです。ですから、民

間企業のように行政が成り立つようなことは

ありえないと私は思っています。

　そこで、今、ＮＰＭとは、行政組織を企業

のように経営していけという、「プライバタ

イゼーション」などいろいろな方策がありま

す。それはそれで、ある一定程度の成果はあ

りうると思います。行政にもコスト意識を入

れたほうがいいというのは、確かにそうなの

です。しかし、それを極端にまで信じ込んで

しまうと間違いを起こしてしまうので、極端

は絶対いけないと思います。単純な発想をし

てはいけません。

　異論はあるでしょうが、でも、間違えてい

ただきたくないのは、企業は単一目的に絞り

込むことができます。極端にいえば企業はお

金もうけさえすればそれでいいのです。異論

はあるでしょうが、それがすべてです。ただ

し、行政はそうはいきません。いろいろな目

的が錯綜し、並列しています。そのどれもこ

れもが間違いなく重要です。そのいろいろな

錯綜する目的を整合させながら、多分整合で

きないことが多いでしょうが、あちらをなだ

め、こちらを押さえしながら、ある一定方向

に、大多数の人たちを幸せにしていく義務が

あります。それが行政に課せられた役割、公

平、公正、社会的正義を実現するのが行政組

織、パブリックセクターの役割だと思います。

それを認識しないと、行政組織の経営を理解

できないような気がします。これはまた議論

してください。これこそが私がいちばん言い

たいことで、ぜひご意見を伺おうと思ってい

ます。

　繰り返しますが、公平、公正、社会的正義

を追求するのが行政組織です。そのために今、

財政的に大きな危機に陥っていて、そこでＮ

ＰＭが入ってくるのは、理解できることです。

ＮＰＭを導入しないとコスト削減を図れない

ことがあるというのも、理解できます。それ

もあるけれども、公平、公正、社会的正義を

追求するための組織としての行政があるとす

れば、それを何とかしていこうという方法論

としてＮＰＭはあるのです。ＮＰＭというの

は、技法であり、方法であり、方法論です。

公平、公正、社会的正義を実現するための方

法論としてＮＰＭはあるのであって、それ自

身を目的化するのは絶対いけないというのが

私の立場なのです。

　行政改革の場合、何が問題かというと、今

は多分、財政赤字の問題でしょう。財政赤字

は大きな問題だと思います。それから、それ

につなげて言えば、すでに始まりかけている

超高齢社会です。老人が増えていき、その割

には、若い労働力がどんどん少なくなってい

くということです。それで、何をするかとい

うことなのですが、できないこともあります。

経営体として行政を見る場合には、行政の資

源には基本的に限界があります。労働力人口

が減っていけば、限界に至らざるをえません。

だからこそ、ＮＰＭによって何でもできるな

どとは考えないほうがいい。ＮＰＭとは方法
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論であって、方法論である以上は限界があっ

て当然なのです。

４．適用の限界

　これまでお三方の話の背後には、ＮＰＭが

あります。お三方とも特に言いませんでした

が、ＮＰＭが議論の背後にありました。ＮＰ

Ｍというのは、サッチャーのイギリスと、ニ

ュージーランドが大々的に始めた行財政改革

です。サッチャーのやり方は、今のブレアが、

基本線は訂正していませんけれども、かなり

変えてしまいました。悪名高い強制入札制度

は廃止されたように、サッチャーの時代のＮ

ＰＭはかなり変わっています。ただし、サッ

チャー自身がやったことを全部否定するわけ

にはいかないということはあります。確かに

評価できる面もありますし、当然評価できな

い面も多々あります。

　ニュージーランドの件にしても、あまり急

進的というところもある。380万という非常

に小さな人口の国ですから、実験は幾らでも

できます。けれども、やりすぎてどうなった

かということは、議論すべきでしょう。あの

おかげでニュージーランドの経済は持ち直し

たという評価はあるのでしょうが、今、その

後遺症に悩んでいます。ＮＰＭを実行した国

の中にはそういうことがあって、急激に変化

させるようなことはよいかどうかは検討に値

することです。

　ＮＰＭでは、マネジメント・サイクルを導

入し、Plan-Do-Check-Actionといいますが、

そのサイクルを回す。行政では、従来なかっ

たことです。Plan-Do-See、あるいはPlan-

Do-Check-Actionをすべきである、これは当

然の議論です。それはいいだろうと思います。

それから、成果の評価、これもいい。ただし、

行政には成果を評価できないことがたくさん

あります。福祉や医療の成果は評価できます

か。評価はしています。けれども、それは代

替尺度です。本質的なものは評価できないの

で、代わりのものを使って評価しているので

す。これはいい面も悪い面もあります。

　ここで私が言いたいことは、ＮＰＭはそれ

はそれでよい。導入は大いにけっこうです。

ただし、それは何が問題かによって、その場

に合わせて使い方を変えていくべきだろうと

思います。

　海外の実践例でいえば、同じＮＰＭでも、

イギリス・ニュージーランドと南欧系と北欧

は全然違ったやり方をしている。日本なら日

本なりにまた違ったやり方もあるのではない

かということで、試行錯誤の中で、ＮＰＭの

手法の工夫があってもよい。ですから、それ

は、ここにおられる人たちのこれからに私が

期待したいことです。自分たちの状況に合わ

せてやっていっていただきたい。ただ、他人

がやっているから、そのまねをしてというこ

とはいちばんよくないと思います。三重県の

行政改革だけがいいとは思いません。ただし、

三重県がかなりコストをかけてやってくれた

おかげで、ほかの自治体が使いやすくなった

のは事実です。極端、そして急激な導入は避

けたほうがいいだろうと思います。

５．結局、何が問題か

　確かに今のＮＰＭの導入は、財政悪化に対

して備えようとしています。これは間違いあ

りません。その意味では、ＮＰＭの導入はし

かたない、あるいはやるべきだろうと思って

います。

　もう一つは、今、行政というパブリックセ

クターの状況が、かつてとは違ってきていま
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す。それはＮＰＯや市民団体がいろいろと自

分たちの意見を主張し始めました。つまり、

ボイス、異議申し立てです。これは大きな状

況の変化です。それは大きくとらえれば、こ

の社会全体の成熟であるのだろうと思います。

要するに、行政はこれまである決められたル

ートでしか住民の声を吸い上げてきませんで

した。それから外れて、注文つける人や文句

をいう人、あるいは団体が増えてきました。

利害集団が多くなった。これまでは限られた

利害集団で、何とはなく調整できた時代があ

ったのですが、最近はＮＰＯも含めて市民た

ちがいろいろなことを言い出して、行政もそ

れに取り組みざるをえなくなりました。

　財政の悪化と市民意識の成熟、これを併せ

てなおかつ議論しなければならないのは、こ

れから、すでに述べましたが、現実に超高齢

社会が始まるということです。これには、ま

ず資源の枯渇があります。資源が少なくなっ

てくる状況の中で、行政が、公平、公正、社

会的正義を実現するための組織になりうるか

どうかが問われるのではないかということで

す。

　それに応えていくために、行政はどこでど

のようなことを考えて、施策として展開でき

るかということです。これは、本来の経営で

はないかと思います。それもＮＰＭなのです

が、借り物ではないＮＰＭとしては、自分た

ちの地域の中でどうやって住民の意向・要望

に沿って、少ない資源であることはやむをえ

ないこととして行政サービスが提供できるか

どうかということです。そのためには、ＮＰ

Ｍの考え方を当然利用すべきです。

　ＮＰＭというのは、単なるプライバタイゼ

ーションだけではありません。いろいろなＮ

ＰＭがあります。ＮＰＭそのものをアングロ

サクソン的に、かなり極端にとらえられてい

る面があって、民営化だけがＮＰＭであるか

のような印象を持たれている向きがあります

が、そうではなくて、広い範囲で、その国の

状況に合わせて行政組織を変えていこうとい

うのがＮＰＭです。

６．革新の方法

　その場合に、これまでの講義と関連しなが

ら議論するのですが、やはり今の現状を変え

ていかなければならないというのは、確かに

そうです。しかし、組織というのは急に変わ

りません。「慣性の法則」というのはそうい

うことはあっては困るという気はしますが、

現実は簡単に変わるわけではありません。三

重県のように強力な知事が出てくると変わる

ことがあります。ただし、組織は往々にして

カリスマ的指導者に振り回されることはなく

はないという気はするのですが、それはまた

困るわけです。やはり、組織を変えていこう

ということであれば、分権時代にふさわしい

行政組織に作り変えていきたい、「華々しさ

より地道な努力」ということで議論すべきで

はないかということです。

　ＮＰＭというのは今、見直されていて、極

端なＮＰＭの方法論は影を潜めかけています。

サッチャーが大なたを振るっていたころは、

ＮＰＭというのは強制入札制度などをやって、

かなり極端でした。けれども、ブレアが出て

くる以前から、かなり急進的な改革に対して

嫌けが差す人たちが多くなって、結局ブレア

はそれに乗って、かなりマイルドなＮＰＭに

変えてしまったということがあります。サッ

チャーだけのＮＰＭ改革ではない。今のブレ

ア的なＮＰＭ改革は相応に評価できます。

　重要なことは、日本の場合、これから資源
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が枯渇し、高齢者が増えていくということで

す。私もあと何年かたって65歳になれば高齢

者に加えられて、統計上、老人の一人になり

ます。それからあと、続々と老人たちの仲間

は増えていきます。まだいいのですが、これ

から十数年先、統計的に後期高齢者といわれ

ていますが、75歳以上の高齢者たちが増えて

いくと、大変なことになりかねない世界が来

るわけで、行政サービスのための基本的な資

源が確保できなくなります。そういう状況に

備えていくためにどうするかということが、

これから行政サービスのための資源を確保し

ていくために不可欠の議論になっていくでし

ょう。その場合に、公平、公正、社会的正義

を貫くために、より限定された資源をいかに

活用していくかということのために、行政は

何をするかということが問われるのではない

でしょうか。そのために、今から足腰の強い

行政経営体にしておく必要があります。その

ためにＮＰＭを使うべきです。

　次は、成果重視です。何が成果か。行政に

は成果が見えないことが多々あります。それ

は、行政の目的自身がかなり政治的な色合い

を変えていくことがあります。また、行政の

成果は時間軸で評価できることが多々ありま

す。今頑張ったところで、成果が出るのは何

年か、あるいは何十年先かになるかもしれま

せん。そういうことであれば、成果ができる

かどうか。見えるのは基本的には短期の成果

指標である。その背後には、もっともっと長

期にわたる成果を考えなければならないこと

もあるかもしれません。また、それが測定で

きるかどうかということがあります。

　もう一つは、市民や関係団体からの信頼と

信用がなければ評価しようがありません。パ

ートナーシップやコラボレーションというよ

うに、市民のかたがたを巻き込んでというと

言い方に語弊がありますけれども、市民の人

たちにも応分の負担をしてもらって、コスト

を負担してもらって行政サービスを進めてい

くべきだという議論は重要です。資源が乏し

くなればなるほど市民にも加わってもらって、

応分の負担を市民にもしてもらう、それがパ

ートナーシップでもあり、コラボレーション

でもあると思います。

　これからの行政という世界は、当然、市民

や関係団体からの協力を得ることが必要です。

それは当然市民と行政の間に信頼や信用関係

がないとできるはずがありません。というこ

とは、これからの行政組織においては、市民

や関係団体との協力関係を築いていくことが

大きな経営のポイントになるのではないでし

ょうか。ところが、市民や関係団体が一枚岩

であるはずがありません。極端にいえば、み

んな好きなことをいっぱい言っています。そ

ういう市民や関係団体がいろいろなことを言

っている中で、それを調整できる能力が行政

にあるかないか、この議論の延長線上で、よ

くいわれる政策官庁化です。行政としてはさ

まざまな利害を調整して調停して、地域社会

全体を望ましい方向に導くのが行政の仕事で

す。これはまさに政策官庁として行政がなす

べきことだと思います。

　そのためにどうするかという話です。その

ようなことをとりあえず前提としておいて、

行政があります。分権化にもかかわってきま

すが、いちばん大事な点は、行政を構成する

職員たち一人一人の質を上げていくしか手が

ないと思います。それは、特にモチベーショ

ン管理とキャリア管理にかかっています。要

するに、「行政は民間企業の人にもできる」

などとは、とても言えるはずがありません。
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平均すればという言い方はおかしいかもしれ

ませんが、民間企業にもすばらしいかたが多

いと思います。行政職員にも隠れた能力があ

るわけですから、それをもっと高めていくよ

うな、行政職員が人的資源として活用できる

ようなシステムを作ることが、むしろこうい

った組織の基礎です。

　経営というのは、ヒト、モノ、カネ、情報、

この四つの経営要素をうまく上手に活用して、

より上質の、あるいはより多くの成果を出す

かということです。その中でも行政の場合は、

ますます情報に関する管理は必要かと思いま

すし、カネ、モノも大事ですが、情報を扱え

るヒトがいなければ、組織は維持できない。

ですから、むしろ人という経営資源を生かす

ような仕組みを地方自治体のなかに作ること

が、多分、組織経営の基本の基本ではないか

と思います。職員の質がよければ、間違いな

く市民からの信用を得ることもできるし、成

果に対する取り組みも可能になっていきます。

　市民参加で、市民とのネットワークを構築

することも、行政職員の質の向上と絡まって

きます。分権化とは、要するに自分たちが判

断する領域が増えてきたということです。上

位の官庁が判断するのではなく、自分たちの

裁量範囲が大きくなってきたということは、

要は、自分たちが判断できる立場に立って、

より上質な判断や決定ができなければいけな

いということです。

　結局、職員の質が問われます。ですから、

行政組織を考え、地域を考えていくことは、

要は、ＮＰＭ導入も大事だと思いますが、そ

れ以上にＮＰＭに取り組めるような人材が大

事になってくるということを言いたいのです。

職員の方々の政策立案と調整能力を向上させ

るということではないかと思います。
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１．はじめに

　私は組織論を専門にしています。組織とい

うとどうしても企業が中心になりますが、基

本的なことは企業も役所も学校もあまり差が

ないと思っていますので、今日は行政組織に

も関連するような話をさせていただきたいと

思っています。

２．組織を取り巻く環境の変化

　まず一般的な話からさせていただきますが、

今、企業や役所といった組織を取り巻く環境

が大きく変わってきています。それについて

はいろいろな見方がされていますが、一つの

とらえ方として、私は、工業化社会からポス

ト工業化社会へという変化が、生産現場だけ

ではなくいろいろな職場に大きな影響を与え

ているのではないかと思っています。一言で

言えば、機械や情報システムでできることは

そちらにさせて、できないことは人間がする

という機械と人間との分業が、これから一層

はっきりしていくのではないかということで

す。

　工業化社会というと、規模の経済性という

か、組織が大きければ大きいほど、求心力が

強いほど効率的です。それは、ものづくりを

見てもらえればよくお分かりだと思います。

したがって、そこで求められる人材や労働力

というのは、忠誠心が高くて組織への帰属意

識が強い、そして一丸となって仕事をすると

いうのが絶対条件です。

　ところが、今や脱工業化社会です。知識社

会、高度情報化社会などいろいろな呼び方が

されますが、いずれにしても、ハード面より

もソフト面、そしてサービスといったものが

付加価値を持つ時代です。そこでは、人間よ

りも機械や情報システムのほうが得意な、調

和の取れた行動や決まった仕事をきちっとす

るということは機械に任せて、人間は機械や

情報システムではできない仕事や苦手な能力

を担当することになります。具体的に言うと、

新しいものを考えたり、作ったり、感性、判

断力といった能力がこれから一層重要になっ

てくる、それが脱工業化社会の人間像だと思

います。

　もちろん、組織やチームというものが重要

なのは言うまでもありません。ただ、それに

ついてもスタイルが変わってきていると思い

ます。一言で言うと、同質性を基本にしたチ

ームワークから異質性を基本にしたチームワ

ークへ、別の見方をすれば、個人を殺すチー

ムワークから個人を生かすチームワークへと

変わってくると思うのです。なぜかというと、

決まったものを正確に大量に安く作るうえで

は、個性や個人個人の考え方は抑えないと生

産性は上がらないわけです。ところが、そう

した仕事は機械がするということになると、

　　　　　　◆　公開セミナー基調講演

「個人を生かす組織づくり」

 同志社大学政策学部教授　　　

 太　田　　　肇　　



76

～分権時代における組織経営を考える～

� ���������������������� ���������������������

人間は新しいものを作ったり考えたりしない

といけない。そうすると、同じチームの中で

も自分が何を生かせるか、自分のどういう優

れたものを生かせるかが決定的に重要になっ

てきます。極端に言えば、同じ知識、同じ能

力は二つと要らないのがソフトの時代です。

　このように、工業化社会から脱工業化社会

にシフトすると、人間に求められる要素が根

本的に変わってくるということです。

　同じことは、キャッチアップ・モデルから

の脱却ということにもいえると思います。つ

まり、ほかにあるものをまねしたり、それを

取り入れたりする場合には、記憶力や、答え

のあるものを正確に処理する能力が絶対に重

要です。ところが、横一線で競争する時代に

入ってくると、新しい価値を作る能力が不可

欠です。ですから、これも先ほど申し上げた

のと同じことになります。

３．個人の側の変化

　次に、個人の側に焦点を当てて考えてみた

いと思います。これまで日本人というと、集

団で仕事をするのが得意だし好きである、そ

れによって高度成長を遂げた、特にＱＣサー

クルやＴＱＣなどは日本人の集団主義に根ざ

した制度だといわれてきました。ところが、

近年、各種の意識調査や職場でのエピソード

などを見聞きすると、日本人の間に、ある種

の個人主義が急速に広がってきていることに

気づかされます。

　個人主義といってもいろいろなとらえ方が

ありますが、私は以前から個人主義を二つの

タイプに分けて考えることにしています。一

つは、周りをけ落としても偉くなりたいとか

人を支配したいというような個人主義で、こ

れはかつての立身出世主義や受験戦争に象徴

されるように日本の社会にも昔からあります。

一方、他人との競争に勝つことよりも自分の

ペースで生きたい、自分なりのライフスタイ

ルを貫きたいというタイプの個人主義があり

ます。前者を競争型個人主義、後者をマイペ

ース型個人主義と呼んでいるのですが、最近

の顕著な傾向として、マイペース型の個人主

義が広がってきているように思います。

　生命保険文化センターの行った調査で1985

年と2001年を比較すると、「自分志向」と名

づけられた項目四つのうち三つで値が大きく

伸びています。さらに、マイペースで働こう

とすると、時間に縛られない、好きなときに

辞められるというような気楽な働き方をしま

す。そうなるとすぐ思い浮かぶのがニートや

フリーターですが、フリーターの数は91年か

ら2001年までの10年間に２倍強になっていま

す。ニートについても60万とか80万という推

計があります。これらはマイペース型の広が

りを示す象徴的な数字ではないかと思います。

　さらに、マイペースで生きようとすると、

仕事と仕事以外の生活をいかに両立させるか

が大きなテーマになってきます。例えば、Ｎ

ＨＫ放送文化研究所が1973年から５年ごとに

行っている意識調査の中の「仕事か余暇か」

という質問項目を見てみると、当初は「仕事

志向」が大半を占めていたのですが、それが

回を追って減少し、逆に「余暇志向」ならび

に「仕事・余暇両立志向」が徐々に増えて、

多数派になっています。それだけ私生活を重

視する傾向が強くなってきているということ

です。

　にもかかわらず、現状を見ると、残業は増

える、有給休暇の取得率は低下する一方です。

有給休暇の取得率は、いちばん近い数字では

47.9％です。これは他の国と比較にならない
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ほど低い数字です。主要な先進国はほぼ

100％ですから、比較になりません。残業に

ついても、特に若年層を中心に大変厳しい労

働時間の現状が見られます。特に特徴的なの

は、基準局などが最近厳しく目を光らせてい

るようで、夜は９時か10時に終わってそれほ

ど遅くないのだけれども、その分朝早く出勤

する。金融機関では６時前から仕事をしてい

るところも珍しくないようです。

　それでは働いている人は何も不満がないの

かというと、もちろんそうではありません。

とにかく早く帰りたい、あるいは、若い人で

すとお金をもらっても使う時間がないから、

お金よりも時間が欲しいという深刻な声が聞

かれます。また、職場によっては、毎日朝か

ら「今日は何時に帰れるか」ということばか

り考えていて、とても仕事の能率は上がらな

いということです。

　これは企業に限らず、行政機関でも同じだ

と思います。ただ、日本の職場の風土や評価

制度からすると、「早く帰りたい」「休みを

取りたい」と本心では思っていても、言いに

くい雰囲気があります。特にまじめな職員ほ

どそうです。ですから、本人が帰りたいと言

わないからといっていつまでも働かせている

と、モラルは低下する一方だと思います。

　先ほど、個人主義には２種類あると言いま

した。それではもう一つの競争型個人主義は

なくなったのかというと、もちろんそうでは

ありません。ただ、一つの現象として、競争

の行われるフィールド、俗っぽい言葉を使え

ば出世の基準が大きく変わってきているとい

うことがあります。従来は、部長、取締役、

あるいは高級官僚になるというのが出世のイ

メージでしたが、最近は、プロとして、専門

家として、職人として組織の外でも認められ

たいという人が増えています。ですから、理

想とする職業にも明らかな変化が見られます。

学生にしても、かつては大企業に就職したい

と言っていましたが、最近は、ベンチャーブ

ームが去ったにもかかわらず、自分で会社を

起こしたいと真剣に考えている学生が増えて

います。また、コンサルタントやプロデュー

サーといった、いわゆる横文字職業に対する

あこがれも強いものがあります。

　このような働き方を、組織とのかかわり方

に照準を合わせて「組織人」と「仕事人」

（しごとじん）という二つのタイプに分けて

います。組織人というのは、組織に一体化し

た、いわゆる会社人間を思い浮かべていただ

ければけっこうです。一方、仕事人というの

は、組織には属するけれども自分の仕事に一

体化していく、仕事を軸にキャリアを形成し

たいという考え方をするタイプです。

　私は10年ほど前に全国の主要な企業を対象

に意識調査を行ったのですが、その結果、研

究職や情報処理技術者などの技術系はもちろ

んのこと、事務系でも財務・経理・営業・マ

ーケティングといった比較的専門性の高い職

種では、組織人よりも仕事人に近い意識や考

え方、行動が見られました。さらにその後の

職種別の変化や別の意識調査などを見てみる

と、組織人から仕事人へという流れは一層加

速していると推測しています。

　もう一つは、女性の職場進出と、その影響

です。

　本日もかなり女性のかたがお見えですが、

男女雇用機会均等法の施行・改正を一つの契

機に、女性の職場進出が進んでいます。これ

からも一層進むはずです。そうすると、これ

までの日本的な雇用慣行や働き方、あるいは

評価システムを見直していかなければなりま
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せん。これは以前から言われていることです

が、今のところはまだそれほど進んでいない

と思います。

　実際にどのような見直しが必要なのかとい

うと、例えば意識調査を見ると、男性に比べ

て女性は仕事よりも家庭生活や私生活を重視

する傾向が強いとか、管理職よりも専門職志

向が強いという結果が表れています。ただ、

これについては職場や家庭での役割分担を反

映している可能性が大いにあります。ですか

ら、女性のほうが仕事を重視する傾向が低い

から不利に扱ってもいいというわけではもち

ろんありませんが、別の見方をすると、これ

まで男性中心に作られていた職場の風土や仕

事の進め方を見直す必要があるということを

示唆しているように思われます。

　例えば評価制度の問題、仕事についてのあ

いまいな意思決定、仕事と私生活との区切り

がはっきりしていないなど、いろいろな問題

があります。また、これまでのように、残業

が恒常的に行われていて、転居を伴う転勤も

頻繁に命じられるような環境では、男女とも

に働くということが難しくなってきます。で

すから、それもやはり見直しが必要になって

きます。

４．「選別」はどこまで可能か

　このように、組織を取り巻く環境ならびに

個人の側が変化すると、当然ながら雇用管理

や人事制度の見直しが必要になります。私は、

これまで企業や役所で当たり前のように行わ

れていた選別ということを疑ってみる必要が

あるのではないかと考えています。

　私は将来的な見通しに立って人を評価し選

別することを「選別主義」と呼んでいるので

すが、例えば職員の採用、配属、昇進といっ

たさまざまなプロセスで、私たちは当たり前

のように人を評価し、され続けてきました。

もちろんこれは役所に限らず、企業において

も、あるいは大学でもそうで、最近は面接で

入学を決めるとか、ＡＯ入試だとか、いろい

ろなシステムがあります。しかし、果たして

それでいいのか。私はここに大きな問題が含

まれていると考えています。

　一つは、動機づけ、つまりやる気を引き出

すということです。かつてのように組織人が

中心であれば、組織の中での序列に敏感です

から、同僚よりも１年早く係長になれたとか、

ボーナスが1,000円多いというだけでも張り

合いになってやる気を引き出すことができま

した。ところが、仕事人というのは、組織の

中での序列よりもプロとして、あるいは職業

人としての実力や実績を広く評価されること

に関心がありますので、こうした選別や序列

づけではなかなかやる気を出さないというこ

とです。

　二番めに、社会的な正当性の問題です。最

近、役所や大学でも、あるいは教員の採用な

どでも、学力だけではなくて人物重視の傾向

が強くなっています。それは当然のことのよ

うに思われますが、考えてみると、人が人を

評価する、ましてその人の人物や人間性を評

価するということは大変危険な面があります。

特に、プロセスがきちっとしていないと、人

権や名誉にかかわる深刻な問題を引き起こす

可能性があると思っています。

　特に公務員の世界を見ていると、以前の公

務員試験では一次を通れば大体二次も通った

のですが、最近は一次試験でたくさん採って

二次の面接で振り落とされるという傾向です。

かりに100人採るとした場合、筆記試験で110

人採って10人を面接で落とすというのは、ど
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うしてもこれは不適格だという人を10人選ぶ

のですから比較的たやすいかもしれません。

ところが、筆記試験で300人採って、その中

から100人を面接で採るとなると、本当に正

しく評価できるのかどうか、大いに問題があ

ると思います。通ったほうはいいけれども、

人物試験で落とされた人は、あなたは人物に

問題がある、人間性に問題があると言われた

ことになるわけです。私は、いずれこうした

やり方は見直しを迫られるときが来るのでは

ないかと見ています。

　三つめは妥当性の問題です。そもそも人が

人を選ぶ、選別するということが適当なのか

ということです。かつての工業化社会では、

どれだけの知識を持っているか、正解のある

問題をどれだけ正確に解くことができるかと

いうような能力が重視されました。このよう

な能力というのは、筆記試験、面接、学歴、

資格といったもので比較的正確に把握するこ

とができます。ところが、そうした能力は機

械がやってしまいます。

　では、コンピュータや自動化の機械に取っ

て代わることのできない創造性や独創性の能

力というのは、果たして筆記試験や面接で見

ることができるのでしょうか。

　もちろん、できるという人もいます。企業

でもいろいろな創造性の評価方法があります。

しかし、聞いてみると、はっきり言って不可

能に近い、つまり限られた時間と空間の中で

創造性を見ることはできないようです。そも

そも、今までないから創造的なのです。です

から、一見すると頭がよさそうでも採ってみ

るとそうではないとか、逆に、それほど有能

には見えない人が、仕事をさせてみると長期

的にいい業績を伸ばすということは決して珍

しくありません。その点でも、選別主義の限

界が出ています。

５．選別主義から適応主義へ

　ではどうすればいいかというと、私は「適

応主義」という言葉を使っているのですが、

個人個人が自ら主体となって市場や顧客（公

務員の場合は住民や社会）に適応し、その適

応の度合いによって報われるという考え方で

す。

　このような考え方がいちばん進んでいるの

は中国ではないかと思います。最近毎年中国

を訪問して民営企業の調査を行っているので

すが、例えば、中国ではほとんどの会社が社

員を採用する際に試用期間を設けます。試用

期間は日本でもありますが、ほとんどが形式

的です。ところが、中国の場合はその間にか

なりふるい落とされます。それは将来性を見

て選別するということであって、そこで仕事

をさせて実績と適性を見て、適性や実力のな

い人は辞めていくというシステムです。

　さらに処遇の面についても特徴的なことが

あります。中国には「伯楽相馬」という言葉

があって、これは「優れた経営者（伯楽）は

優れた人材（相馬）を見抜いて評価する能力

を持たなければならない」ということです。

しかし、ハイアールなどの会社はこのような

考え方を否定して、「相馬」ではなく「賽

馬」だと言います。賽馬というのは競馬のこ

とで、つまり、あらかじめ優秀かどうかを見

ると外れることがある、競馬のように用意ド

ンで走らせて実績を上げたものが優れた馬で

あったというふうに自動的に評価するという

考え方です。

　これは一見乱暴なようですが、考えてみる

と合理的です。男女差別や学歴による差別も、

もとをたどれば統計的差別です。例えば、統
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計的に女性は男性よりも早く退職する、だか

ら差別することには根拠があるのだという誤

った考え方ですが、それを根本的に排除しよ

うとすると、今申し上げたような考え方しか

ないと考えています。

　ところで最近は、日本でも適応主義的な考

え方を取り入れる会社が増えています。例え

ば採用の際にも、これまでのように新卒者を

いきなり採用するのではなく、インターンシ

ップを通して採用するのが一般的になりつつ

ありますし、紹介予定派遣といって派遣から

正社員に採用する、あるいはトライアル雇用

など、実績を見て採用するという方向に変わ

ってきています。また、異動についても、こ

れまでのように人事部が自動的に配属を決め

るのではなく、社内ドラフトやＦＡ制度など

もここ数年の間に急速に普及率が高まったよ

うです。

　報酬についても市場とリンクさせるところ

が出ていますし、就業形態も多様化していま

す。単に多様化するだけではなくて、多様化

しながら差別はしない。それはどこで見るか

というと、成果、実力一本で見るということ

です。

　選別主義を取ると、どうしても職員や社員

の意識は内向きになります。つまり、社会・

市場・顧客・住民よりも、上司がどう考える

か、上司が喜ぶかどうかを基準に行動するよ

うになります。それが大企業や役所の不祥事

という問題と結びついていると考えていて、

それを外向きに、つまり社会・市場・住民の

ほうに向かせることが必要ではないかと思っ

ています。しかし、なかなか変わろうとしな

い。

　けれども、それは当たり前だと思います。

昇進や人間関係や将来のことを考えたら、内

側を見ていたほうが得だから変わらないだけ

のことで、外を向いて仕事をしたほうが得な

ようにすれば、すぐに変わると思います。得

にするというのは、一般の職員だけではなく

て、管理職や人事の人たちも同じです。企業

でも役所でも、人事部、人事課というと失敗

が許されないのが宿命ではありますが、これ

までのように減点主義ではなくて、成果とエ

ラーを差し引きしてプラスかどうか、その差

し引きで評価するようにしないと体質そのも

のは変わらないと思います。

６．適応重視の人材開発へ

　次に人材開発についてですが、最近は「研

修」と言わずに「学ぶ場を提供する」という

言い方をする会社も出てきています。そして、

かつてのように全体の底上げをするよりも早

期に選別するという流れと、機会を与える、

つまり組織はインフラだという考え方が、全

体の傾向として出てきています。ベネッセの

ようにカフェテリア型を取り入れているとこ

ろもあります。

　さらに、最近では、若い人たちを中心に給

料よりもエンプロイ・アビリティ（雇用され

る能力）を高めたいという意識が強くなって

います。ですから、質が高くて将来のキャリ

アにつながるような仕事であれば、給料が低

くても優秀な人材が集まってきます。これも

組織をインフラと考えていることの一つの表

れだと思います。

　２番めに配属の問題です。これまで日本の

組織では、配属や異動は人事の専管事項だと

考えられてきました。ところが、成果が強く

求められるようになると、成果を上げるため

の条件は公平・平等に与えられていなければ

なりません。当然そうでないと不満も出てき
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ます。そこで私は、配属や育成においては、

個人の選択とインセンティブをもっと取り入

れていいのではないかと思います。

　選択というのは、先ほど申し上げたＦＡ制

のように、「どこに行きたい」「こういう人

材が採りたい」というマッチングによって配

属を決めるということです。それから、イン

センティブというのは、日本では目の前にに

んじんをぶら下げるのは邪道だといわれます

が、強制的に配属を決めて不公平が生じるよ

りも、私はインセンティブを使ったほうがい

いと思います。

　ただ、企業なら、こういう人材を育てたい

けれどもあまり希望者がいない、その場合に

はここに行けば手当を幾らつけるということ

はしやすいのですが、役所ではお金で誘導す

ることは難しいと思います。しかし、例えば

そこに行くとこういう勉強ができるとか、何

か得になるものを与えて誘導する。それがい

ちばん無理がないし、不満も解消できると思

います。ですから、これからもっとインセン

ティブということをタブー視せずに導入して

いけば、職場と個人両方にとってハッピーで

はないかと思います。

　三つめに、能力開発の方法についてです。

高度情報化、あるいは技術革新が急速に進む

時代には、ＯＪＴよりもｏｆｆ－ＪＴ、つま

り、職場を離れた集合研修や大学・大学院な

どへの留学のほうが能力開発の中心になって

いくのではないかということがよく言われま

した。ところが、それは間違いだと思ってい

ます。確かに、基礎的な知識や技術を身につ

けるには、集合研修や大学・大学院で勉強す

ることは大事だと思います。しかし、それは

飽くまでもベースのことであって、仕事のコ

アになる知識や能力は実務を通してしか身に

つかないということです。

　この点も最近いろいろな調査や議論が行わ

れていて、ほぼそれで共通認識が得られてい

ると思います。つまり、コアになる能力とい

うのは質の高い実務経験を通して身につくと

いうことが常識になってきています。

７．職員の意欲を引き出すには

　では職員の意欲を引き出すために何が必要

かということを考えてみたいと思います。先

ほど申し上げたように、選別型から適応型へ

ということが大きな流れだと思います。ただ

し、そういう制度を導入できる職場や仕事は

限られていて、特に公務員の場合には、お金

だけで動機づけることは難しいのが実態です。

　そこで、お金に代わるものは何かというこ

とを考えなければなりませんが、そもそも金

銭による動機づけというのはだんだん効果が

低くなってきます。お金というのは、ハーズ

バーグ流に言えば「衛生要因」です。つまり、

お金がないと不満は感じるけれども、それに

よって動機づけることはできないのです。確

かに給料が上がったりうまくお金が入ったり

したときはうれしいけれども、しばらくする

とそれは当たり前になって、それでやる気が

出るというものではありません。やはり自分

の仕事や能力の根幹にかかわるところに響か

ないと、やる気は出てこないと思います。

　お金に代わるものとしてすぐに言われるの

は、仕事のやりがい、面白さ、楽しさ、ある

いは自己実現です。しかし、それもそこまで

で終わっていいのかどうかという問題があり

ます。学生や働いている若い人たちに、実際

に面白かった、楽しかったのはどういうとき

かを聞いてみると、大半が何かを周りに認め

られたときなのです。サラリーマンの場合で



82

～分権時代における組織経営を考える～

� ���������������������� ���������������������

すと、係長になったとき、あるいはいい仕事

をしてお客さんに頼られた、褒められたとい

ったときにやりがいを感じた、楽しかったと

言います。自己実現にしてもそうです。いず

れにしても楽しさや自己実現というのはそれ

だけで成り立っているものではなくて、多く

の場合、承認欲求と結びついているというこ

とが明らかになりました。

　しかし、なぜかこの承認欲求というのはあ

まり世間ではいわれませんし、意識調査をし

てもなかなか表れません。例えば、社会経済

生産性本部等が毎年行っている新入社員に対

する意識調査では、「将来どういう働き方を

したいか」という質問に対して、「社会的に

偉くなりたい」という人はわずか３％です。

そのほかの調査を見ても、「出世したい」と

か「偉くなりたい」という人は１～２％しか

ありません。それでは出世欲や名誉欲や承認

欲求がそれほど強くないのかというと、どう

もそうではないようです。その証拠に、聞き

方を少し変えると数字が飛躍的に上がります。

例えば野村総研の「生活者１万人アンケート

調査」によると、「自分の能力や専門性を高

めることで社会的に認められたい」という人

が74％、「出世や昇進のためには多少つらい

ことでも我慢したい」という人は20代で52％、

30代で44％あります。このように、少し聞き

方を変えると本音が出てくるということです。

　日本人の場合、特に自分が偉くなりたいと

か出世したいとは言いにくいという背景があ

ります。これについては最近少し変わってき

つつあると感じていますが、日本人の場合に

は特に承認欲求は表に出にくいので、管理者

も経営者も過小評価していたということがい

えると思います。

８．承認欲求による動機づけ

　それでは成果主義はどうなのかというと、

成果主義を導入する企業が増えた一方で、成

果主義はよくないということで見直したり撤

退をする会社も増えています。その背景には、

人間がお金によって動機づけられるという誤

解があったのではないかと思います。もちろ

んお金も必要ですが、お金の背後にある承認

欲求を見過ごしたのではないか。つまり、成

果主義を導入していると、自分の能力や成果

が報酬や昇進にストレートに結びついている

と受け取られるけれども、実際には、評価に

はあいまいなものがあったり、相対評価で必

ずしも成果が処遇に直結しなかったり、業績

や能力が正確に処遇に表れない場合があって、

そうするとかえって承認欲求の欲求不満に陥

るという現象が出てきます。

　それならば、むしろ完全な年功制のほうが

いいではないかという議論もあります。年功

制なら、高い給料をもらっている人や高いポ

ストに就いている人のことを、業績が高いか

らとか、能力が優れているからとは必ずしも

見ませんので、そうした問題は起きないわけ

です。むしろ、給料が違わないのにあの人は

よく仕事をしているということで、逆に尊敬

されることになります。裏を返せば、年功制

というのはある意味で大変厳しいのです。特

に中高年になってくると、高い給料はもらっ

ているけれどもそれに見合った貢献ができて

いないと周りから厳しい目で見られます。で

すから、公務員や大企業などでは、本当のこ

とを言うと給料を下げてほしいと漏らす中高

年のかたもいらっしゃいますが、それをうま

く利用して動機づけてきたのが日本の組織か

もしれません。

　承認欲求で動機づけるにはどうすればいい
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かというと、従来はポストだったわけですが、

当然むやみにポストを増やすことはできませ

ん。そこで最近注目されるようになったのは、

褒めるということです。「褒めて育てよ」と

いうことが学校でもよく言われますが、実際

に、約40万人を対象にしたギャラップ社の大

規模調査によると、褒めたり承認したりする

ことによって生産性が上がった、安全性が向

上した、あるいは顧客の忠誠心が深まったと

いうデータがあります。

　日本でも、例えばＧＡＰという衣類の販売

会社では、同僚がいい仕事をしたときには褒

めるカードを手渡す、あるいは、別の会社で

は褒めるメールを送るという工夫をしている

ところもあります。いずれもそれなりの成果

を出しているようです。さらに別の会社では、

総務や人事といった裏方の仕事でどうして承

認欲求を満たすかということで工夫した結果、

仕事の「見える化」をし、自分の得意なこと

で社内で１番になるという宣言をさせて取り

組んで、これも効果が上がっているようです。

　ただ、組織の中での承認ということになる

と、動機づけの面で限界があります。特に最

近は、広く社会で認められたいという志向を

持っている人が増えています。ではどうすれ

ば外で認められる機会を与えることができる

かということですが、一つは、権限を与えて

自分で成果を上げる機会を作る。もう一つは、

自分の名で仕事ができる。この二つがそろっ

ているとこれが実現できます。例えば、ある

会社では、自分で作った製品に個人のネーム

プレートを張って出荷することでやる気を出

しています。あるいは、新聞社などでも最近

は署名入りの記事が増えていますが、それで

記事の内容が格段に向上したと聞きます。

　そのほかにもいろいろな事例がありますが、

詳しくは拙著『認められたい！』（日本経済

新聞社2005年刊）をご覧いただければ幸いで

す。私も今も新しい事例を探していますので、

もし承認欲求を刺激してこういう業績が上が

った、逆にうまくいかなかったという事例を

ご存じでしたら、教えていただけると大変あ

りがたいです。

９．結　論

　いろいろなことを申し上げてきましたが、

結論的にあえて二つに絞ると、一つは、働き

方にしても処遇にしても、これまでのように

閉ざされた組織ではなく、住民や社会に開か

れた組織、そしてできる限り透明な人事にし

ていくということと、もう一つは、動機づけ、

やる気の源はお金やポストだけではないとい

うことです。お金やポストでも、その背後に

は承認欲求があるのだということをしっかり

見据えて、できる限り認められる機会を増や

していくことが必要ではないかと思っていま

す。
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１．はじめに

　私が仕事をしている瀬戸市は、愛知万博の

キャラクター、モリゾーとキッコロの住んで

いるところで、名古屋市の東隣にあります。

人口は13万人、職員の数が約930人、歳出が

約370億円です。博覧会の間は我々役所の職

員も土日の手伝いなどで大変だったのですが、

博覧会が終わってキッコロとモリゾーが海上

の森に帰ってきましたので、特別の住民票を

作って昨日から発行したら、役所の中が博覧

会のとき以上ににぎわっています。

　大阪には２年前にもお呼びいただいたので

すが、私ども愛知県には、このようにりっぱ

な、市町村の人たちがみんなで作っているよ

うな研修の機関はありません。どこの自治体

も財政事情が厳しい中、職員の研鑽のために

非常に大きな投資をしておられるというのは

素晴らしいと思いますし、内心とてもうらや

ましいと思っています。

　今日は瀬戸市の５年間のいろいろな試みを

お伝えしようということですが、私どもの改

革はまだ継続中ですし、評価も難しいところ

です。組織の状態によってどういう改革がい

いかというのも異なりますので、私どもの奮

闘のようすをお聞きいただいて、何かの参考

にしていただければということでお話を申し

上げます。

２．経営と評価

　経営とは、成果に向けて力を結集すること

です。だれの力を結集するかというと、一義

的には職員の力を結集する。広い意味で言う

と、自治体の行政組織の目標は市全体の目標

とも多く合致するということで、その目標に

向けて市民の力、みんなの力を結集していく。

そういう経営をしたいというのが我々の考え

です。

　皆様がたの自治体では、事務事業評価や政

策・施策評価をどれぐらい導入しておられる

でしょうか。瀬戸市では、平成12年の終わり

から経営改革を始めて、最初は事務事業評価

をやっていたのですが、それは３年ぐらいで

やめて、今は政策レベルの評価に移っていま

す。

　瀬戸市の行政経営における評価とは、「市

民も含めて我々が達成しようと明示的に合意

している成果（目標）」が着実に達成されつ

つあるかを確認することです。ですから評価

するためには、我々が目指す成果〈目標〉を

はっきり定義し、数値による目標値を用意し

て、市民とも合意しておかなければなりませ

ん。目標を作るところが第一歩で、目標がな

いとそこへ向かって力を結集することもでき

ないし、ましてやそれを達成しつつあるかを

確認することもできません。このように、瀬

戸市の経営改革は、目標をみんなではっきり

　　　　　　◆　自治体事例報告

「経営改革への挑戦」

 瀬戸市企画部企画課　　　　

 磯　村　玲　子　　
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させることと、達成に向けて自分たちで行動

できるようになることという、この二つに集

約されています。

３．経営改革の全体像

　瀬戸市の行政経営の目指す姿は、「平成17

年末までに行政組織が目標を共有し、役割分

担と創意工夫で行動できる」ということです。

まず、目標の共有というのは、先ほど言った

「どのような成果を目指すのか」ということ

を合意するという部分に当たります。最初に、

自分たちの組織（部・課）の使命は何か、ど

ういった成果（目標）を目指すのかというこ

とを考え、それを次期総合計画の案として市

民にお見せして、市民参加で目標値などを立

て直しました。これが今、第５次総合計画の

正式な案として12月議会に提案される直前の

状況になっています。

　目標を決めたら、それに向かって手足を動

かして進まなければなりません。「やってみ

る」ということをしないと、計画だけ作って

いても頭でっかちになってしまいます。そこ

で、最初に業務改善提案制度というのを実施

しました。職員の改善提案を市長に直送して

トップダウンで提案を実現するというもので

すが、これはかなり功罪ありました。

　例えば、ダイヤルインにしたらどうかとい

う提案が出て、大代表からかかってきていた

電話が、ある日いきなりダイヤルインに変わ

りました。関係ない部局の一職員の提案でそ

れが実現するというのは、業務改善提案制度

がなければまず行われなかったと思います。

ですから、提案した職員は満足度が上がった

のですが、それを実行しなければならない担

当課の方は、「人に言われてやらされる」と

いう構図になりかねないのです。職員がやる

気を出してあたらなければ、よい改善は出来

ません。そこで「１係１改善運動」というの

に変えました。

　これは、QC運動のようなものです。自分

の業務を自分で改善してみるということです。

どういう改善をするかは、自分たちの持って

いる資源の範囲内でやる分には自分たちで決

めていいということでしたので、非常に評判

がよかったです。そして、今やっているのは

「使命達成運動」です。ちょっとした１係１

改善ではなくて、本来の部や課の使命を意識

した上で、「達成しようと明示的に合意して

いる成果(目標)」をきちんと達成していこう

ということを使命達成運動としてやっている

というのが現在の状態です。以下では、上記

の各ステップの内容を詳しくお話しします。

４．第５次瀬戸市総合計画のイメージ

　まず、成果（目標）をちゃんと定義しよう

というお話です。今の役所の中を考えていた

だくと、瀬戸市もそうだったのですが、自分

たちの仕事の目標なり成果がはっきり定義さ

れているところは少ないのではないかと思い

ます。例えば、環境経済部という部署は「中

心市街地の活性化」や「元気な瀬戸市」とは

言うのですが、それが一体何を指すのか、観

光客が来ることなのか、市民が集まることな

のか、商売が繁盛することなのか、具体的な

定義が共有されていないのです。職員によっ

て解釈が違うので、一体どちらの方向に力を

合わせていけばいいのかもよく分からないわ

けです。観光客に来てもらうのと、市民に集

まってもらうのでは、対策が異なります。目

標がはっきりしなければ、対策はバラバラで

場当たり的になってしまいます。

　それでは力が結集できないということで、
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どのような社会の姿（ビジョン）を目指すの

かを考えて、それを総合計画として市民と合

意することにしました。役所だけの目標では

なく、地域全体の目標として市民と一緒に決

めるわけです。こうして、平成27年度までに

瀬戸市の目指す社会の姿を「自立し、助けあ

って、市民が力を発揮している社会」としま

した。これは、市民意向調査などの結果とし

て、「働く場があり、経済的に自立して暮ら

すことができる」、「病気や障害、離別、子

育て中、介護中、高齢であっても暮らしが成

り立つ」、「市役所の提供するサービスは必

要最低限とし、それを越える部分については、

市民の助け合いや、NPO・企業などの提供

するサービスを利用する」という意見が多か

ったことによるものです。それに対応して、

市役所の使命を「自助・共助中心の社会の仕

組みに転換する」ということに決めました。

今後は市民自ら道を切り開くのを側面から支

援するという役割に転換しようということで

す。これが１年半ほど前のことです。

　この「自助・共助中心の社会の仕組みに転

換する」という言葉は、役所の中で非常にイ

ンパクトがありました。総合計画ですので、

12月に議会で承認されるまでは正式なもので

はないのですが、これが役所の中で決定され

て以降、市長から職員までみんなが「自助・

共助」という言葉を使うようになりました。

そこで私が思ったのは、組織が成果に向かっ

て力を結集するうえでは、目指す姿や使命と

して方向性を明示する表現をもってくる、み

んなが口に出して言うようになるものを据え

るということが非常に重要なのではないかと

いうことです。

　この「自助・共助」をキーワードに、瀬戸

市の行政の各分野の成果を定義しています。

成果目標の達成期限と達成レベルをはっきり

させるため、我々は数字で目標値を定めてい

るのですが、例えば福祉分野では、「健康な

市民が増えている」という成果(目標)を定義

し、これが達成されているかを測るために、

生活習慣病疾病者率という指標を選んで、現

在の67％から、平成27年度には56％に減ると

いう目標を立てています。これを、自助・共

助中心ですから、食生活改善推進員さんとい

う地域のかたが健康になるような食生活を実

践・普及したり、あるいは市民のウォーキン

グ大会など、健康を維持・増進するような活

動に市民自ら取り組むことを行政が側面支援

する形で達成していく。このように今後の行

政の行動内容を目標達成を意識して企画・整

理しています。

５．目指す姿と目標

　瀬戸市の場合、市民も一緒に行動しないと

達成できないような政策レベルの目標設定が

中心になっていますが、これにはメリットと

デメリットがあります。

　メリットとしては、市民と行政共通の成果

として定義ができるので、市民からもチェッ

クしやすいし、トップもチェックしやすい。

それから、行政の仕事の真の成果を定義でき

る、職員が「木を見て森を見ず」になるのを

防げるということがあります。私どもが事務

事業評価を継続せずにこちらに移った最大の

理由がこれで、職員にとっては、一つの事業

でどういう成果を出すかということより、自

分たちのやっている事業全体で市民の健康状

態が改善するというような大きな目標があっ

たほうが仕事にやりがいが持てるし、いろい

ろな手段を思いつくことができるということ

です。行政の仕事だけではたどり着かないけ
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れども、その仕事の真の成果を定義しておい

て、職員みんなでその成果に向かって力を合

わせていこうというようなことで、今こうい

った政策レベルの目標を使っています。更に、

成果目標を達成するように今の事業を根本的

に見直すことができる。例えば、健康診断だ

けやっていてもいけないから、市民が自ら生

活習慣病にならないように自衛策を取れるよ

うなプログラムに変えていこうというように、

事業のメリハリを変えていく議論ができるよ

うになっています。

　デメリットとしては、次のようなことがあ

ります。成果(目標)を市民と合意するために

かなりの時間とエネルギーを必要とすること、

市民を含む多くの主体が努力をしないと、行

政だけの努力では目標達成が非常に困難なこ

とです。ですから、指標の達成度が悪いから

といって、いきなり職員の人事評価を下げる

というような形のリンクは取りづらい目標に

なっています。

　では、目指す姿に向けてどういった目標を

作ったらいいのか。例えば、小学校で「元気

で、明るく、やる気のある子」という目標を

立てているとすると、こういう目標は漠然と

しているのでイメージが共有しにくいと思い

ます。目標に向かって職員が力を結集してい

くためには、目標が具体的に共通イメージと

して職員の頭の中になければなりません。こ

の小学校の目標にいう「元気で」は、どうい

う意味なのかを職員や関係者で話し合って、

もう少し詳しく考えてみる必要があります。

基礎的な体力があるという意味なのか、やる

気があるということなのかで意味が全く違い

ます。よく話し合って決めればどちらでもか

まわないのですが、どちらの意味なのかを考

えておかないと、そのあと指標を選ぶときに

違ってくるし、そのためにどういう対策を打

つかも異なります。

　例えば、「元気で」が「基礎的な体力があ

る」という意味であれば、朝礼で倒れる子が

少ないという指標が一つの案として考えられ

ますし、「やる気のある子」という意味であ

れば、自由課題に取り組む子供が多いという

指標が考えられます。このように目標を掲げ

る場合は、どういう意味なのかがわかるよう

な目標にすることが組織の力を結集する上で

重要であろうと思います。

　さらに、瀬戸市ではそれに目標値をつけて

いて、例えば朝礼中に倒れる子供の数が年間

27人なら、18年度中にそれを半分にしようと

いうような目標値をつけています。半分にす

るにはいろいろな対策、事務事業を打たなけ

ればいけないので、例えば朝の体操の会をや

ったらどうか、総合学習の時間に体力づくり

をやったらどうか、親に朝ご飯の大切さを勉

強してもらったらいいのではないかといった

複数の方策で成果目標にたどり着けるように

する。このような手段の立案が職員の創意工

夫や改革・改善の発揮のしどころになるわけ

です。こうして、よい目標は、職員や関係者

に正しい方向での工夫や努力、改革・改善を

促し、力を結集することができるのです。

６．目標と指標

　私どもの目標のつけ方ですが、重要なこと

に目標をつけ、重要でないことは目標をつけ

ないようにしています。目標をつけると公開

されますし、どうしてもそれに力が入ってい

きますので、全部に目標をつけると、お金が

かかったり人が足りなかったりしてやり切れ

ないからです。

　それから、適切な指標を選ぶことがいちば
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ん難しくて、市民と一緒に目標値などを検討

するのですが、納得できる指標がなかなか見

つからないことが多いです。例えば、基礎的

な体力がある子供が増えるというところまで

は市民の側もまず異論がないのですが、その

あと、朝礼で倒れる子供の数を指標にして、

それを半分にするという目標値がいいかどう

かは割と議論になります。基礎的な体力のあ

る子が増えるというところまで合意できれば、

あとはよりよい指標を見つけるためにみんな

で頭をひねります。それでもよい指標が見つ

からなければ、代替指標を設定し、そのあと

も指標自体を改善していく努力を続けるとい

う考え方が必要だろうと思います。

７．１係１改善運動の実施

　次に実践の運動のほうですが、１係１改善

という運動を２回やりました。これは一つの

係が半年に１個改善してくださいということ

だったのですが、第１回目の最優秀賞は消防

本部の総務課が取りました。どういうことを

やったかというと、本部員は制服を着て執務

をしていたのですが、二次出動といって本部

員でも出動しなければならないことがあるの

で、出動に備えてはじめから活動服で執務を

してはどうかという改善です。活動服で執務

するようにしたことで、二次要員の出動時間

が数分間短縮されました。それが外部のかた

を交えた審査で最優秀になりました。

　第２回では給食センターの改善事例が最優

秀になりました。昔は床に水をこぼして調理

するのが普通だったのですが、衛生上よくな

いということで、今は家庭の台所のように床

に水をこぼさず調理するように求められてい

ます。これをドライ運用というのですが、ド

ライ運用するには、設備や調理の仕方を変え

なければなりません。瀬戸市は財政状況が厳

しいものですから設備を改修するお金がない

と言っていたら、給食センターのほうが自分

たちで調理台を工夫して、ドライ運用を70万

円ぐらいの経費でやってのけたのです。「そ

んなことができるなら、もっと早くやればよ

かったではないか」と言ってしまうと、この

運動はうまくいかないのです。成果の上がる

改善をやってのけたことを「よくできたね」

と言うのがトップの仕事だと思います。改善

の結果を見た後で、「なぜもっと早くやらな

かったのだ」としかられるのでは、誰も改善

できなくなります。給食センターの改善もお

金で表現すれば何百万円の節約ということで

すが、その裏にはマネジャーと職員が一致団

結して今までの仕事のやり方そのものを変え

るという難題の克服物語があるわけです。

８．使命達成運動

　現在、使命達成運動というのをやっていま

す。これは職員が係単位で業務の質を向上さ

せたり、効率化をする改善運動に比べると、

組織の本来の目標達成のために力を結集して

いく運動ですので、部課長のマネジメントが

試されます。自分たちの部の成果目標が数字

で作ってありますので、その達成状況とかか

ったコストを部長が市長に年３回報告します。

その合間には部下が目標に向けて力を結集す

るように部内をきちっとマネジメントする。

いわゆるＰ→Ｄ→Ｃ→Ａサイクルをまわすこ

とです。こういう使命達成運動を、民間企業

の取締役会に当たる政策会議と、その下に置

いた各部使命達成会議の間でやり取りをしな

がら行っています。これは瀬戸市の５年間に

わたる経営改革の完成形として到達したマネ

ジメント体制といえます。
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　この中でチェックされるのは、毎年の成果

（目標値）の達成状況と、それに対するコス

トの状況です。倍のコストをかけて倍の成果

が上がるのはある意味当然ですので、そうで

はなくて、コストが同じで成果が上がる、あ

るいはコストが下がって成果が上がるという

マネジメントが展開できたかどうか。それを

政策会議でチェックをしながらやっていく仕

組みが使命達成運動です。はじめに市民と一

緒に作った目標に向けて、みんなの力を結集

して行動し、最後に成果（目標）の達成状況

をチェックして行動を改善するというマネジ

メントサイクルがここにあります。

　18年度以降はいよいよ第５次総合計画とし

て作った目標の達成に向けて、市民と行政が

力を結集していくことになります。５年間経

営改革を行って、ようやくマネジメント（目

標に向かって力を結集すること）の基礎的条

件が整いつつあるということでしょうか。こ

れを振り返るとき、経営改革自体が目標を定

め、組織的・継続的・計画的に行われなけれ

ばならないという思いを深くします。
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１．はじめに

　福井市は、人口が25万5,000人、面積が340

平方キロメートル、海と山があり、自然と街

とが一体となっているまちです。来年の２月

には周辺３町村と編入合併する予定で、今、

新市の予算編成の最中なのですが、予算一つ

にしてもあまりにやり方が違うので、四苦八

苦しています。

　今日は「地方分権時代における組織経営を

考える」ということですが、福井市は組織経

営は全然進んでいません。皆さんの自治体の

ほうが進んでいらっしゃるのではないかと思

いますが、福井市が行政評価に取り組んでい

く中で出てきた組織に対する問題点や、逆に

そこが重要なのだというようなお話をさせて

いただけたらと思っています。

２．行政評価制度の取組みの背景

　福井市が行政評価制度に取り組んだきっか

けは、平成10年に普通会計で赤字決算を出し

たことです。このときから、全市を挙げて行

財政改革に取り組み始めました。平成10年度

から12年度を集中改革期間と位置づけ、第二

次行革大綱の策定をして、事業別予算と、事

務事業評価の導入をはじめとしたマネジメン

ト改革を進めていくようになりました。

　ちょうど同じころに第四次総合計画の進捗

状況を総括していたわけですが、この第四次

総合計画に設定されていた目標が、例えば

「土地区画整理事業の推進」などというあい

まいで定性的な表現であったために、かなり

苦労しましたし、その検証ができなかったと

いうことがありました。また、平成10年に事

務事業評価をやり始めたときに、きちんと上

位の目標が設定されていなければ青天井にな

ってしまうのではないか、だから総合計画で

も目標をきちんと定めていかなければいけな

いのではないかということがありました。そ

ういった課題が明らかになっていましたので、

第五次総合計画ではすべての施策に何らかの

数値目標を必ず設定することにしました。ま

た、この当時の総合計画というのは、かなり

の自治体で既存事業を総花的に羅列するよう

な作り方がされていたと思うのですが、それ

を一切やめて、目的を体系化し、その達成手

段としての事務事業を柔軟に改廃できるよう

な計画を策定しました。

　福井市の第五次総合計画の施策体系は、人

を中心として、人、街、自然、文化という四

つの目標があり、「基本柱」と呼んでいる施

策に対して１ないし２の数値目標、全体で73

の数値目標を掲げています。この総合計画は

平成14年度から開始し、目標年次は23年度に

なっています。

　今までは総合計画を作って終わりというよ

うなところがありましたが、数値目標まで作

　　　　　　◆　自治体事例報告

「改善する事務事業評価への転換」

 福井市企画政策部政策調整室　　　

 牧　田　美佐穂　　
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ったということで、これを全市挙げて達成し

ていかなければならない状況になりました。

そこで、この目標値を達成するツールとして

施策進行管理システムを導入し、事務事業評

価の位置づけを「切る」ための評価から「改

善する」ための評価へとシフトしています。

３．施策進行管理システムとは

�１ 　システムの概要

　施策進行管理システムは、第五次総合計画

で掲げた73の数値目標を活用しながら、施策

の進行状況とその下にぶら下がる事務事業の

有効性を検証していくというものです。この

システムの特徴は、各部局長から推薦を受け

た46名の中堅・若手職員（ワーキング委員）

が評価するところにあります。さらに、これ

らの職員には担当所管外の柱を持ってもらっ

て、行政内部の評価ではありますが、外部評

価的な目線も併せて持たせています。市の職

員ではありますが、他方では市民でもあるわ

けで、自分の所管ですとどうしても行政の立

場を優先する、あるいはそういう目線になり

がちです。しかし、若干自分の担当とは違う

柱を持つと、逆に市民の目線に近い立場でそ

の施策を見ていくということがありますので、

そういった形でチェックを行っています。

　外部評価を導入している自治体も多いと思

うのですが、福井市は、外部評価を導入する

ことはすぐできるのだけれども、それよりも

まず自分たちがやったことは自分たちできち

んと評価をする、そして、それに慣れるよう

にしています。そして、先ほど磯村さんから

「木を見て森を見ず」というお話がありまし

たが、やはりどうしてもそういう形になりが

ちなので、広い視野を持っていただくために

若手職員にお願いしています。副次的な効果

として、施策立案の研修的な要素もこの中に

は含まれています。

�２ 　施策進行管理システムの流れ

　このワーキング委員はどういう形でチェッ

クを行っているのかというと、基本柱が46、

ワーキング委員が46名ということで、一つの

基本柱に１名のワーキング委員が張りつくと

いう形を取っています。また、基本柱の目標

が同じワーキング委員どうしで八つの部会を

作っています。これは二次評価的な部分があ

るのですが、どうしても客観性が担保しきれ

ない部分がありますので、さらに部会で数人

でディスカッションしていくことで客観性を

保つようにしています。

　ワーキング委員は、まず基本柱に設定をさ

れた数値目標の現状値をチェックして、担当

する基本柱の現状分析や課題を抽出します。

その次に、基本柱に関係する事務事業評価シ

ートを使って、成果指標の推移や施策への寄

与度などを基準に、事務事業の二次評価を行

っていきます。そして、課題がある事務事業

を中心に改善策をまとめて「施策推進プラ

ン」の素案を作り、八つの部会で検討を重ね

て、そのプランに対しての実現可能性を所管

課に対して意見照会します。これは、施策推

進プランを実現するためにはどういう問題が

あるのか、できないのであれば何が原因でで

きないのかといったところをいったん担当課

にフィードバックして、「施策推進プラン」

の実効性を上げるような工夫をしているもの

です。

　そして、意見が出てきたら、最後はまたそ

の部会で検討していくわけですが、でき上が

った最終案を、企画政策部長、企画政策部次

長、政策調整室長、それから人事、財政の課
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長を交えた「施策進行管理会議」に上げて、

そこで施策進行管理調書と施策推進プランの

決定を行うという流れで行っています。この

会議には、各部会で検討した最終案だけでは

なく、中間に作った施策推進プランと各所管

課の意見と最終案の三つを対比させて、作成

過程を明らかにした形で決定を行っています。

そして、平成15年度から、この中から20件ほ

どピックアップして市長・副市長とワーキン

グ委員との直接協議を行い、予算時における

施策推進プランの実効性も上げるようにして

います。

�３ 　施策推進プラン（平成15～17年度）

　平成15年度のプランを一つご紹介したいと

思います。「子育ての不安と負担を軽減す

る」という基本柱に、誕生祝金事業と乳幼児

医療費助成事業というものがあります。平成

15年度現在で、福井市の乳幼児医療費の助成

は３歳児までとなっていました。また、誕生

祝金については、出生した子供の人数に応じ

て支給する金額を変えていて、少子化対策に

取り組む政策の一つとして導入したものです。

　この柱を担当したワーキング委員がちょう

ど乳幼児を持つ母親で、子育てにかかる経費

がどんどん増えているので、一時的にもらう

誕生祝金よりも継続的にフォローしてもらえ

る乳幼児医療費の助成年齢を引き上げてほし

い、誕生祝金事業の財源を助成年齢の引き上

げに充当してはどうかという提案を出してい

ます。市長は、誕生祝金のような直接的に市

民の目に見える給付金事業を切るのは勇気が

要るということで、協議の場ではあまりいい

顔をしなかったのですが、予算査定の場で、

「若い職員にああいうふうに言われたから

な」ということで、誕生祝金を廃止して乳幼

児医療費の助成年齢を就学時まで一気に引き

上げるように指示をしました。

�４ 　予算への反映について

　では、これをどのように予算に反映してい

くのかということです。評価と予算の連携と

いうのは、行政評価を担当しているかたには

ある種永遠のテーマだと思うのですが、評価

書を書くほうからすれば、予算につながらな

ければ何のために書いているのかというふう

に思われるかたも多いかと思います。この施

策進行管理では、管理会議で決定された施策

推進プランを各所管課に予算要求前に提案し、

この提案書を受けた担当課は可能な限り新年

度の予算に反映することになっています。

　参考までに、昨年度の施策推進プランが予

算にどう反映されたかということですが、提

案件数は197件ありました。そのうち新年度

で完全に対応したものが68件（34.5％）、そ

して、すぐに全部は無理だけれどもできると

こ ろ か ら 対 応 し た と い う も の が40件

（20.3％）ということで、新年度に何らかの

対応をしたのは54.8％になっています。

　個人的には、現段階では施策推進プランを

100％予算に反映しなければならないとは思

っていません。無理やり予算に反映させたと

いうふうに形を残すことは簡単かもしれませ

んが、仕事というのは、組織、人がやってい

るものですので、無理やり結果を変えてしま

うというのは、摩擦が起き、ひずみが起きて

いくと思っています。ただ、このワーキング

委員は毎年変わっていくのですが、同じよう

な提案が毎年毎年出てくることがあります。

人が替わってもそういう提案がたくさん出て

くるというのは、市民の目から見てもやはり

おかしい、変えなければいけないと思うとい
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うことですから、提案を反映しないとか、で

きないといった場合にも、いずれそれは職員

自身で変えていかなければならないと確信し

ています。

　施策進行管理は平成14年度から取り組んで

いるわけですが、これを進めていく中で、職

員の意識の壁と組織の縦割りの壁という二つ

の壁にかなり悩まされました。施策推進プラ

ンを各所管課にフィードバックしたときに、

最初から「できない」「何を余計なことを言

っているのだ」と言う職員がいたり、あるい

は、複数の課にわたる提案がかなりあります

ので、「これはうちの担当だけではできない

よ。あそこの課もこっちの課もやらなければ

いけないから、僕のところでは回答できな

い」とか、「やりたくないよ」「やらない

よ」と言われて、かなり個人的にへこんだ記

憶があります。しかし、皆さんまじめで自分

の仕事に愛情を持っていらっしゃるので、逆

にそのために、市民の目線であったり、市全

体の中の自分の担当課という目線を置くこと

ができなくなってきているということを感じ

ています。

　行政評価というのはどうしてもやらされ感

が付きまといやすいものなので、それをきち

んとまわしていくためには、職員一人一人の

改革の意識、改善の意識がとても重要だと思

います。組織や自分の所管にこだわるのでは

なくて、いろいろなことを前向きに考えられ

る職員の意識、組織風土づくりの必要性を、

私はこの施策進行管理会議や行政評価の取り

組みを通じて痛感させられたところです。今、

福岡市のＤＮＡ運動、尼崎市のＹＡＡるぞ運

動、そして瀬戸市さんでも運動をされていま

すし、大阪府内でも八尾市さんや摂津市さん

がいろいろな業務改善運動に取り組まれてい

るかと思います。そういう自治体が最近増え

てきたというのも、こういうところが大きい

のではないかと思います。どんなにいい仕組

み、制度があっても、それをする職員の意識

によって、よくも悪くもなっていきます。評

価と予算の連携というのはよく言われますが、

評価と組織の連携も同じく重要で、個人が生

き生きとしている組織、そして前向きに改善

に取り組み続けていく組織というのが、これ

からの自治体経営の大きな鍵になってくると

思っています。

　福井市でも来年度から業務改善運動に取り

組んでいきたいと考えています。システムの

仕組みの改善と組織の改善をリンケージさせ

て、一歩また進んでいきたいと考えています。

４．自治体ベンチマークの取り組み

　業務改善運動ともう一つ福井市が本格的に

取り組んでいこうと考えているのが、自治体

ベンチマークというものです。組織の話から

は外れるのですが、一つご紹介したいと思い

ます。

　福井市には、先ほどの施策進行管理や事務

事業評価をＩＴの面から支援する「ジョーズ

三兄弟」というシステムがあります。まず一

つめは、市民満足度や市民ニーズの傾向の把

握、職員の側からいけばアンケートの集計を

楽にし、職員のだれもが自分の席で利用でき

るというアンケート支援システム「聞きジョ

ーズ」です。二つめが、総合計画で設定した

数値目標や社会指標の経年変化をシステム上

で簡単に把握することができる創造プランデ

ータベース「調べジョーズ」、三つめが、本

市と似たような規模を持つ自治体間でデータ

ベースを構築して、よりよい施策立案や業務

改善に生かしていくための自治体ベンチマー
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クシステム「比べジョーズ」です。

　三つめの自治体ベンチマークシステム「比

べジョーズ」に力を入れたいと思っているの

ですが、ベンチマークというのは一般的に計

測指標という意味で、この「比べジョーズ」

では現在17分野、135の指標の登録をしてい

ます。すべての指標においてグラフ表示をさ

せ、視覚的に都市間比較ができるようになっ

ています。このシステムは、ランキングをす

ることが目的ではなく、自分の自治体の相対

的位置を確かめて、逆に、先進自治体の強み

の部分、ベストプラクティスを学んで、自分

たちの業務改善に活かしていくことを目的と

しています。

　現在、福井市と同じ特例市の自治体のかた

に声をかけて、34の自治体にご参加いただい

て運営をしています。大阪府内では八尾市さ

ん、豊中市さん、枚方市さん、近畿圏では大

津市さん、尼崎市さん、加古川市さん、明石

市さんにご参加をいただいています。また、

昨年度から「比べジョーズ研究会」というの

を設けて、１年に１回、参加自治体の活動状

況の報告、意見交換などを行っています。さ

らに、この８月からこの研究会の下に分科会

を設けて、希望する自治体だけですが、保育

サービスなど特定の分野において少し掘り下

げた指標を用いて比較を行い、データベース

から一歩進んだ業務改善に生かしていくため

の取り組みを行っています。

　福井市もこういった取り組みを始めたのは

割と早いほうだと思うのですが、それでも実

はあまり進んでいません。こういう取り組み

というのは成果がないとよく言われがちです

が、私は、成果というのはそう簡単に出るも

のではなくて、ちょっと後ろを振り返ったと

きに、「あ、けっこうこういうところまで登

ってきたんだな」と感じるものだと思います。

やり続けていくということが大事だと思って

います。

　ちょうど１年前、大阪府内のある自治体の

総務部長さんのお話を聞く機会があったので

すが、そのかたは「市長は代わっても市は残

る」とおっしゃっていました。市長が代わっ

ても市が残るというのは当たり前のことなの

ですが、その残っていく市の職員であるとい

うこと、それはどういうことなのかというこ

とを重く受け止めました。自分たちの住むま

ちのデザインを描いてその実現に携わること

ができる、その限られた人間であるというこ

とを認識したときに、やはり常に同じことを

やっているのではなく、前向きにやり続ける

こと、そして、そういう組織を作っていかな

ければいけないということをかなり強く感じ

ています。

　私は政策調整室に配属されて４年めになり

ますが、それまでは総合計画が何なのかも全

く分からないような職員でした。でも、何か

おかしい、今のままではいけないなという思

いを常に持っていましたし、その思いを皆さ

んも積極的に出していっていただきたいと思

っています。テーマにありますような「分権

時代」には、地方自治体で権限と責任を持っ

て施策の立案・実行をしていかなければなら

なくなってきます。その中で、評価と改善と

いうものは絶対不可欠であると思っています。

皆さんと府県は違いますが、同じように切磋

琢磨しながら、住み続けたいまち、住みたく

なるまちを一緒に作っていけたらと思ってい

ます。
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　職員数が減少する中で、職員のやる気、組

織の活性化をどう促していくかということが、

本市でも今後の大きな課題であり、それを考

えていく上でのヒントが得られればと、今回

この連続講座に参加させていただきましたが、

様々なテーマについても考えさせられるいい

機会になりました。

　まず、NPMに代表される改革の手法を取

り入れていく上で、自分たちの自治体にとっ

て何が課題なのか、問題の咀嚼をしないと意

味がないという点について、田尾先生や田村

先生からお話を伺ったのですが、それについ

ては改めて自らの業務を進める上で留意する

必要があると感じました。

　また行政評価については、多くの自治体で

取り組まれており、本市でも現在本格導入の

作業を続けているところですが、本講座の中

での「評価の手法の習得にばかり労力を費や

していないか、その中で評価疲れを起こして

いないか」「行政の仕事は長期のスパンで見

ないと本当の成果は分からない部分もあるの

では」などの投げかけについては、行政評価

を真に有効に機能させていく上での課題を提

示していただいたと考えております。

　永田先生の話にあった自治体職員のキャリ

ア管理という考え方については、今後職員の

インセンティブを高めていく手法として大変

興味深い話であったと感じました。

　林課長との意見交換については、インセン

ティブの向上には仕掛けが必要であること、

また、仕掛ける方が萎縮していては駄目で、

思い切った姿勢が必要だというご意見をいた

だく等、大いに今後の業務の参考となりまし

た。

　そして今回のテーマである「組織経営」と

いうことについては、「人・モノ・金・情報

という“資源”をいかに効果的に使うかとい

うことが“経営”であるが、これから先、そ

の資源は減少していく。また地方分権によっ

て、自治体の裁量権が今まで以上に大きくな

っており、市民意識の高まりとともに、より

上質な判断と、それに対する明確な説明責任

が求められる。そういった中で、どうやって

施策を展開し、より良い行政サービスを提供

していくのか、そのためにこれからの組織で

は“人”、つまり一人ひとりの職員の質やイ

ンセンティブの向上など、“人を活かす”組

織づくりが重要である」という話を田尾先生

よりいただき、｢組織｣と「人」については自

治体に限らず組織体が抱える、一朝一夕には

解決できない古くて新しい課題ではあります

が、より良い行政経営につながる組織づくり

の取り組みを地道に続けていく他ないのだと

改めて感じました。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を受講して

 八尾市企画財政部地域経営課経営室　　　

 萩　原　　　伸　　
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　現在の地方自治体は、激変する社会経済情

勢や三位一体改革による地方交付税の削減等

の環境の変化により、非常に厳しい行財政運

営を強いられている。そのような状況におい

て地域の実情にあった、行財政運営の先進的

な取り組みを行っている自治体もあり、今回

の連続講座を通じて、さまざまな事例につい

て検証できたことは非常に有意義であった。

今後の組織経営を考えていくにあっては、

「地域の実情」と「人」という観点が非常に

重要であると再認識した。

　現在それぞれの自治体で取り組まれている、

行財政改革、組織改革、経営改革といったも

のが、全ての自治体にとって万能薬になり得

るのか、といえばそうではないと考える。地

域の抱える多種多様な課題により一つとして

まったく同じ自治体はなく、地域の実情に応

じた施策を展開していくためには、全ての職

員がその職責において、その自治体が置かれ

ている状況を再認識して、何が必要で何が不

必要かを吟味・選択し、その情報を組織にお

いて共通認識としたうえで方向性を定めてい

くことが不可欠である。

　また自治体組織を構成する職員については、

大きな変革期であり、その業務内容、雇用形

態、業務のアウトソーシングなど今後のあり

方を考えていかなければならない。現在の職

員を取り巻く環境は、ここ数年の行財政改革

に伴う職員数の削減や今後も改革が継続され

ることによる改革疲れ、加えて住民との協働

といった新しい自治への対応など、非常に厳

しい状況である。

　本町においても、平成13年12月に策定した

「財政再建プログラム」により職員数は計画

策定時の183人から現在141人（▲42人）に減

少した。計画に位置付けた勧奨退職以外の退

職も多く、人的資源が大きく流出した状況で

あり、組織力の強化、活性化とともに優秀な

人材の確保が喫緊の課題である。

　組織力の強化、活性化については、先にも

述べたとおり情報の共有化を図ることによっ

て進むべきまちづくりの方向について、すべ

ての職員が統一認識をもち、前例踏襲ではな

く何かを変えていくという組織風土を創造し、

組織改革を実行していかなければならない。

なにしろ人の能力は倍も変わらないが、やる

気、元気、前向きな姿勢は数倍、数十倍の差

があり、それが組織を活性させる大きな要因

となるため、職員の資質向上、志気の向上に

着実に取り組むことが、地道ではあるが現在

の自治体の組織経営に求められているもので

あると考える。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を受講して

 能勢町町長公室政策係　　　

 大　植　信　洋　　
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　私自身昨年度に続く２年目の受講となった。

本年度は、組織改革の具体例を中心にゲスト

スピーカーからの指導を受けた。この中で感

じた大きなものとして２つあげられる。一つ

は現状分析の重要性であり、もう一つは組織

改革の長期性・継続性である。

　一点目について、よく首長が変わるごとに

組織改革が叫ばれる。背景には組織は新しく

なければならない、改革しなければならない

という意識があるということ。前任者とは違

い、良くしているという宣伝に使われている

ようである。しかし、組織改革は目的ではな

く、住民のための行政を実現するための一手

法であるはずである。そうであるなら、組織

改革には、現状分析を徹底して行い、何が問

題なのかが明らかにされなければならない。

そこから住民のための行政を実現のためには、

どこを変え、またはどこを変える必要がない

かが明白になる。改革という美名のもとに変

える必要のないところまで変えることになっ

てはいけない。したがって、現状分析を徹底

して行い何が問題かを把握する必要がある。

　二点目については、組織改革は急激にでき

るものではなく、長い期間をかけて継続した

結果であるということである。結局、組織が

変わるということは、組織の一人ひとりの考

え方が変わり、そして人々の行動が変容して

いくことである。そのためには、個人が組織

の目的を理解し、その目的達成のために個人

が自ら行動していくことが必要である。職員

一人ひとりが主体的に変わっていけるような

働きかけが必要である。

　自らが変わっていくためには、組織への参

加と承認が必要である。すなわち組織の一員

であるという実感である。自分の行動が組織

目標達成に合致し、役立っているという実感

があれば、自ら行動できるのではないだろう

か。

　このような状態になるためには、一朝一夕

にはいかない。長い間に身につけた考え方を

変えていくのだから、やはり長い時間を要す

る。しかし、その地道な働きかけが結局は一

番の近道なのかもしれない。

　経営資源が限られながら、成果は従来以上

のものが求められている分権時代において、

組織の問題点は何なのかという現状認識の上

にたって、人々の行動を組織目標達成の方向

に向かわせる地道な息の長い働きかけが必要

であると感じた。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を受講して

 河内長野市企画経営室人事グループ　　　

 宮　阪　晴　久　　
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　堺市は、長年の悲願であった政令指定都市

の実現に向けて、全庁を挙げて準備作業に取

り組んでいる。私も組織管理に携わる一員と

して、区役所・児童相談所といった必置機関

の整備、国・府道の道路管理といった移譲事

務を円滑に執行するための体制整備等につい

て、各局と調整を続ける毎日を送っている。

　現行の地方自治制度上で最も権限と財源が

保障されている政令指定都市を目指し得る自

治体であることは誇りであるが、それは表裏

一体のものとして、首長の意向が組織全体に

容易に浸透しない、行政内部での意思決定・

調整に時間を要する、仕事が細分化され個々

の職員が仕事に取り組む意義を実感しにくい

といった組織規模の大きさゆえの課題を抱え

ていることに他ならない。

　そうした中で本講座を知り、組織管理を行

っていくうえで日頃感じていた課題や悩みを

解決する糸口を見出せればと参加させていた

だいた次第である。

　本講座を通じて学識経験者の方や先進自治

体の方の講義を聞き、意見交換をする中で、

先進的と言われる事例が他と同じような課題

を抱える中でどのような独自のアプローチで

課題解決に取り組んできたかを窺い知ること

ができ非常に有意義であった。とりわけ複数

の事例で取り上げられていた「民間や他自治

体の取組をそのまま持ち込んでもうまくいか

ない」「成功事例はリーディングケースでは

無くとも、自分達にとってのプラスアルファ

の仕掛けを考えている」「改革を行う目的・

必要性が十分議論されないまま、改革自体が

目的化している例が多い」といった視点は、

ともすればその時々の組織改革のトレンドを

安易に取り入れがちな傾向への反省材料とし

て、常に念頭に置いて組織改革を考えていか

なければならないと感じた。

　また、特に問題意識として感じていた「ト

ップマネジメントを補佐するための横の連携

（管理部門を中心とした上層部の連携）と縦

方向の意思疎通（トップ－管理職－職員の間

の意思疎通）のあり方」についても、海上保

安庁といったある種特異な組織を含めて様々

な組織に属した方の意見を聴く中で、自分な

りの意見・考え方を整理することができ、非

常に有意義であった。

　当初に掲げた本市の課題は、即効性・実効

性のある改革手法が確立されていないものば

かりであるが、本講座を通じて習得した知識

や考え方をもとに、政令指定都市「堺」の礎

となる組織の実現に向け今後も取り組んでい

きたいと思う。

　

連続講座「分権時代における組織経営を考える」に参加して

 堺市総務部行政課　　　　

 宮　尾　半　弥　　
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　一口に組織といっても様々な組織がある。

一番身近な組織といえば、多くの人が「家

族」ということになろう。「家族」と「自治

体」では、同じ組織でもずいぶん違うが、今

回の連続講座で共通点もあることに気づいた。

　第１回目の田村先生の話の中で、トップマ

ネジメントの重要性を知ることができたが、

家族も自治体もトップマネジメントによって

組織として歩む方向が大きく違ってくる。そ

して、両方とも皮肉なことに、組織の構成員

にトップを選ぶ権利がないのである。

　第２回目の林先生の講座では、京都市の事

例から評価の際の基準の設定の重要性に気づ

かされた。家族においても、親がむやみやた

らに子供を叱ったり、またその逆に誉めすぎ

てもいけない。そこには子供に対するしつけ

のスタンダードというものが必要なのであり、

それが自治体にも少なからず言えるのではな

いだろうか。

　第３回目の永田先生のときには、個人と組

織の関係がとても興味をそそった。組織の中

の個人、そして一方では個人にとっての組織

があり、それはやはり家族も同様である。

　最後に、今回の連続講座において、大学や

先進自治体から多くのことを学び、大阪府下

の市町村の自治体職員との意見交換ができた

ことは、自分にとって大きな経験となり、今

後の研究に役立つと考えている。今回お話い

ただいた諸先生方並びに他の自治体職員の皆

さん、そして何より愛する家族に心から感謝

したいと思う。

　

連続講座を終えて

 枚方市子育て支援室　　　

 川　嶋　徹　也　　
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○　自治体改革に万能薬なし

　第１回の講座では、組織改革を行う場合に

は、組織の現状を把握し、何が問題なのかを

検証して、その問題解決のための取り組みを

行ってこそ改革の意味があるという話があり

ました。色々な改革の成功例はありますが、

どの自治体も、同じ手法で同じ結果を得る事

ができるかは疑問だという事だと思います。

私は今、行財政改革推進室に席を置き、行革

に携わっていますが、本市が本当に求めてい

る改革のメニューになっているのか、改革の

ための改革になってはいないかという事を改

めて考えさせられました。

○　自治体も普通の企業に成りつつある？

　市民サービス向上、情報公開、行政評価な

どの一連の流れは、自治体が特殊な存在から、

普通の企業のように成ろうとしている過程な

のかなと思います。社会的に信頼されている

企業が行っている事は、自治体も取り入れる

べきという事でしょうか。そう考えると、連

続講座でも何度も出てきましたNPMも、そ

の流れの一つではないかなと思います。自治

体と企業という社会的な立場の違いはあるに

せよ、企業経営のノウハウを、自治体運営に

利用できるものは利用するという事だと思い

ます。ただし、ここで重要なことは、NPM

だから行うのではなく、改革の手法として

NPMもあるという事です。

○　自治体の実力に自信をもて

　田尾先生は、講座の中で世界を見渡しても

日本の自治体の能力は高いと述べておられま

した。この言葉は非常に心強く、自治体職員

として自信を持たなければならないと思いま

す。しかし同時に、組織の能力を高めるには、

個人の能力を高める必要があるとも述べられ

ていますので、これは大きな課題です。また

先生は、自治体というものを評価した上で、

うわべの議論に流されず、地に足のついた改

革を求められておられると感じました。これ

は、自治体という大きな組織の改革の難しさ

を伝えられているのだと思いました。

○　最後に

　連続講座を終えて一番私が刺激になった事

は、同じ立場で受講されている皆さんの自治

体運営に対する問題意識の高さです。この事

を肌で感じられた事が、私の一番の収穫でし

た。

　また、十分な理解の無いままに受講した私

に、丁寧に説明して下さいました田尾先生や

講師の皆様には感謝しています。ありがとう

ございました。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を受講して

 高槻市市長公室行財政改革推進室　　　

 川　本　　　亨　　
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　組織改革は、手段なのか目的なのか。各自

治体はNPMや民間企業をモデルとした改革

手法をこぞって取り入れているが、改革のた

めの改革に陥っていないだろうか。

　財政が悪化し市民意識が成熟している中で、

地方分権化が叫ばれ、「何かやらねば」とい

う意識は年々高まってきていることと思う。

これまでPlan－Do－Seeというマネジメント

サイクルのSeeをおろそかにしてきた自治体

にとって、またそもそもハイコストである行

政という業種において、人・物・金という経

営資源を効率的に配分するためには「評価」

という概念の定着とその徹底が急務であった。

しかしながら理論上それを理解しても、行政

における評価制度は未だ成熟されていないと

いえる。

　現在の評価制度の重大な問題点は、問題意

識の共有化がなされていないことである。改

革に対する意識が醸成されていないがために、

改革のツールであるはずの評価が逆効果とな

り、所謂「評価疲れ」を招いていることも少

なくない。改革を取り入れるということは、

問題があってからこそであって、その問題を

個々のレベルで共通認識しなければ、改革は

ありえないのではないだろうか。

　つまり、改革の前に問題ありき。組織の前

に個人ありきということをこの研修を通じて

学んだような気がする。確かに、目的を単一

に絞り込める民間企業とは違い、行政目的は

多岐にわたる。そういった根本的な違いを無

視して闇雲に民間の手法を取り入れるのは賢

明ではないかもしれない。ただ、問題点さえ

はっきりしていれば、それに対応する手段と

しての「改革」は必要である。そしてその問

題点を個人が認識し、本気で取り組むことに

より組織が変わるのではないだろうか。「改

革」にとって最も重要なのは個人の意識改革

であり、「評価」の重要性を理解できる職員

の育成を図ることもまた、「評価」の果たす

べき役割のひとつであると考える。

　行政評価や人事評価など、自治体組織の改

革を成功させるには、改革の必要性とその問

題を充分に認識し、単なる模倣でなく自らの

現状に則した制度の構築が必要であり、そし

てそれは個々の地道な努力によってのみ、な

すことができる。民と公の守備範囲の違いを

明確にしながら、一刻も早く民間至上主義か

ら脱却し、自治体経営を効率的に行っていく

には、そういった個人の気づきが不可欠なの

である。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」をふりかえって

 高槻市総務部人事室人事課　　　

 須　増　　　潤　　
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　「経営とは、ヒト・モノ・カネ・情報の経

営要素を組み合わせて、これらを醸成させ、

いかに多くのものを生み出すか」。この連続

講座を通じて、田尾先生から幾度となく、教

えて頂いた内容である。「行政経営とは、経

営要素を組み合わせて、市民サービスを向上

させること」ということであり、行政にも経

営感覚が必要となってくるのは当然である。

　歳入が年々減りつづけ、歳出に占める経常

経費の割合が高くなるという、財政構造の硬

直化が進む中で、ヒト・モノ・カネなどのイ

ンプットを可能な限り少なくしていき、アウ

トプット、アウトカムをなるべく大きくして

いくことが行政に求められている。その代表

的なツールとして、行政評価システムが挙げ

られる。

　本市においては、平成14年度から研究・開

発を進め、平成16年度にようやく事務事業評

価の本格実施となったところである。まだま

だ、改善の余地はあり、より一層職員の経営

感覚（コスト意識等）を高めていく必要があ

るように感じている。

　行政評価と並んで、また人事評価について

も、議論のテーマとなった。行政の仕事には、

営利を目的としていないことから、どうして

も成果を求めにくいものが多く、成果に基づ

いて人事評価を行うことが難しい。このこと

から、どうしても横並びの評価にならざるを

得ない。つまり、普通に仕事をこなす者と、

身を粉にして頑張っている者との差がつきに

くい人事制度・人事評価となっている。

　連続講座を通じて、ヒト・モノ・カネ・情

報の経営要素の中で、他の経営要素を扱う｢

ヒト｣というファクターが一番重要であると

感じた。2007年問題と関連して、平成18年度

以降に団塊の世代の大量退職期が到来する。

結果として、人件費総額が大きく圧縮される

ことになるが、市民サービスへと財源をシフ

トさせることができるのなら、その貢献度は

非常に高い。ただ、退職する職員の経験や仕

事のノウハウが失われることによる損失も決

して小さくはないだろう。ヒトが少なくなる

一方で、仕事量は変わらない。組織として、

より一層効率的に仕事をしていくことが求め

られる。そうすることで経営感覚の鋭い、生

き残れる自治体になることが必要である。先

に述べた行政評価、人事評価等のツールは単

なる手段や手法であり、目指しているところ

は、その先にあるのだということを自覚して

いかなければならない。それが地方分権の目

指している、本来の自治体の姿なのかもしれ

ない。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を通じて

 大東市政策推進部行政経営室　　　

 西　浦　剛　平　　
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　地方分権が進む今日、地方自治体自身で取

り組むことのできる範囲が広まってきている

が、その中には財源等の問題もあり、地方自

治体としては望んではいない業務もある。と

はいえ、住民のために存在する地方自治体と

してはせずにはおれないし、行う以上はより

良いサービスを提供しないといけない。民間

企業であれば、利潤追求の結果やらないこと

もあるが、地方自治体ではそうはいかない。

　また、その自治体の背景（面積、人口、財

源、自然環境、歴史などあらゆるもの全てを

含む）により、それぞれの自治体に違いが生

まれ、それが特色にもなっているが、人以外

の背景が全て同じであるとしても、全て同じ

自治体とはならないと思う。どういうまちを

望むかは、まさしく十人十色であり、何を大

切にするかも人それぞれであるからである。

　ならば、行うことのできる仕事の範囲が広

がりながらも、職員数は確実に減ってくるこ

とが見込まれる自治体の職員は、これからど

のようにしていけばよいのか。

　まず、その業務が本当に自治体でなければ

できないことであるかどうかを見極め、自治

体でなくともできることは他へ任せる。そし

て、自分がサイクルの早い、変化の時代に対

応していくのだという強い意思を持って仕事

に取り組むことだと私は思う。

　社会一般の意識が変わるとともに、自治体

へのニーズも変わってきているのであれば、

当然、自治体経営は、人、モノ、金、情報を

いかに組み合わせていくかを考え、自治体へ

のニーズを汲み取る、人にこそ重点を置いて

考えるべきであろう。

　そして、意識改革というか、ぜひともこう

いう人間であってほしい、こういう人間にだ

けはなってくれるな、というものを明確に打

ち出し、各人にしっかりと認識してもらう必

要もあると思う。

　職員が、それぞれの事業をどれだけ自分の

こととして、いかに真摯に受け止められるか

である。誰かがではなく、自分がやるのだと

いう意識である。

　行政のプロとして真剣に仕事に取り組む。

上司の顔色をうかがって仕事をするのではな

く、お互いに思うことをざっくばらんに言い

合える、そんな風通しのよい職場環境も必要

である。

　まじめに取り組むことを恥ずかしがらない、

一生懸命に取り組む“子ども”に戻ることこ

そが必要なのかもしれない。

　

分権時代における自治体経営に必要なもの

 池田市総合政策部政策推進課　　　

 元　平　修　治　　
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　ヒト・モノ・カネをふんだんに駆使し、ト

ップダウン型の政策策定過程を基調とした大

きな政府から、アウトソーシングや地域コミ

ュニティーからのボトムアップが主たる指針

となりつつある今日、小さな政府としてのよ

り効率的な運用手法の検証が求められている

ところである。団塊の世代の退職後をも見越

した持続的な自治体経営を目指し、今後の行

政運営を考える機会として絶好であるとの判

断から、この研修に参加した。

　昨今、民間企業によって経常的に取り組

まれてきたＣＲＭ（Customer Relationship 

Management）が、行政分野においても活用

されつつある。顧客の属性・嗜好を熟知する

ことにより顧客満足度を高め、持続的なパー

トナーシップを構築するマネージメント手法

である。今仮に、「Ｃ」をCitizenに置き換

えたものを自治体版ＣＲＭと呼称するなら、

正に我々に求められているのは、この自治体

版ＣＲＭの実現に向けた政策策定・組織作

り・システム構築・予算運用であると言える

のではないだろうか。

　我々自治体職員が奉職すべき方向性は、住

民ニーズに見合った適正な住民サービスを提

供するためにこそあり、他の自治体とは違っ

た集客力の入手を可能にする姿勢が、今まさ

に求められていると考察する。

　小さな政府がフラットな階層で繋がること

により互いに補えるジャンルは多岐に渡る。

大阪府で市町村合併が加速しないのは、現行

の適度な規模の自治体による、独自性を出し

た施策の展開意向の表れではないだろうか。

　いかに他の自治体での住民サービスと一線

を画した個性あるサービスコンテンツを提供

するかが、総合サービス業である我々自治体

職員にとっての今後の課題であろう。いかに

住民を取り込んで満足度を上げてゆくかを常

に念頭に置き、自治体版ＣＲＭの実現に力を

注ぐべきと考える。

　自治体共通のサービスが各団体毎に負荷を

かけている現状を打開するには、共同アウト

ソーシングをも視野に入れた自治体間連系が

望まれる。自治体間連系によって身軽となっ

た部分を、独自サービスの開発・運用に充て

るという好循環を導き出すべく、競争と協働

の並行稼動によるバランスのとれた自治体間

競争こそが、自治体版ＣＲＭの実現への有効

なアプローチと考える次第である。

　このセミナーを機に、内向きの工夫だけで

はなく外向けの工夫にこそ焦点を絞り、住民

サービスが本来あるべき姿を直視しつつ、柔

軟な発想で自治体の組織経営に取り組んでゆ

きたいと思うに至った。

　

分権時代における組織経営を考える

～独自サービス提供による自治体版ＣＲＭの実現～

 池田市総合政策部ＩＴ政策課　　　

 小　松　　　伸　　



111
� ���������������������� ���������������������

　本連続講座を受講して、講師の方々のたく

さんの示唆に富むお話や、活発な意見交換を

通じ、行財政改革を進めるうえでの重要な視

点や、実践事例に見られる課題と展望につい

て学ぶことができました。

　本市においても、行財政改革の推進は総合

計画を推進する上での重点課題に位置づけら

れており、事務事業評価やチーム制・グルー

プ制の導入などが既に実施されています。さ

らに、非常に厳しい財政状況下での「財政の

健全化」と、地方分権型社会に対応した「持

続的・自律的な行財政運営の基盤づくり」を

目的に、平成16年11月に「行財政再建指針」

「行財政再建計画」を策定、平成17年度から

行財政の再建に向けて取り組んでいるところ

です。

　今回、どの講座においても改めて問われて

いたのは、「何のために行財政改革を行うの

か」ということでした。分権時代において、

財政の急激な悪化や少子高齢化など環境の変

化に対応し、より多様で質の高いサービスを

効率的・持続的に市民に提供するための行財

政改革だということは、大よそ誰もが認識す

るところだと考えられます。

　では、そのために自分は何をどうすればい

いのか？そのビジョンや当事者意識は、往々

にして行革担当など一部の職員だけに見られ、

全庁的にはまだ浸透していないというのが、

事例の中でも触れられていましたし、本市に

おいても否めない現実だと思います。これに

は、PR不足という問題以前に、職員一人ひ

とりが、日々の業務に追われ「変えよう」

「変わろう」「やってみよう」という意欲を

十分に持てていないことが原因としてあるの

ではないでしょうか。

　組織は人でもつ限り、一人ひとりがやる気

にならないと行財政改革の成果は上がりませ

ん。目的に向かって、柔軟かつ前向きな発想

で取り組んでいけるようモチベーションを向

上するには、「改革疲れ」を起こしている今

だからこそ、余裕を持つことや遊び心、創造

性を刺激することが必要なのではないかとい

うことを私は痛感しています。

　そこで私は、私自身にできることを考え、

庁内向け行革情報紙の作成を担当することに

なったときに、「『難しそう』と敬遠された

ら負け」と、くだけた表現も取り入れながら

極力わかりやすい情報提供に努め、職員提案

制度のＰＲも、遊び心を感じさせる展開にす

るようにしました。そして、少しずつではあ

りますが、「よく理解できたよ」「面白い企

画だね」「最近、変わってきたね」と好意的

な反響をいただくようになりました。小さな

一歩ではありますが、本連続講座で分けてい

ただいたパワーを源に着実に歩みを進めてい

きたいと思います。

　

「分権時代における組織経営を考える－連続講座」を受講して

 豊中市行財政再建対策室　　　

 政　近　明　子　　
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分権時代における組織経営を考える－連続講座

（概　　　要）

　自治体を取り巻く社会経済環境が大きく変化する中、地域の実情にあった、より効率的な行

政運営に向け、民間経営的な手法を参考にした様々な取組みが進められています。今後、こう

した手法等の導入とともに、実際に業務を担う職員の意識改革や、組織文化の変革を進めるこ

とが課題になっています。

　人と組織の問題に焦点をあて､職員の能力とやる気を引き出すにはどうすればよいのか、活

力ある組織づくりに、どう取り組めばよいのかを考えました。

（期　　　間）

　　平成１７年７月～平成１７年１０月（５回開催）

（指導助言者）

　　田尾　雅夫　氏（京都大学大学院経済学研究科教授）

（参　加　者）

　　　府内市町村職員　　１１名（組織・行革・人事等の職員）

担　　当　　部　　局市 町 村 名氏　　　名

 企画財政部地域経営課行政経営室八 尾 市萩 原　 伸

 町長公室政策係能 勢 町大 植 信 洋

 企画経営室人事グループ河 内 長 野 市宮 阪 晴 久

 総務部行政課堺　 市宮 尾 半 弥

 子育て支援室枚 方 市川 嶋 徹 也

 市長公室行財政改革推進室高 槻 市川 本　 亨

 総務部人事室人事課高 槻 市須 増　 潤

 政策推進部行政経営室大 東 市西 浦 剛 平

 総合政策部政策推進課池 田 市元 平 修 治

 総合政策部ＩＴ政策課池 田 市小 松　 伸

 行財政再建対策室豊 中 市政 近 明 子
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（進　め　方）

　指導助言者による問題提起と３名のゲストスピーカーによる講義と意見交換、論点整理。ま

た、公開講座を実施し基調講演や先進自治体職員を招聘し事例発表や意見交換も実施しました。

（スケジュール）

　　第１回　　７月１５日�　　田村　　秀　氏（新潟大学大学院実務法学研究科助教授）

　　　　　　　　　　　　　　　「自治体の組織改革のあり方」

　　第２回　　８月　５日�　　林　　建志　氏（京都市総務部行政改革課長）

　　　　　　　　　　　　　　　「先進自治体事例報告：京都市の市政改革」

　　第３回　　８月１９日�　　永田　潤子　氏（大阪市立大学大学院創造都市研究科助教授）

　　　　　　　　　　　　　　　「自治体経営改革－各地の動きをもとに」

　　第４回　　９月　９日�　　田尾　雅夫　氏（京都大学大学院経済学研究科教授）

　　　　　　　　　　　　　　　「指導助言者より、まとめ」

　　第５回　１０月　４日�　　公開講座の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　基調講演　　太田　　肇（同志社大学政策学部教授）

　　　　　　　　　　　　　　　　事例報告　　磯村　玲子（瀬戸市企画部企画課）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　牧田美佐穂（福井市政策調整室）
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